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平成 29年度労災疾病臨床研究事業費補助金 
「治療と就労の両立支援のための事業場内外の産業保健スタッフと医療機関の連携モデルとその活動評

価指標の開発に関する研究」（１７０４０１―２） 
総括研究報告書 

 
研究代表者 堤 明純 北里大学医学部公衆衛生学教授 

 
研究要旨：疾病の治療と就労を両立させるための、企業、産業保健スタッフ、医療機関等の連携につい

ては種々のツールが開発されつつあるが、それらを有機的に活用した両立支援モデルは少ない。本研究

では、両立支援に関わる関係機関のニーズ調査に基づいて、情報の発信方法を含めて、包括的な両立支

援モデルを提供しようとする。さらに、PDCA サイクルに基づく活動評価指標を開発することで、支援
活動を継続的に改善させることを目指す。活動評価指標には経営的な要素を盛り込み、経営者に両立支

援を行うことのインセンティブを示し、社内リソースに限りがある中小企業でも両立支援を進めるドラ

イブとする。実務的には、「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」で示され

ている両立支援に関わる関係者間の様式集に具体的な連携方法を付加する。さらに、両立支援を必要と

する労働者、事業者からの相談を、産業保健総合支援センター、地域の労災病院を軸とする関係施設の

連携のもとに総合的に対応する「ワンストップサービス」モデルを提案し、とくに中小企業の利便性向

上を図る枠組みの形成を目的とする。初年度にあたる平成 29年度は以下８つの研究を行った。 
１．産業保健総合支援センターにおける治療と就労の両立支援の検討（渡辺） 
関東労災病院と一体となった治療と職業生活の両立支援事業を展開し、9名の両立支援促進員を配置
した。両立支援カードを作成し、両立支援事業の広報啓発活動を展開し、県下 4 大学病院やその他
の団体との協力体制が構築された。 

２．労災病院両立支援センターによる両立支援の検討（久保田） 
大阪労災病院で対応している両立支援事例について、元々の仕事と復職後の仕事の状況、両立支援

センターの関わり方について整理し、支援に係る課題を抽出した。 
３．疾患別拠点病院による両立支援の検討（荻野） 
神経科学学会または神経治療学会の学会員である専門医に対して、両立支援に関する意識調査を実

施するための調査票を作成した。 
４．中小企業における治療と就労の両立支援の推進に産業保健師が果たす役割の明確化と多職種連携モ

デル開発に関する検討（錦戸） 
中小企業において、両立支援を実践している企業、また未実践の経営者、労働衛生機関所属の産業

保健職へのインタビュー調査を実施し、中小企業において両立支援を実施する上での産業看護職の

役割を明確にした。 
５．企業外労働衛生機関における治療と職業生活の両立支援についての実態調査（森口） 
全国労働衛生団体連合会会員機関への調査票調査および一般社団法人全国健康増進協議会加盟団体

へのインタビュー調査を行い、労働衛生機関における両立支援の実態調査と好事例収集を行った。 
６．職場における一次予防に関する介入研究ならびに中小企業の両立支援に関する事例研究（北居） 
対話型組織開発によって両立支援に資する組織風土と関連するワーク・エンゲイジメントが向上す

ることを観察した。さらに、両立支援を積極的に行っている中小企業の事例を発掘した。 
７．治療と就労の両立支援の活動評価指標の開発（井上） 
先行研究のレビューにより両立支援に関わる機関の活動内容を整理するとともに、労災病院両立支

援センターと疾患別拠点病院の MSW を対象とした面接調査で両立支援活動におけるニーズと好事

例について情報収集を行い、活動評価指標のチェックリストのひな型を作成した。 
８．当事者からの好事例の収集、支援モデル、活動評価指標の作成と検証、研究会開催（江口） 
中小企業経営者向けの産業保健総合支援センターの役割を啓発するためのハンドブックを作成した。

産業保健総合支援センターの両立支援事業の状況を把握した。研究会を開催し、両立支援について

多様な関係者から意見を収集した。 
以上の調査、活動結果とともに、「医療機関における両立支援の取組に関する研究」研究班と協力して、

神奈川県内４大学の大学病院から支援対象者を紹介し、神奈川産業保健総合支援センターと関東労災病

院治療就労両立支援センターの連携を柱として両立支援を行う緩やかな枠組み（神奈川モデル）を構成
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した。神奈川県を中心とした両立支援のモデルにおいて、連携ツールのひな型を用いながら、関係機関

を結ぶ両立支援モデル案と活動の評価指標案を作成するための準備を整えた。 
 
分担研究者 
渡辺哲 神奈川産業保健総合支援センター所長 
久保田昌詞（独）労働者健康安全機構大阪労災病

院内分泌代謝内科部長 
治療就労両立支援センター両立支援部長兼務予防

医療部長兼務 
荻野美恵子 国際医療福祉大学医学部・医学教育

統括センター教授 
錦戸典子 東海大学健康科学部看護学科・産業保

健看護学教授 
森口次郎 一般財団法人京都工場保健会産業保健

推進部理事・医療部長 
北居 明 甲南大学経営学部経営学科教授 
井上彰臣 北里大学医学部講師 
江口 尚 北里大学医学部講師 
 
Ａ．研究目的 
疾病の治療と就労を両立させるために、事業場

における治療と職業生活の両立支援のためのガイ

ドラインが策定され(厚生労働省 2016)、関係機関
の連携のためのマニュアルやツールの開発が行わ

れるようになったが(江口 2016、立石 2016、堤
2016)、両立支援に関わる関係者間の連携はよりい
っそう普及させていく必要がある。とくに時間や

資源の制約のある中小企業には、情報やサービス

を一元化したワンストップサービスの充実が求め

られる。本研究では、両立支援をさらに進めるた

め、ソーシャルマーケティング調査に基づいて関

係者のニーズを明らかにし、好事例調査に基づい

て具体的な支援活動のためのツールと情報発信法

を整理し、関係者を有機的に連携させた両立支援

システムのモデルと、健康経営の観点も踏まえ、

PDCA サイクルを念頭に置いた活動評価指標の提
案を目的とする。 
本研究では、中小企業支援に詳しい産業保健と

経営学の専門家のチームで、健康経営の観点を踏

まえた、支援活動、事業者による健康管理、医療

機関との連携に関する好事例の収集分析を行い、

両立支援のモデルを構築する。支援モデルの試行、

運用を通じて、ソーシャルマーケティング調査の

手法等を活用して、関係者の具体的なニーズを収

集する。特に中小企業からの相談の利便性を向上

するため、地域産業保健センター等で受け付けた

相談を、内容に応じて産業保健総合支援センター

と各地域産業保健センターの連携のもとに総合的

な支援に結びつけるワンストップサービスを構築

する。研究申請者らが、過去に開発した支援ツー

ル(ハンドブックや職場復帰診断書)や評価指標(組

織風土)等を活用して、関係者を有機的に連携する
ための新しいツールとその活動評価指標を提案す

る。また、PDCA を回しながら、両立支援を進め
ていくシステムを構築する。 
平成 29年度に、先行研究レビュー、関係者のニ
ーズ・好事例収集と分析、関係者を有機的に連携

させた両立支援システムのモデル、事業者向けハ

ンドブックと活動指標チェックリストのひな型の

作成、平成 30年度に、支援モデル、ツールの試行
と改良、情報発信方法および活動評価指標の作成、

平成 31 年度に、モデル事業で開発したシステム
を検証し、両立支援のための具体的な支援事項、

関係機関を有機的に連携させるためのツールと支

援モデルおよび活動の評価指標を提案することを

計画している。 
初年度である平成 29年度は、両立支援に関連す
る諸機関と当事者を対象として、文献調査、調査

票による調査、インタビューによる調査を行い、

とくに好事例を中心とする各機関の機能と課題を

抽出し、両立支援を推進するためのツールのひな

型を作成した。さらに、「医療機関における両立支

援の取組に関する研究」研究班（主任：中村俊介 和
歌山ろうさい病院救急科部長）と協力して、両立

支援システムのモデルを検証するための枠組みの

形成を行った。 
 
Ｂ．方法 
1．産業保健総合支援センターにおける治療と就労
の両立支援の検討（渡辺） 
神奈川産業保健総合支援センターの事業として、

治療と職業生活の両立支援対策の普及促進と産業

保健関係者への啓発活動、産業保健関係者に対す

る専門的研修と産業保健関係者からの専門的相談

対応、労働者と事業者の個別調整支援、さらに両

立支援活動の普及と拡大のため各種団体との連携

を図る活動を実施し、課題を抽出した。 
 
2．労災病院両立支援センターによる両立支援の検
討（久保田） 
労働者健康安全機構大阪労災病院治療就労両立

支援センターにて経験した事例について、疾病別
や症状、治療・回復状況、元々の仕事内容と復職後

の仕事の状況、さらにはメディカル・ソーシャル・

ワーカー（以下、MSW）を中心とした両立支援セ
ンターの関わり方について整理し、課題の抽出を試

みた。 
 
3．疾患別拠点病院による両立支援の検討（荻野） 
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インターネット上に公開されている情報と神経

難病の就労に関して行われてきた過去の研究から、

就労支援のリソースを網羅的に探索し、神経難病

の専門医に対して、両立支援に関する意識調査を

実施するための調査項目を抽出した。 
 
4．中小企業における治療と就労の両立支援の推進
に産業保健師が果たす役割の明確化と多職種連携

モデル開発に関する検討（錦戸） 
中小企業経営者ならびに労働衛生機関に所属す

る産業保健師へのインタビューを実施し、両立支

援の現状や支援ニーズ、および今後の課題等につ

いての語りを収集し質的に分析した。 
 
5．企業外労働衛生機関における治療と職業生活の
両立支援についての実態調査（森口） 
労働衛生機関における両立支援のための好事例

収集のため、全国労働衛生団体連合会会員機関へ

の調査票調査および一般社団法人全国健康増進協

議会加盟団体へのインタビュー調査を行った。 
 
6．職場における一次予防に関する介入研究ならび
に中小企業の両立支援に関する事例研究（北居） 
製造業の開発部門を対象として、対話型組織開

発の一手法である Appreciative Inquiryを行い、
従業員のワーク・エンゲイジメントの変化を観察

した。さらに、両立支援を積極的に行っている中

小企業について、資料やインターネットを通じて

探索し、データ収集を行った。 
 
7．治療と就労の両立支援の活動評価指標の開発
（井上） 
関係機関（労災病院治療就労両立支援センター、

疾患別拠点病院、産業保健総合支援センター、企

業外労働衛生機関）の連携活動に関する評価指標

（以下、活動評価指標）を開発する事前準備とし

て、本評価指標に含めるべき項目を検討するため、

関係機関における両立支援の取り組みに関する先

行研究の文献レビューを行うとともに、労災病院

治療就労両立支援センター（１センター）および

疾患別拠点病院（３病院）の MSW を対象に、各
機関と有機的に連携を図ることで両立支援が上手

くいった事例（好事例）を収集するための面接調

査を実施した。 
 
8．当事者からの好事例の収集、支援モデル、活動
評価指標の作成と検証、研究会開催（江口） 
両立支援が必要な労働者の現状を把握するため

のインターネット調査の実施、両立支援を円滑に

進めるためのパンフレットの作成、当事者や関係

者からの意見収集のための研究会の開催、事例収

集やツールを試行するための北里大学病院内での

就労支援に関する体制の構築、両立支援に関する

情報発信のためのホームページの開設を行った。 
 
以上の基礎的な情報収集と並行して、関連諸機

関の連携に基づいて両立支援を進めていくシステ

ムのモデルとして、神奈川産業保健総合支援セン

ターと関東労災病院治療就労両立支援センターの

連携を柱として両立支援を行う緩やかな枠組み

（神奈川モデル）の構成を、関係諸機関の協力を

得ながら試みた。 
 
倫理的配慮 
本研究は、各研究実施機関の倫理委員会および

北里大学医学部・病院倫理委員会 観察・疫学研究
審査委員会において承認を得て実施した。 
 
Ｃ．結果 
1．産業保健総合支援センターにおける治療と就労
の両立支援の検討（渡辺） 
両立支援のポスターとカードを作成し（図 1）、
広報を展開した。神奈川産業保健総合支援センタ

ーが主催した平成 29 年度の日本医師会認定産業
医研修の 5 回を治療と職業生活の両立支援のテー
マで行った。また、産業看護師、衛生管理者等対

象範囲を広げた産業保健セミナーを 5 回、両立支
援のテーマで行った。関東労災病院と共同で、9
名の両立支援促進員を配置し、労働者と事業主に

対する個別調整支援に当たって、課題を抽出した。

さらに地域としての両立支援活動の連係を図るた

め、神奈川産業保健総合支援センターにおいて事

業場における治療と職業生活の両立支援対策推進

連絡会議（神奈川県両立支援推進チーム）を行っ

た。 
 
2．労災病院両立支援センターによる両立支援の検
討（久保田） 
労災病院両立支援センターにおいて、多様な疾

患に対して、両立支援コーディネーター等による、 
ステークホルダー間でのミーティングを含む、職

場、主治医側へのきめ細かなアプローチ（支援）

による事例を検討した。とくに小規模事業場での、

トライアングル型支援の好事例と考えられる成功

事例を確認した。 
 
3．疾患別拠点病院による両立支援の検討（荻野） 
インターネット上に公開されている神経難病の

就労についてのツールの検索、難病関係の厚生労

働省研究班会議の報告書等を網羅的にレビューす

ることで、これまで開発されてきた難病について

の様々なツールを確認した。この情報を基に、ア
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ンケートに回答することで、難病患者の就労支援

のリソースを認識できる調査項目を選定し、関連

疾患を支援する立場にある医師を代表する集団に

調査をする準備を整えた。 
 
4．中小企業における治療と就労の両立支援の推進
に産業保健師が果たす役割の明確化と多職種連携

モデル開発に関する検討（錦戸） 
両立支援において良好事例をもつ中小企業の共

通点として、経営者の「社員を大切にする」強い

信念と理念に基づき、社員が病気に罹患しても安

心して働ける環境づくりや社員や家族に対する十

分な配慮を行っていたこと、企業内に互いに支え

合う社内風土・文化が醸成されていたことなどが

挙げられた。企業外労働衛生機関の産業保健師は、

事業場との信頼関係に基づき事業場の取組レベル

に応じた支援や、労働者に寄り添うきめ細かな支

援の工夫を行い、中小企業で働く人々の支援、体

制づくりを支援していた。 
 
5．企業外労働衛生機関における治療と職業生活の
両立支援についての実態調査（森口） 
調査が可能であった多くの企業外労働衛生機関

で、両立支援に関する相談対応や体制整備の支援

を中心とする両立支援の取り組みが行われていた。

両立支援を推進するための外部支援では、専門職

向けの研修と顧客の企業や保険者向けの啓発活動

が上位であった。支援を得たい機関では、「医療機

関の相談支援センター」が最上位であった。「事業

場における治療と職業生活の両立支援のためのガ

イドライン」の認知度は機関ごとの違いが大きく、

多くの機関で専門職の認知度が渉外職を上回って

いた。顧客企業からの両立支援に関する相談には、

すべての機関が対応しており、内容に応じて外部

機関への相談、自機関のみでの対応など様々な形

を取っていた。両立支援における労働衛生機関の

役割として、渉外職や産業保健職などによる顧客

企業等への啓発や健康経営の一部としての企業の

取り組みの支援などがあげられた。 
 
6．職場における一次予防に関する介入研究ならび
に中小企業の両立支援に関する事例研究（北居）  
問題解決型質問の質問を用いる対話型組織開発

の一手法である Appreciative Inquiryを用いるこ
とにより、事業場のワーク・エンゲイジメントが

向上することが観察された。 
さらに、中小企業において両立支援を成功させ

ている３事例を抽出した。これら成功事例では、

経営的な側面から両立支援に取り組んでいること

が示唆された。 
 

7．治療と就労の両立支援の活動評価指標の開発
（井上） 
文献レビューでは、労災病院治療就労両立支援

センターにおける取り組み内容が多数抽出された。

これらの取り組み内容は、労災病院および治療就

労両立支援センター本体の取り組みに関するもの

と、MSW を中心とする両立支援コーディネータ

ーの取り組みに関するものに大別され、前者では、

両立支援を進めていく上での制度面（院内での取

り組み、院外へのアプローチ）、本人への支援、他

の専門機関や職場との連携に関する内容が、後者

では、両立支援コーディネーターの全般的な取り

組み、本人（および家族）への支援、他の専門職・

専門機関との連携、職場との連携、情報収集、両

立支援計画書の作成に関する内容がそれぞれ抽出

された。MSW を対象とした面接調査では、好事

例の要因として、回復期リハビリテーション病棟

との連携が上手く図れること、MSW とセラピス

トのエンパワーメントによって本人が復職への意

欲を高められること、職場の理解が得られやすい

ことが挙げられた。一連の調査で得られた取り組

み内容をもとに、「治療と就労の両立支援活動チェ

ックリスト」（案）を作成した。 
 
8．当事者からの好事例の収集、支援モデル、活動
評価指標の作成と検証、研究会開催（江口） 
中小企業経営者向けのモデル事例やハンドブッ

クを作成した。産業保健総合支援センターの活動

状況について、労働者健康安全機構に対してヒア

リングを行った。情報発信のためのホームページ

を開設した。両立支援に関する研究会を開催した。

インターネット調査や当事者からのヒアリングに

より、両立支援が必要な労働者のうち、自分の体

調のことについて会社と相談ができていないこと、

主治医と仕事についての情報交換ができていない

こと、両立支援に関する社内体制の整備も不十分

であること、特に中小企業において経営者や人事

担当者の両立支援に対する理解が得づらいことが

明らかになった。 
 
Ｄ．考察 
本研究では、事業場における治療と職業生活の

両立支援のためのガイドライン（2016年 2月）が
示す両立支援に関わる関係者間の連携を一層進め

ていくために、産業保健学、臨床医学および経営

学からなる研究班を組織し、両立支援を有効に進

めるための、関係者（当事者、企業（経営者・人

事担当者）、産業保健スタッフ、産業保健総合支援

センター、労災病院両立支援センター、疾患別拠

点病院、労働衛生機関）の活動のニーズをソーシ

ャルマーケティングの手法で明らかにし、好事例
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収集で明らかになる諸活動を核として、関係施設

の活動を有機的に連携させた支援モデルを構築す

る。そのうえで、支援活動を評価する指標を開発

し、モデル事業を行ってこれらの検証を行う。特

に、活動評価指標には経営的視点を取り入れ、提

供する支援活動は、関係者の相談に応じて総合的

な支援に結びつけるワンストップサービスを構築

し、中小企業の利便性向上を図ることを目的とし

ている。 
平成 29年度は、関係者に対するニーズと好事例

を収集し、「医療機関における両立支援の取組に関

する研究」研究班（主任：中村俊介 和歌山ろうさ
い病院救急科部長）と協力して、神奈川県内４大

学の大学病院から支援対象者を紹介し、神奈川産

業保健総合支援センターと関東労災病院治療就労

両立支援センターの連携を柱として両立支援を行

う緩やかな枠組み（神奈川モデル）を構成した（図

２）。支援内容や支援先情報を紹介する患者向けポ

スター（図１：注・図１を基調として、神奈川モ

デルの各医療機関別のポスターとカードを作成し

た）、事業者向けハンドブックのひな型、活動指標

チェックリストのひな型を作成した。 
 
1．産業保健総合支援センターにおける治療と就労
の両立支援の検討（渡辺） 
神奈川産業保健総合支援センターへの個別相談

へ対応にあたり、労働者本人および事業場の同意

がなければ支援が開始されないことのハードルの

高さや、相談件数が多くなった際にサービスが十

分に提供されるかなど、実際の支援を行うにあた

っての課題が明らかになった。 
 
2．労災病院両立支援センターによる両立支援の検
討（久保田） 
自験例の分析から、両立支援の課題として、１）

職場上司等との早期のコンタクト、とくに、必要

に応じて、人事権を持つ者とのコンタクトの必要

性、２）規模の小さい事業場に対応する際の困難、

３）通院先を含む外部資源との連携も含めたネッ

トワーク形成の必要性が抽出された。治療と仕事

の両立支援のあり方は極めて個別化した対応が必

要ではあるが、逆にネットワークの中での連携を

個別化すると捉えれば、就業先企業や通院先医療

機関をそのネットワークに引き込み、必要な資源

の活用による解決の可能のように思われた。 
 
3．疾患別拠点病院による両立支援の検討（荻野） 
アンケート調査に回答することで、種々の難病

の就業支援のリソースについて把握ができること

を企図して、疾患拠点病院に所属する神経内科専

門医に対して、両立支援に関する意識調査を実施

するための調査票を作成した。平成 29年度中に本
調査票によるパイロット調査を実施し、平成 30
年度に以下の計画を実施するための準備が完了し

た。 
 
4．中小企業における治療と就労の両立支援の推進
に産業保健師が果たす役割の明確化と多職種連携

モデル開発に関する検討（錦戸） 
関係者に対するヒアリングを主とした調査によ

り、中小企業において両立支援を実施する上での

産業看護職の役割を明確にした。今後の課題とし

て、今後の中小企業における更なる両立支援の推

進に向けて、中小経営者への産業保健師等の専門

職の役割や支援機関の活用方法の周知が必要であ

ることが示された。さらに、両立支援に関心がな

い中小企業経営者への効果的な情報提供方法や、

専門職等の外部資源活動方法の周知方法を検討し

ていく必要性が示された。 
 

5．企業外労働衛生機関における治療と職業生活の
両立支援についての実態調査（森口） 
企業外労働衛生機関ではケース対応を中心に両

立支援に関わる取り組みが始まっており、さらな

る取り組みのために専門職の研修などの外部支援

を期待していることが明らかとなった。今後は、

産業保健職、渉外職などが「事業場における治療

と職業生活の両立支援のためのガイドライン」で

基本的な知識を習得し、顧客である企業や保険者

への啓発を行うとともに健康経営の取り組みの一

部として両立支援の普及を図る等の必要性が認識

された。 
 
6．職場における一次予防に関する介入研究ならび
に中小企業の両立支援に関する事例研究（北居）      
診断型（問題指摘型）ではなく問題解決型質問

の質問を用いる対話型組織開発の一手法である

Appreciative Inquiry を用いることにより、ワー
ク・エンゲイジメントが向上することが観察され

た。ワーク・エンゲイジメントは、社会への貢献、

生産性・イノベーション、従業員満足・幸福等、

より高い組織レベルの帰結に通じる概念として、

また、職場レベルでは、職場の一体感やハラスメ

ントレスといった環境と並列して位置付けられる

こともある。ワーク・エンゲイジメントを向上さ

せるような良好な組織風土の醸成は、企業で両立

支援を進める必要条件になると考えられる。 
中小企業における両立支援の取り組み事例から

は、両立支援が、従業員の喪失、もしくは、それ

による生産性の低下に対応するためのリスク・マ

ネジメントの視点と、従業員のモチベーションや

創造性の向上を期する、より積極的なダイバシテ
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ィ・マネジメントの視点が取り入れられているこ

とが伺われた。 
 
7．治療と就労の両立支援の活動評価指標の開発
（井上） 
疾患別拠点病院、産業保健総合支援センター、

企業外労働衛生機関における取り組み内容につい

て記載された文献はわずかしかなく、文献レビュ

ーのみでは、具体的な取り組み内容を十分に把握

することができなかった。今後、作成した「治療

と就労の両立支援活動チェックリスト」（案）につ

いて、各評価項目の重要度や難易度を検討しなが

ら項目の取捨選択を行うとともに、疾患別拠点病

院、産業保健総合支援センター、企業外労働衛生

機関については、更に好事例を収集し、評価項目

を充実させていく予定である。 
 
8．当事者からの好事例の収集、支援モデル、活動
評価指標の作成と検証、研究会開催（江口） 
今年度は、インターネット調査、パンフレット

の作成、研究会の開催、北里大学病院内での両立

支援体制の構築、ホームページの開設を行った。

インターネット調査や研究会での当事者からのヒ

アリングの結果、両立支援が必要な労働者が自分

の体調のことについて会社と相談ができていない

こと、主治医と仕事についての情報交換ができて

いないこと、両立支援に関する社内体制の整備も

不十分であること、特に中小企業において経営者

や人事担当者の両立支援に対する理解が得づらい

こと、などが明らかになった。 
 
Ｅ．結論 

両立支援を行っていくうえで、関連機関におけ

る課題を明らかにした。神奈川県を中心に両立支

援のモデル事業を展開する枠組みを作成した。両

立支援のための連携ツールのひな型を作成した。

以上により、次年度、神奈川モデルにおいて、連

携ツールのひな型を用いながら、各機関の両立支

援活動で求められる活動と関係機関との連携法を

整理し、各機関を結ぶ両立支援モデル案および活

動の評価指標案を作成するための準備を整えた。 
 
Ｆ．健康危険情報 

なし 
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１．論文発表 

1) 堤 明純．治療と仕事の両立支援．産業ストレ
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２．学会発表 

1) 江口尚. 難病のある人の就労支援-産業保健職
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図１．広報用パンフレット（神奈川産業保健総合支援センター版） 
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図２．神奈川モデル 
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平成 29年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「治療と就労の両立支援のための事業場内外の産業保健スタッフと医療機関の連携モ

デルとその活動評価指標の開発に関する研究」（１７０４０１―２） 

分担研究報告書 

 

産業保健総合支援センターにおける治療と就労の両立支援の検討 

分担研究者 渡辺 哲 東海大学医学部客員教授 

 

研究要旨 

神奈川産業保健総合支援センターでは、平成 28年 10月より治療と職

業生活の両立支援をセンターの事業として始めた。関東労災病院と協

力し、両立支援促進員を 9名配置し、その対応にあたった。今年度新

たに神奈川県下の 4大学病院と連携し、当センターと協力して両立支

援を行う体制を確立した。さらに、神奈川労働局が主体となり、神奈

川県下で両立支援にあたる各種団体と連携するための会議と研修会

を当センターで行った。今後神奈川県両立支援推進チームとしてワン

ストップで両立支援の情報が得られる体制を目指す。当センターの両

立支援事業の周知広報のため、両立支援カードを作成した。 

  

Ａ．研究目的 

 現在職場の健康診断で、有所見率が 50%

を超え、種々の疾病を抱えながら仕事を

続けている労働者の数も多い。近年治療

技術の進歩とともに、病気になっても働

き続けることが可能となっている。さら

に、若年人口の減少に伴い、労働者の平

均年齢が上昇し、高齢化に伴い病気を抱

えながら働く労働者の増加が想定される。

がんを例にとっても 32.5万人が仕事を持

ちながら通院している。しかし、患者の

約 30%は病気を理由として退職に追い込

まれている。病気と就労の両立支援を進

めることは、労働者や事業主にとって重

要課題であると共に、国の働き方改革や

がん対策策基本計画を推進する上でも効

果のある対策が望まれる。そこで本研究

では、病気の治療を受けながら働く人の

支援について、産業保健総合支援センタ

ーの立場から、望ましい支援のあり方を

検討することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 当センターは、独立行政法人労働者健

康安全機構に所属し、その方針で今年度

の重点目標として治療と仕事の両立支援
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事業があげられる。そこで、当センター

の事業として①治療と職業生活の両立支

援対策の普及促進、産業保健関係者への

啓発活動 ②産業保健関係者に対する専

門的研修、産業保健関係者からの専門的

相談対応 ③労働者と事業者の個別調整

支援を行った。④さらに両立支援活動の

普及、拡大のため各種団体との連携を図

った。 

 

Ｃ．研究結果 

 ①両立支援他施策の普及、啓発のため

「両立支援のポスターとカード」を作成

した（図 1）。このポスターとカードを用

いて神奈川労働局・各監督署、神奈川両

立支援推進チーム、神奈川医系４大学、

神奈川病院協会等への周知及び各企業担

当者が参集する安全衛生推進大会、産業

保健フォーラム及びマスメディアを活用

した広報を展開した。この活動は、当セ

ンターンの知名度をあげ、両立支援事業

の周知を図り利用を促すために行い、9

月 23日付の神奈川新聞に掲載された。②

の研修に関しては、当センターが主催し

た平成 29年度の日本医師会認定産業医研

修全 49回のうち、5回は治療と職業生活

の両立支援のテーマで行った。また、産

業看護師、衛生管理者等対象範囲を広げ

た産業保健セミナーを 46回開催したが、

そのうち 5回は両立支援のテーマで行っ

た。③労働者と事業主に対する個別調整

支援では、関東労災病院と共同で、9名の

両立支援促進員を配置し、支援に当たっ

た。内訳は 4名の医療ソーシャルワーカ

ー（関東労災病院総合医療相談センター

に常駐）、3名の社会保険労務士、2名の

保健師である。関東労災病院では月平均

数件の就労に関する相談があり、当セン

ターにはこれまで 4件の個別相談があっ

た。④各種団体との連携を図るため、本

年度は神奈川県下の 4つの医学部附属病

院と協議を行った。その結果、北里大学

病院、聖マリアンナ医科大学、東海大学

医学部附属病院、横浜市立大学附属病院

の患者相談室担当者と当センターとの連

携体制が確立し、それぞれの大学病院に

前述した両立支援ポスターとカードを配

布した。 

 さらに地域としての両立支援活動の連

係を図るため、8月に当センターにおいて

事業場における治療と職業生活の両立支

援対策推進連絡会議（神奈川県両立支援

推進チーム）を行った。神奈川労働局が

主体となり、神奈川県、横浜市、（独）

労働者健康安全機構、神奈川県医師会、

神奈川県社会保険労務士会、神奈川県立

がんセンター、（公社）神奈川労務安全

衛生協会、（独）高齢・障害・求職者支

援機構、（公社）神奈川県社会福祉士会、

（一社）神奈川県医療ソーシャルワーカ

ー協会、NPO法人看護職キャリアサポート、

（一社）日本産業保健カウンセラー協会、

東海大学医学部基盤診療学系公衆衛生学

教室が構成メンバーである。会議では、

現在実際に両立支援活動を行っている団

体がその活動を、これから活動を始める
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団体では、今後どのような支援ができる

かなどを発表し、今後の連係についての

意見交換を行った。これは、労働者がワ

ンストップで情報を得られる仕組み作り

を目指したもので、神奈川労働局のホー

ムページに活動団体のリンク先を掲載し

た。さらに、神奈川県両立支援推進チー

ムとしてシンポジウムを開催し事例発表

研修会を行った。 

 

Ｄ．考察 

 平成 25年度の国民生活基礎調査では、

病気に罹患しながら働く人の数は 2,007

万人とされ、なかでも高血圧、糖尿病、

心疾患、がん、メンタル疾患、脳血管疾

患などの主要疾病を持つものは 782万人

と報告されている。特に、仕事を持ちな

がらがんで通院している者の数は 32.5万

人と推定されている。しかし、厚生労働

省の研究班の調査では、がん患者の約

34％が離職している。その理由として挙

げられている主なものは、治療を受けな

がら仕事を続ける制度や社内のサポート

体制が不十分というものである。アンケ

ート調査では、患者が仕事を続ける上で

必要と考えているのは、病状に応じた柔

軟な勤務体制や就労が困難になった際の

相談・支援体制である。 

 厚生労働省は、平成 28年 2月に治療と

職業生活の両立支援のためのガイドライ

ンを作成し、その意義や具体的な取り組

み方を示し、がん、肝疾患、脳卒中に関

する留意事項を公表している。神奈川産

業保健総合支援センターは、このガイド

ラインに基づき、両立支援事業を行って

きた。こうした取り組みの中で、当セン

ターの認知度が事業主や産業保健スタッ

フの間ではまだ低いことから、センター

の広報と両立支援事業の啓発を兼ね、両

立支援ポスターとカードを作成し、いろ

いろな機会に配布してきた。実際に、カ

ードを通して当センターの活動を知り相

談につながった事例があった。今後さら

に多くの機会にカードを配布し、広報啓

発に努め両立支援事業を展開していく予

定である。 

 今年度は神奈川県下の 4大学病院との

間で両立支援に関する連係体制ができた。

それぞれの大学病院の患者相談室で MSW

を中心に患者の相談にあたっているが、

個々の事業場に出向いての両立支援が必

要な場合は、当センターの両立支援促進

員がその役を担うことが想定される。実

際にはこの事業は始まったばかりである

ので、今後症例を集めると共にどのよう

な連係が望ましいかを検討する予定ある。 

 両立支援に関しては、大規模事業場よ

りも従業員 50人未満の小規模事業場の労

働者に対する支援が今後より重要になる

と考えられる。そこで、次年度は神奈川

産業保健総合支援センターが直轄する 12

の地域産業保健センターとの連係を図り、

一体となって支援にあたる体制を作る予

定である。 

 

Ｅ．結論 
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関東労災病院と一体となった治療と職業

生活の両立支援事業を展開し、9名の両立

支援促進員を配置した。今年度は 5回の

認定産業医研修と 5回の産業保健フォー

ラムを両立支援のテーマでそれぞれ開催

した。両立支援カードを作成し、両立支

援事業の広報啓発活動を展開した。こう

した活動を通して、県下 4大学病院やそ

の他の団体との協力体制が構築された。 
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図 1. 両立支援ポスターとカード 
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研究要旨 

 両立支援活動における労災病院両立支援センターのニーズ・好事例収集を目的として、今年度は自験例か

ら両立支援における関係者の連携の実情と今後の課題について考察した。 

 労災病院両立支援センターにおいては、がん、糖尿病、脳卒中（リハ）、メンタルヘルスを中心に多様な

疾患に対して、両立支援コーディネーター等によるステークホルダー間でのミーティングを行い、職場およ

び主治医側へのきめ細かなアプローチ（支援）を行っている。今回取り上げた乳がん、慢性心不全、慢性腎

臓病の３つの事例は、とくに小規模事業場を含めて、トライアングル型支援の成功事例と考えられた。 

 本結果より、１）職場上司等との早期のコンタクト、とくに、必要に応じて、人事権を持つ者とのコンタ

クトの必要性、２）規模の小さい事業場に対応する際の困難、３）通院先を含む外部資源との連携も含めた

ネットワーク形成の必要性、などが今後の課題として浮かび上がった。 

 治療と仕事の両立支援の在り方は極めて個別化した対応が必要ではあるが、逆にネットワークの中での連

携を個別化すると捉えれば、就業先企業や通院先医療機関をそのネットワークに引き込み、必要な資源を活

用していくという方向性で解決できることも増えていくのではないかと推測する。このような考えに基づ

き、次年度以降はまずは、大阪労災病院両立支援センターと大阪産業保健総合支援センター・地域産業保健

センターとのネットワーク強化を図りつつ、それら関係者との連携で想定され、実際に経験する課題は何

か、それらを克服する方法について検討を進める予定である。 

 

A. 目的 

  労働者健康安全機構では 2014年度から、これま

で取り組んできた労災疾病等医学研究における両立

支援に関する研究成果

（http://www.research.johas.go.jp/22_ryoritsu/

index.html）を活用しつつ、がん、糖尿病、脳卒中

（リハ）、メンタルヘルスの４分野について、治療

と就労の両立支援の実践により事例収集を行ってき

た。各疾患について支援事例の集積・分析・評価等

が行われ、医療機関向け支援マニュアルがすでに公

開されている１）。 

 本研究班での平成 29年度の課題は「3. 両立支援

活動における労災病院両立支援センターのニーズ及

び好事例収集」であり、自験例から両立支援におけ

るステークホルダーの連携の実情と今後の課題につ

いて考察した。 

 

B．研究方法 

 労働者健康安全機構大阪労災病院治療就労両

立支援センターにて経験した事例について、疾
病別や症状、治療・回復状況、元々の仕事内容と復

職後の仕事の状況、さらにはメディカル・ソーシャ

ル・ワーカー（MSW）を中心とした両立支援センタ

ーの関わり方について整理し、課題の抽出を試み

た。 

 なお、本事例収集は労働者健康安全機構大阪

労災病院の倫理委員会で承認され、実施されてい
る。各患者さんにはモデル事業参加について担当者

から説明を受け、同意書に署名して頂いた方のみか

ら情報収集を行っている。 

 

C. 研究結果 

【事例１】 

 乳がん事例。関西有数の大規模小売業の正社員。

同系列の店舗が近隣にもある。日々、商品の仕入れ

の指示や店内での配置に関わっていた。術後化学療

法が始まった頃から両立支援開始。本人は年休を消

費して X日間の病休をもらっているが、それも残り

少なくなり、近く出勤予定。会社も人手が少ない

中、本人が戻ってくるのを待ってくれている。化学

療法の副反応でむかつきが強かったが、薬で抑えら

れるようになり、復帰できる自信ができてきた。 

 会社規模はパートを入れると 100人以上で産業医

が選任されているはずではあるが、本人は今まで会

ったことがない。会社から復帰のための診断書提出

を求められ、外科主治医に相談したが、外科主治医

から両立支援に関わる診断書をどのように書くべき

かと、両立支援コーディネーターを介して両立支援

担当医師に相談があった。両立支援担当医師・保健

師ならびにコーディネーターが面談し、相談の結

果、１）Y月 Z日より復職可、２）今後３ヶ月間の

抗がん剤投与期間中は４時間〜５時間の時短勤務、

３）３週間に１回の抗がん剤投与日から３日間は自

宅安静、４）抗がん剤投与中は心身に負担がかかる

ことから他店舗ではなく元の職場への復帰が必須、

５）重い商品を持ち運ぶことはリンパ浮腫を予防す

る観点から避けるべき、との内容を主治医に書いて

もらった。幸いにもその復帰条件が認められ、復職
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に至った。院内の主治医から両立支援の具体的対応

について相談された事例であった。 

 

【事例２】 

 慢性心不全事例。独身女性。時々、心不全が悪化

して入院・退院を繰り返していた。外来通院時に複

数回面談。仕事は社会福祉専門職業従事者。小規模

事業場へ派遣として勤務。夜勤もあるが、通常は数

時間眠ることができ、日勤よりも身体的負担は少な

い。本人は入院費や高額な薬代などの治療費捻出の

ために夜勤を含めた就業継続が必須と考えていた。

派遣元の会社本社は他県にあり、産業保健職もそこ

にしかいない。健診結果で出張保健指導を受けるは

ずであったが、勤務の関係で会えなかった。派遣先

の上司は仕事のことで相談すると不機嫌になり、話

を聞いてもらえず、つい辛抱していた。両立支援ス

タッフからは、上司にこちらからコンタクトをとっ

てもよいが、まずは産業保健師から話をしてもらう

のが穏当と思われるので、会社の産業保健師にコン

タクトをとることを勧めた。 

 しかし、次の面談では、産業保健職に連絡をとれ

るのは職場の上司だけという制限があることが判明

し、まだ会えていないとのことであった。また、最

初の入退院後に職場に提出した診断書には「ハード

ワークは禁止」とあったが、上司は現在の本人の仕

事はハードワークとは考えておらず、日勤後の１時

間の残業を依頼されたり、夜勤も２日入れられると

いう状況であった。そこで、本人と両立支援スタッ

フが相談し、「ハードワーク禁止」の具体的内容と

して、主治医に依頼して、１）通院の日は必ず休む

こと、２）（慢性心不全の再発を防ぐために）日勤

を２日以上したときは翌日休み、または、時間短縮

での勤務とすること。ただし、最長でも連続４日ま

でとすること、３）規定通りの休憩時間を必ずとる

こと、４）夜勤は当面避けること、の諸条件を含め

た内容で改めて診断書を書いてもらった。その後の

面談では、職場で派遣元会社の人事課長・産業保健

師・職場上司らと勤務条件について相談し、条件に

ついて理解が得られたとのことであった。直接、職

場上司にコンタクトが取っていれば、もう少し早く

対応できたと思われる事例であった。 

 

【事例３】 

 慢性腎疾患事例。単身赴任先で病状が重くなり、

自宅に近い当院に入院。薬物療法で好転してきてい

た。入院中から両立支援について相談を受けた。勤

務先は金融業で幹部の一人として重責を担っておら

れた。仕事上は系列店舗に行って部下を指揮・監督

することが必須であったが、最近は一番最後に当該

店舗に行って部下から報告を受け、判を押すだけに

なっていた。病休は数年間とれるが１年半を過ぎる

と給料がでないため長期になるのは辛い、会社には

統括産業医はいるがアウトソーシングしている別の

産業医を信頼している、自分にも人事権があり自分

の働き方も自分で決められるが今の立場を降りると

そうはならない、会社でテレワークは認められてい

ない、という状況であった。 

 第２回面談として、本人・家族と主治医、両立支

援スタッフをまじえての会議をし、本人からは会社

から３ヶ月後までは休むこと、その後は元の赴任先

に戻って１ヶ月間の復職プログラム後に通常勤務に

戻ることの指示があり、６ヶ月後にはさらに別の転

勤の話もあること、復職・移動のそれぞれの１ヶ月

前には診断書が必要なことを伝えられた。主治医か

らは治療による今後の見通しを聞き、病状が一定レ

ベルまで改善し、薬の量が半減できれば外来通院可

能となると説明された。幸いにもその後順調に経過

し、外来でフォローされるようになり、無事復職さ

れた。この事例は本人が人事権をもっていたために

直接会社の人事労務担当者と話す必要はなかった

が、そうでなければその人達も呼んで対応を協議し

なければならない事例であった。 

 

D. 考察 

 仕事と生活の両立支援は主に時間管理による支援

であり、日本社会ではすでに標準化されている。一

方、治療と仕事の両立に関しては、患者本人の職

業・職位・業務内容・勤務条件・通勤時間・会社規

模・就業規則にある病気休職の扱い・周りの人達の

サポートなどのほか、がんの場合ではその種別・進

行度・治療法とそのスケジュール・副反応の出方な

ども極めて多様であるため、結果として復職できる

かどうかへの影響も様々である２）。また、難病と

規定される疾病では、一般的には徐々に病状が悪化

し、いつか就労継続が困難になることも少なくない
３)。このような例では異動や就業上の配慮等により

出来る限り就労継続を支援する一方、障害者福祉施

設・サービス機関への移行も検討を要するなどさま

ざまな社会資源を活用していく必要がある。難病に

限らず、勤労者での発症率がメンタルヘルス不調に

ついで多い２）がん患者に対しても、一般的には障

害者として対応し、合理的配慮を行うことが社会的

には求められている。しかし、中小企業を含めて企

業においてこれを真摯に遂行するためには医療機関

との連携のみならず、様々な社会資源を活用し、そ

れらの資源提供者との協働が不可欠である。 

 

 本稿で取り上げた乳がん事例では、術後化学療法

中のむかつきの副作用を克服できる見通しがたち、

復職を考える段階で、主治医から診断書の書き方に

ついて相談された。2016年２月に厚生労働省から

公表された両立支援ガイドライン４）には「職場復

帰の可否等について主治医の意見を求める際の様式

例」が載っているが、この記載を具体的にどうする

のかという主治医からの相談に両立支援スタッフと

して対応した。これはトライアングル型支援５）

（図１）の中で、両立支援コーディネーターと医療

機関内の連携を同じ病院内で行えた事例である。 

 

 本稿で取り上げた慢性心不全事例や慢性腎疾患事

例はともに難病に指定されている疾患であった。前
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者の慢性心不全事例では主治医からの会社への診療

情報提供にあたって両立支援スタッフがサポートし

た。その後、会社内部での本人・上司・人事労務担

当者との相談で医療者側の考えが受け入れられ、希

望する形の就業となったが、もし、実現しなけれ

ば、両立支援スタッフが会社関係者と話し合う必要

性もあったと想像される。後者の慢性腎疾患事例で

は、本人に人事権があり、ある意味で患者・会社関

係者を交えての相談であった。ただ、病状が好転し

なければ降格となり、人事権もなくなり自分の裁量

で働けなくなること、病休可能期間のうち給料がで

る期間は限られていることなど、心理的な負担も大

きい状況であった。このように不安な中で両立支援

スタッフが関われたことにより多少なりともサポー

トできたと感じている。これら２例はあくまでも間

接的な関わりであったが、トライアングル型支援の

中で、企業との連携をサポートできた事例でもあっ

た。 

 

 乳がん事例や慢性心不全事例はともに親会社とし

ては大企業であったが、本人たちの勤務先は小規模

事業所であった。産業医や産業看護職と相談できる

事業所でもあったが、さらに規模の小さい事業所で

あれば、継続雇用は事業主の意向や大企業に比べて

傷病休暇期間の短い就業規則に則った対応がなされ

ると思われる。就業継続に困難がある場合には本人

や事業主からの相談窓口として、通院先の両立支援

スタッフやメディカル・ソーシャルワーカーのほ

か、産業保健総合支援センター・地域産業保健セン

ター・ハローワーク・障害者雇用促進センターなど

もあり、このような外部資源関係者が関与する機会

が今後ますます増えていくものと思われる。そし

て、両立支援の実を上げるためには、医療機関と外

部資源関係者が日頃からネットワークを形成し、個

別事例の状況に応じたネットワークの有効活用を図

っていかねばならない。 

 

 このような考えに基づき、次年度以降はまずは、

大阪労災病院両立支援センターと大阪産業保健総合

支援センター・地域産業保健センターとのネットワ

ーク強化を図りつつ、それら関係者との連携で想定

され、実際に経験する課題は何か、それらを克服す

る方法について研究を進めたい。将来的には特に中

小企業の経営に関与している社会保険労務士や労働

安全衛生コンサルタント、嘱託産業医、産業カウン

セラーらの地域団体のほか、労働基準協会やフリー

ランスの産業医・産業保健師との連携も模索した

い。 

 

E. 結論 

 労災病院両立支援センターでの自験例からトライ

アングル型支援における両立支援スタッフの関わり

方について検討したが、１）職場上司等との早期の

コンタクト、とくに、必要に応じて、人事権を持つ

者とのコンタクトの必要性、２）規模の小さい事業

場に対応する際の困難、３）通院先を含む外部資源

との連携も含めたネットワーク形成の必要性、など

が今後の課題として浮かび上がった。治療と仕事の

両立支援の在り方は極めて個別化した対応が必要で

はあるが、逆にネットワークの中での連携を個別化

すると捉えれば、就業先企業や通院先医療機関をそ

のネットワークに引き込み、必要な資源を活用して

いくという方向性で解決できることも増えていくの

ではないかと推測する。このような方向性で次年度

以降、外部資源との連携によるネットワーク形成を

めざし、その有効性について追求していく。 

 

G. 研究発表 

１．論文発表 なし 

２．学会発表 なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 なし 

２．実用新案登録 なし 

３．その他 なし 
 
I. 文献 

1) 両立支援マニュアル. （独）労働者健康安全機

構. 

https://www.johas.go.jp/ryoritsumodel/tabi

d/1047/Default.aspx 

2) 遠藤源樹「企業ができるがん治療と就労の両立
支援実務ガイド」.日本法令, 2017年. 

3) 江口尚「障害者・難病患者等の就労支援と産業
保健」. 公衆衛生 80巻４号, 2016年. 

4) 厚生労働省「事業場における治療と職業生活の
両立支援のためのガイドライン」. 

 http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/000011336
5.html 

5) https://www.johas.go.jp/ryoritsumodel/tabi

d/1015/Default.aspx 
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平成２９年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

治療と就労の両立支援のための事業場内外の産業保健スタッフと医療機関の連携モデルとその活
動評価指標の開発に関する研究（１７０４０１―２） 

分担研究報告書 
疾患別拠点病院による両立支援の検討 

 
研究分担者 荻野美恵子 国際医療福祉大学医学部医学教育統括センター 

 
研究要旨 神経疾患は身体障害を伴うことが多く、疾患の程度により就労が困難になることも
多い。中でも神経難病は希少疾患のために理解を得にくいだけでなく、治癒困難で進行性である
ことから、進行抑制のための治療を継続する必要があること、その障害状態の変化に応じた就労
支援が必要となることなど、通常の疾病とは異なった配慮が必要となる。患者自身で進行を予測
することは難しく就労支援における主治医の役割は大きいが、必ずしも神経内科専門医が就労に
ついての知識や関心を持っているわけではない。しかし、これまで難病関係の就労支援について
は様々な取り組みがなされ、研究成果も種々あるものの、周知されているとはいいがたい。今回
疾患別拠点病院における両立支援の一つとして、神経難病を例として現状を分析し、ニーズや周
知方法を検討した。インターネット上に公開されている神経難病の就労についてのツールを検索
した。また、難病関係の班会議の報告書等を網羅的にレビューし、神経難病の就労について、こ
れまで研究されてきた様々なリソースを確認した。網羅的に探索したリソースの情報を基に、ア
ンケート調査を行うことで、リソースの内容を認識できることを意図したアンケート項目を選定
した。さらに、意見の集約が、神経難病を診療する医師を代表するように、調査対象を選定した。
これら対象に、今回開発した調査票を適用し、その回答傾向を解析することで本調査に備える準
備を完了した。疾患拠点病院に所属する神経内科専門医に対して、両立支援に関する意識調査を
実施するための調査票を作成した。 
 

A. 研究目的 
 神経疾患は身体障害を伴うことが多く、疾患の程
度により就労が困難になることも多い。中でも神経
難病は希少疾患のために理解を得にくいだけでなく、
治癒困難で進行性であることから、進行抑制のため
の治療を継続する必要があること、その障害状態の
変化に応じた就労支援が必要となることなど、通常
の疾病とは異なった配慮が必要となる。患者自身で
進行を予測することは難しく就労支援における主治
医の役割は大きいが、必ずしも神経内科専門医が就
労についての知識や関心を持っているわけではない。 
 これまで難病関係の就労支援については様々な取
り組みがなされ、研究成果も種々あるものの、周知
されているとはいいがたい。 
 今回疾患別拠点病院における両立支援の一つとし
て、神経難病を例として現状を分析し、ニーズや周
知方法を検討した。 
 
B. 研究方法 
１．神経難病の就労について、これまで研究されて
きた様々なリソースの検索 
 インターネット上に公開されている神経難病の就
労についてのツールを検索した。また、難病関係の

班会議の報告書等を網羅的にレビューし、神経難病
の就労について、これまで研究されてきた様々なリ
ソースを確認した（図１）。 
２．神経内科専門医にむけて、就労支援につき、ア
ンケート調査のパイロットスタディーを行うための
調査票の作成 
 １で網羅的に探索したリソースの情報を基に、ア
ンケート調査を行うことで、リソースの内容を認識
できることを意図したアンケート項目を選定した。 
 
（倫理面への配慮） 

アンケート調査における倫理的配慮については国際医
療福祉大学医学部倫理審査委員会にて審議し、承認を
得た。 
 
C. 研究結果 
１．リソースの確認 
 インターネット上に公開されている神経難病の就
労についてのツールを検索し、難病関係の班会議の
報告書等を網羅的にレビューすることで、これまで
開発されてきた難病についての様々なツール（下記）
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を確認した。 
・難病のある人の就労支援のために 
・難病のある人の就労のためのワークブック 
・治療と就労の両立支援ﾏﾆｭｱﾙ 
・事業場における治療と職業生活の両立支援のための
ガイドライン 
・主治医・プライマリケア医のための産業医・患者の
職場との連携ガイド 
・がんと仕事のQ&A 
その他、のリソースが活用できることが確認できた。 
 
２．アンケート調査計画について 
１）アンケート項目の選定 

アンケート調査を行うにあたって、上記で探索した
リソースの内容を周知することを意図して、下記の調
査項目を選定した。 
①両立支援について複数ある相談先をどの程度知って
いるか 
②外来診療で就労について聞いているか 

③治療方針を決める際に仕事への影響を考慮するか 

④患者の就労継続のために職場に働きかけるか 
⑤就労における主治医の役割 
⑥就労支援に関するHPを知っているか 
⑦回答者の属性 

 以上を基に、調査票（付表）を作成した。 

 

２）アンケート送付先の選定 

平成29年度３月末までに日本神経学会評議員（約500
名）を対象にパイロットスタディーを行い、平成30年
度結果の解析結果を基に、アンケート内容をブラッシ
ュアップして神経内科専門医5000名強対象にアンケー
ト調査を行うことを計画した。 

 
D. 考察 

アンケート調査に回答することで、種々の難病の
就業支援のリソースについて把握ができることを企
図して、疾患拠点病院に所属する神経内科専門医に
対して、両立支援に関する意識調査を実施するため
の調査票を作成した。 

平成29年度中に本調査票によるパイロット調査を
実施し、平成30年度に以下の計画を実施するための
準備が完了した。 
１．パイロット調査の分析 
２．アンケート調査のブラッシュアップ 
３．神経内科専門医にむけてアンケート調査実施 

４．上記分析 
５．実務者へのインタビュー調査 
 
E. 結論 
 疾患拠点病院に所属する神経内科専門医に対して、
両立支援に関する意識調査を実施するための調査票を
作成した。 
 
Ｇ．研究発表 

 なし 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

 該当せず。 

 

I．文献 

事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガ
イドライン http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/00001
13365.html  
治療を受けながら安心して働ける職場づくりのために
～事例から学ぶ治療と仕事の両立支援のための職場に
おける保健活動のヒント集～ http://www.mhlw.go.jp/
new-info/kobetu/roudou/gyousei/anzen/dl/140328-01.
pdf 
治療を受けながら安心して働けることができる職場づ
くり検討事例集‐モデル事業参加企業10社の両立支援
マニュアルにみる取組のポイント‐ http://www.mhl
w.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11200000-Roudoukiju
nkyoku/0000088932.pdf 
治療と就労の両立支援マニュアル https://www.johas.
go.jp/Default.aspx?TabId=1047 
治療と生活の両立支援とは https://www.johas.go.jp/s
angyouhoken/ryoritsumodel/tabid/1055/Default.aspx 
がんと仕事のQ&A 
http://ganjoho.jp/public/support/work/qa/index.html 
がんと共に働く まず一歩前へ 
http://ganjoho.jp/pub/support/work/index.html 
主治医・プライマリケア医のための産業医・患者の職
場との連携ガイド http://plaza.umin.ac.jp/~j-eisei/ren
kei/guide%20B.pdf http://plaza.umin.ac.jp/~j-eisei/r
enkei/guide_leaflet%20B.pdf 
産業保健職・人事担当者向け 難病に罹患した従業員
の就労支援ハンドブック http://www.med.kitasato-u.
ac.jp/~publichealth/docs/handbook.pdf 
高橋 都,‎ 森 晃爾,‎ 錦戸 典子. 企業のためのがん就労
支援マニュアル  
遠藤 源樹. 企業ができるがん治療と就労の両立支援
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図１．神経難病の就労についての情報リソース 
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付表：調査票 

 

拝啓 

寒冷の候、ますます御健勝のこととお慶び申し上げます。 

この度、平成 29年度労災疾病臨床研究事業費補助金「治療と就労の両立支援

のための事業場内外の産業保健スタッフと医療機関の連携モデルとその活動評

価指標の開発に関する研究」（研究代表者：堤明純（北里大学医学部公衆衛生学

単位・教授）、分担研究者：荻野美恵子（国際医療福祉大学医学部・教授））の

一部として、日本神経学会の専門医の先生方を対象に「患者の就労に関する専

門医の意識調査」を実施することになりました。それに先立ち評議員の先生方

にパイロット調査をお願いする次第です。 

近年、がんなどの疾病に罹患した労働者の治療と職業生活の両立支援は、国

における最重要課題となっています。両立支援を進めるにあたっては、主治医

の役割の重要性が指摘されていますが、主治医が当事者の両立支援に対してど

のように対応をしているか情報が十分にありません。そこで、本調査では、当

事者の両立支援に対する主治医である専門医の意識の把握および好事例の収集

を目的としています。アンケートの内容は、A４用紙両面 1枚です。 

今回の調査は無記名で御願いをしています。ご回答いただきました内容は、下

記研究担当者のもとで厳重に管理され、匿名性を確保して集団として統計解析

をいたしますので、先生方の情報が他に知れることも、何らかの不利益が生じ

ることも一切ありません。 

勝手ながら、締め切りを 4 月 30 日とさせていただいております。ご多忙のと

ころ誠に恐れ入りますが、ご協力のほどよろしくお願い申し上げます。 

ご不明な点等がございましたら、下記の連絡先までお知らせください。 

2018年 3月吉日 

敬具 

連絡先：国際医療福祉大学医学部医学教育統括センター 荻野美恵子 

〒286-8686千葉県成田市公津の杜 4-2 TEL: 0476-20-7701 FAX: 0476-20-7702 

E-Mail address: ogino@iuhw.ac.jp 

－20－



本調査での両立支援とは、「治療と職業生活の両立支援」のことを指します。 

 

1． 患者の両立支援に関しては、相談先として多くの機関があります。相談先として知っている機関に

☑をしてください。それぞれの機関の説明は添付の資料でご確認ください。 

□院内の医療相談窓口         □産業保健総合支援センター       

□地域産業保健センター        □労災病院治療就労両立支援センター   

□医療機関の相談支援センター     □難病相談支援センター         

□高次脳機能障害支援拠点機関     □若年性認知症支援コーディネーター   

□障害者職業センター         □公共職業安定所（ハローワーク）    

□就労移行支援事業所         □社会保険労務士            

□キャリアコンサルタント       □企業内外の労働組合          

□労働局や労働基準監督署       □医師会（都道府県あるいは地区） 

  □その他【                               】 

 

2． あなたは外来で患者の仕事に関する情報を十分に集めていますか。 

2-1 初診時   □必ず聞く  □時々聞く □ほとんど聞かない □聞かない 

2-2 病状変化時 □必ず聞く  □時々聞く □ほとんど聞かない □聞かない 

2-3 通常の再診時 □必ず聞く  □時々聞く □ほとんど聞かない □聞かない 

 

３．治療方針を決める際に仕事への影響を考慮していますか 

  □常に考慮している □場合により考慮している □あまり考慮していない  

□その他（          ） 

 

４．患者がスムーズに仕事を継続できるように工夫や職場への働きかけをしていますか 

  □必要時常にするようにしている □求められればしている □していない 

  □その他（           ） 

５．あなたは患者が就業を継続するために主治医の役割は重要だと思いますか。 

□全くそうである □そうである □違う □全く違う 

 

６．あなたは医療機関における患者の就業支援はどの職種が関わるべきと思いますか（複数回答可） 

  □主治医 □看護師 □医療ソーシャルワーカー（MSW） □その他（      ）  
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７．あなたは患者の両立支援の問題にかかわったことがありますか 

□ いいえ 

□ はい→以下の該当する項目にチェックしてください。（複数回答可） 

□患者からの依頼があって会社に提出してもらうために診断書を作成した 

□産業医からの依頼があって診療情報提供書を作成した 

□会社の担当者が外来の受診に同行して就業上の留意事項について意見を聞かれた 

□患者から就業上どのようなことに配慮すればよいか意見を聞かれてアドバイスをした 

□患者から就業上のことを相談され院内の MSWを紹介した 

□その他【                              】 

 

８．難病患者の就労支援についてはこれまで多くの研究がなされてきました。あなたは難病のある人の

就労支援のために下記の URLを参考にしたことがありますか。 

http://www.nivr.jeed.or.jp/research/kyouzai/36_nanbyou.html 

  □ある   □ない 

 

９．あなたの性別を教えてください。 

□女性   □男性 

 

１０．あなたの年代を教えてください。 

20代 30代 40代 50代 60代 70代 80歳以上 

 

１１．あなたの勤務地の地方をお答えください  

北海道、東北、北陸、甲信越、関東、東海、近畿、中国、四国、九州沖縄 

 

１２．あなたの勤務地の特性をお答えください 

都市部、郡部 

 

１３．あなたの勤務先について教えてください。 

＜病院規模別＞ 

□クリニック   □特定機能病院   □一般病院 500床以上 □一般病院 200床～499床 □一

般病院 199床以下   □その他 （     ）  

＜病院機能別＞ 

□急性期病院 □療養病棟 □回復期リハビリテーション病棟 □地域包括ケア病棟 

□障害者病棟 □特殊疾患病棟 □その他（     ） 

 

１４．就労支援についてご意見、ご質問等自由にご記載ください。 
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平成 29年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「治療と就労の両立支援のための事業場内外の産業保健スタッフと医療機関の連携モデルと

その活動評価指標の開発に関する研究」（１７０４０１―２） 

分担研究報告書 

 
中小企業における治療と就労の両立支援の推進に 

産業保健師が果たす役割の明確化と多職種連携モデル開発に関する検討 
 

研究分担者 錦戸 典子 東海大学大学院 健康科学研究科看護学専攻 教授 
研究協力者 﨑山 紀子 東海大学 研究技術員 

 
【研究要旨】我が国において労働者の殆どが働いている中小企業における両立支援の普及・

推進が喫緊の課題となっている。しかしながら、中小企業関係者や活用可能な両立支援に関

わる専門職間の連携は未だ十分と言えない。本研究では、中小企業における治療と就労の両

立支援の普及・推進を円滑かつ有効に進めるために、中小企業ならではの両立支援の在り方

を明確にするとともに、産業保健師が果たし得る役割を明らかにし、中小企業における多職

種連携モデルの開発に向けた示唆を得ることを目的とした。中小企業経営者ならびに労働衛

生機関に所属する産業保健師へのインタビューを実施し、両立支援の現状や支援ニーズ、お

よび今後への課題等についての語りを収集し質的に分析した。両立支援において良好事例を

もつ中小企業の共通点として、経営者の「社員を大切にする」強い信念と理念に基づき、社

員が病気に罹患しても安心して働ける環境づくりや社員や家族に対する十分な配慮を行って

いたこと、企業内に互いに支え合う社内風土・文化が醸成されていたことなどが挙げられた。

今後の課題として、両立支援に関心がない中小企業経営者への効果的な情報提供方法や、専

門職等の外部資源活動方法の周知方法を検討していく必要性が示された。企業外労働衛生機

関の産業保健師は、事業場との信頼関係に基づき事業場の取組レベルに応じた支援や、労働

者に寄り添うきめ細かな支援の工夫を行い、中小企業で働く人々の支援、体制づくりを支援

していた。今後の中小企業における更なる両立支援の推進に向けて、中小経営者への産業保

健師等の専門職の役割や支援機関の活用方法の周知が必要であることが示された。 
 
Ａ．研究目的 
中小企業で実際に進められている両立支

援の状況や支援ニーズおよび産業保健師等

が実施する両立支援内容の両面から、中小企

業における治療と就労の両立支援のあり方

と、両立支援推進に向けた産業保健師の役割

を明確化する。また中小企業ならではの両立

支援の推進に向けた産業保健師を含む多職

種連携についての現状を把握し、多職種連携

モデル開発に向けた示唆を得る。 
 
Ｂ．研究方法 
 中小企業経営者、ならびに労働衛生機関に

所属する産業保健師へのインタビューを実
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施し、質的に分析した。 
１．対象者 
1) 中小企業経営者へのインタビュー調査 
a.書籍に掲載されている企業や、治療と
就労の両立支援に関して表彰されてお

り、良好事例があることが事前に確認で

きている中小企業の経営者を対象に、個

別の半構造化インタビューを実施 
b.特に良好事例は公表されていない一般的
な経営者で、研究への協力が得られた方々

を対象に、フォーカス・グループ・インタ

ビューを実施 
2)企業外労働衛生機関に所属する産業保健
師へのインタビュー調査 
企業外労働衛生機関に所属し、中小企業

への支援実績がある産業保健師に、個別の

半構造化インタビューを実施 
２．データ収集方法 
  下記のインタビューガイドを用いて、個

別またはグループとしてのインタビュー

を実施した。インタビュー時間は 60分～
90分とし、許可を得てＩＣレコーダーに録
音した。 
1) インタビューガイド 
(1) 中小企業経営者向け 
①社員が病気や障害などを抱えながら

働き続けられるようにするための工夫、 
②治療と就労の両立支援に関する課題 
③両立支援を円滑に行うために、公的機

関・専門職（産業保健師を含む）等から

の支援の必要性、支援・ツール等の要望 
(2) 産業保健師向け    
①企業外労働衛生機関所属の産業保健師

の両立支援に関する役割 
②どのような支援技術を用いて両立支援

を実践しているか（具体的な工夫点、等） 
③両立支援を効果的かつ円滑に行うため

の課題、他機関や多職種連携の必要性 
④両立支援を効果的かつ円滑に行うた

めの有用な情報やツールの必要性 
2) データ収集期間 

  平成 29年 10月～平成 30年 1月 
３．データ分析方法 

1) インタビューの全ての内容は書き起 
こし、逐語録を作成した。 
2) 作成された逐語録から研究目的に沿
った文脈・フレーズを抽出した。 
3) 抽出した文脈・フレーズを、適切かつ
簡潔な言葉でコード化した。 
4) 内容の類似性に着目して、徐々に抽象
度を上げて類型化した。 

４．倫理的配慮 
  本研究は東海大学健康科学部倫理委員

会の承認を得て実施した（第 17-11 号）。
具体的な倫理的配慮事項を以下に示す。 

  ①本研究への参加に関しては、本人の自 
 由意思を尊重する。②本研究対象者が途中

で調査を中断又は中止できる自由を保証

する。③インタビューを行う時間・場所は

研究対象者の都合の良い時間かつプライ

バシーの確保できる場所とする。④インタ

ビューの際には、個人や機関が特定されな

いよう記号や番号などでコード化した呼

称を用いて実施する。録音データの逐語化

を業者へ発注する場合は、情報の取扱いお

よび情報保護方針についてホームページ

等で公表している業者を選定し、発注時に

改めて確認する。⑤インタビューで得られ

た情報や録音データは鍵のかかる場所に

保管する。⑥本研究で得られたデータは研

究以外では使用せず、保管期間後にすべて

破棄する。⑦本研究を公表する際には、対

象者側の希望・同意があり適切性がある場

合を除き、原則として匿名性を保持し、個
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人や機関を特定できるような情報を記載

しない。 
 
Ｃ．研究結果 
１．中小企業経営者へのインタビュー結果 
1) 両立支援に関する良好事例 
 両立支援に関する良好事例をもつ経営

者 3名に話を聞くことができた。企業規模
は、50名未満が 1社、50～100人未満が 1
社、200～300人未満が 1社であった。語
られた良好事例は、がんを抱える労働者に

ついてのものが 5件と最も多かった。 
いずれの会社でも、経営者のリーダーシ

ップのもとに、人事労務担当者や管理監督

者および周囲の同僚からの協力が得られ

ていた。復職支援プロセスとしては、対象

者の復職の意思表示を受け、人事労務担当

者が診察に同行し、主治医に「職場で配慮

できる事項」を伝え、「復職にあたっての

意見」を主治医から聴取するなど、中小企

業ならではの丁寧な対応も見られた。非常

勤の産業医と保健師を雇用している企業

では、保健師が最初の相談窓口となり、労

働者本人や管理監督者からの事前のヒア

リングや調整を経て、産業医面接を行い、

就業時間や作業負担軽減等の配慮を柔軟

に実施して対応するケースもあった。 
いずれの事例でも、職場の同僚などにも

がんであることを開示することで、周囲か

らの十分な支援や協力が得られており、日

頃からの何でも話し合えるコミュニケー

ションの良い職場づくりが基盤となって

いることが示された。 
進行がんの場合でも、療養休暇等の制度

の有無にかかわらず、経営者の理解と担当

者の熱意を基盤として、本人の働く意欲が

ある限り、体調等を配慮しつつ在宅勤務な

ども活用して雇用を継続した事例も複数

収集できた。経済面の支援も配慮されてお

り、在職中死亡に至る最後の数か月は、療

養に専念することを業務命令として指示

し、給与やボーナスの満額が支払われてい

た事例も見られた。 
 2) 中小企業における工夫点と課題 
  良好事例をもつ中小企業経営者 3名への
個別の半構造化インタビュー、および一般

的な中小企業経営者 7名へのフォーカス・
グループ・インタビューの結果を統合し質

的に分析した結果、両立支援に関する工夫

点や課題として次のような要素が抽出さ

れた。 
(1) 工夫点 
 工夫している点として、血圧計や休憩室

の設置など福利厚生の充実、本人の働く意

欲を優先した相談対応、在宅勤務も含めた

就業上の配慮をケースに応じて行う、等で

あった。また配慮している点として、経営

者自ら能動的にコミュニケーションを図

る、正社員のまま雇用を継続できるように

し療養中も給与を減額しない、健診結果の

利用に関する同意書を取得している、等で

あった。 
(2) 課題 
 一般的な経営者へのフォーカス・グルー

プ・インタビューでは、両立支援に関する

ガイドラインが出ていることを知らない

経営者が半数以上いた。現状の問題として

語られた内容としては、両立支援に積極的

な事業場以外は労働基準監督署等から情

報提供されても経営者が見ていない、両立

支援を実践していない事業場には情報が

来ない、契約している社会保険労務士によ

って両立支援について情報提供する・しな

い等の程度が異なる（情報提供がない場合
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もある）、等の内容が語られ、中小企業経

営者への効果的な情報提供方法を検討し

ていくことが今後の大きな課題であるこ

とが示された。 
次に多く語られたのは、医療との連携方

法がわからない、診断書の内容が人事担当

者に理解できない、主治医が患者の就労状

況を知らない、等の状況であり、中小企業

経営者や人事担当者が医療機関や医療専

門職との連携をいかに効果的に図れるよ

うにしていくかも、今後の課題であること

が示された。 
そのほか、小さい会社は仕組みを作ると

返ってうまくいかない、個人情報の取り扱

い方がわからない、等の声も聞かれており、

中小企業ならではの対応の仕方に関して

検討していくことも今後の課題として示

された。 
(3) 公的機関・専門機関等からの支援の 
  必要性 
 必要な支援として、ホームページによる

分かり易い情報提供、特に Q＆A形式の情
報や、病院情報などの提供が求められてい

た。また、がんに罹患した本人の気持ちに

寄り添う力がある心理士、保健師、看護師、

精神保健福祉士からの支援、および同じ病

の患者からのピアサポートも有用である

との意見が得られた。 
(4) 支援ツール等の要望 
 わかりやすい、シンプルな職場診断ツー

ルや情報提供ツールがあれば便利との声が

あった。  
 
２．企業外労働衛生機関に所属する産業保健 
師へのインタビュー結果 
産業保健師 5名に対し、個別に半構造化イ

ンタビューを実施し、次の結果が得られた。 

(1) 産業保健師の支援内容・役割 
 病気になった労働者とその職場への支

援内容としては、個人情報の保護に留意し

ながら、復職者への連絡と事前の情報収集、

事業場担当者および産業医への情報提供

と面接日程の調整を行っていた。復職後も

本人の心理的側面のフォローを行いなが

ら、主治医からの治療方針等の医療情報に

関して、本人や会社関係者に分かり易く説

明するなどの通訳役割を果たしていた。こ

のように、産業保健師は、会社内外の多職

種との連携調整役割を担いつつ、病を得た

労働者に寄り添い、心のケアにも留意した

全人的・継続的な両立支援を実施していた。 
また日頃からの活動内容としては、安全

衛生委員会への出席などを通じて、両立支

援に向けての各種制度づくりの具体的な

支援（相談窓口や各担当者の役割の明確化

および連携・支援体制の確立、等）、およ

び、疾病への偏見軽減を図るための啓発活

動を含めた情報提供を行っていた。これら

の活動は、病気になっても安心して働ける

職場づくりや、互いに支え合える職場風土

の醸成につながっていた。 
 (2) 工夫点 
 労働衛生機関の産業保健師が心がけて

いた工夫点としては、企業ごとの社風を考

慮すること、事業場と労働者間における中

立的立場を保つこと、きめ細かな支援（必

ず文書で残す、対象者の代弁等）を行うこ

と、本人の同意を得られる範囲で情報を開

示して職場の相互支援を活性化すること、

事業場や担当者の理解度や活動レベルに

合わせながら徐々に進めること、職場巡視

で現場を把握すること、担当者の対応や保

健指導等の活動の中からその職場の傾向

やキーパーソンを把握すること、経営者や
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人事労務担当者および労働者と本音を話

せる信頼関係を築くこと、等であった。 
(3) 両立支援を推進するための課題 
 健康は後回しという考えの経営者が少な

くない、両立支援のための休暇制度や勤務

制度自体が整備されていない職場が多い、

都道府県レベルで産業保健総合支援センタ

ーおよび地域産業保健センターの支援の程

度に差がある、健診の受診率が 100％では
ない、保健師の役割が理解されていない職

場がある、50人未満の事業場は保健師の定
期訪問を推進しても門前払いされることが

ある、産業保健スタッフの役割が明確化し

ていない事業場では関係者間の連携がうま

くいかず対象者に不利益な状況になってし

まう（復職した後の配慮が継続していない）、

安心して働ける職場づくりを支援するには

単発的な関わりでは限界があり包括的な活

動が必要、等の現状の問題点が挙げられた。

今後の課題として、両立支援の必要性や保

健師を含む産業保健スタッフの役割を含め

て、経営者の理解を促進し、日頃から職場

と連携・協力しながら継続的に支援できる

環境を整えることが必要であることが語ら

れた。 
 
(5) 両立支援を効果的に且つ円滑に行うた
めの情報・ツールの必要性 
 両立支援ガイドラインが発表されたこと

は事業場への広報としては一定の意味があ

る、ガイドラインに書かれていることは産

業保健職ならばこれまで実施してきている、

ガイドラインが出たからといって新たに両

立支援をしなくてはならないと捉えていな

い、等の意見が得られた。 
 
Ｄ．考察 

良好事例をもつ中小企業には、いくつかの

共通点を見出すことができた。1 つ目は、経
営者自身が、社員が病気に罹患しても安心し

て働ける環境づくりや復職を待ち続け、「社

員を大切にする」という理念・信念を持って

いたこと。2 つ目は、治療と就労の両立支援
のための経済的配慮を行っていたこと。3 つ
目は、事業場の就業規則に従うことよりも、

ケースごとに経営者の価値観に基づいて判

断・対応していた点である。このような中小

企業の経営者は、社員をコストとして捉えて

おらず、大切な「人財」資源として「社員を

大切にする」という、人との繋がりを重視し

た社内風土・文化が事業場に構築されていた

と考えられる。繰り返す再発による休職や長

期間の休職であっても復職を待ち、見守り続

ける経営者の姿勢は、がんに罹患した労働者

やその家族にとっての救いとなっただけで

なく、周囲の労働者にとっても、いざという

時も安心して治療を続け、就労を継続できる

職場であることを実感し、労働意欲の向上に

繋がっていたと考えられる。 
また、事業場で産業保健師を非常勤雇用し

ているケースでは、産業保健師が社風を考慮

し、経営者および事業場担当者との良好な人

間関係を元に、事業場担当者、産業医、対象

者らのコーディネーター的役割および情報

提供の役割を担い、事業場と労働者との中立

の立場として活躍しており、経営者からも高

い評価を得ていた。これは、正に事業場から

の期待とニーズに応えて、産業保健師が事業

場の社風やレベルに沿った支援や工夫を行

ったことから得られた評価だと思われ、今後

の産業保健師の活用促進に向けては、経営者

への啓発とともに、産業保健師が中小企業の

状況に応じた効果的な支援ができるような

育成支援策を検討することも重要と考えら
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れた。 
一方、一般的な経営者からは、以下のよう

な課題があることが明らかになった。「専門

職と連携できていない」、「専門職の活用方法

がわからない」、「情報が行き届いていない」、

「医療との連携方法が分からない」、「社会保

険労務士から得られる情報量に差がある」な

ど、経営者らが取り組みの必要性を感じてい

ても、情報不足等により更なる活動に繋がら

ないといった状況が伺え、中小企業において

両立支援が進まない要因と考えられた。今回、

中小企業の経営者へのインタビューで得ら

れた課題は氷山の一角に過ぎない。中小企業

が両立支援を円滑に実施するためには、中小

企業ならではのニーズや課題を更に検討す

る必要があると思われる。 
 企業外労働衛生機関に所属する産業保健

師へのインタビューからは、産業保健師によ

る支援やサービスに、いくつかの共通点が見

出せた。事業場の経営者・人事労務担当者・

労働者との信頼関係の構築、きめ細かな情報

収集と支援、病気の社員が出てからの支援だ

けではなく日頃からの一次予防や職場環境

の取組みを含めた支援、事業場の取組レベル

に応じた支援、対象者の思いやニーズを汲み

取り社内で調整してもらえるよう代弁する

役割、等が挙げられた。一方、課題としては、

以下のような点が挙げられた。事業場から保

健師に連絡が無かったために、対象者にとっ

て過酷な職場復帰、退職となったケースが見

られるが、これらは、いずれも事業場の経営

者や担当者が産業保健師の役割を理解して

いないことが背景としてあった。また、産業

保健師の事業場への訪問回数が少ないこと

による関係者間のコミュケーション不足も

一因となって、十分な支援が行き届かない可

能性も考えられる。産業保健師の存在および

活動内容が社会的に十分周知されていない

ことに加え、中小企業においては産業保健師

を雇用する資金を捻出するのは困難な状況

にある中、中小企業において両立支援を普

及・推進するためには、中小企業ならではの

特徴およびニーズや課題を検討するととも

に、産業保健師が中小企業の両立支援により

貢献していけるように、産業保健師の役割を

中小企業の経営者や担当者に発信していく

ことが重要と思われる。 
今後の研究としては、健康保険組合、地域

産業保健センターに所属する産業保健師へ

のインタビューを新たに行い、保健師を活用

した多職種モデルを検討・開発することが有

用と考えられる。さらには、中小企業の経営

者へのインタビューを継続し、中小企業なら

ではの特徴およびニーズや課題を明確にし、

そのニーズに応えるための産業保健師の役

割や支援技術を明確化し、中小企業における

両立支援推進に向けた産業保健師を含む多

職種連携モデル開発を検討することとした

い。 
 
Ｅ．結論 
 中小企業における両立支援において良好

事例をもつ事業場の経営者は、経営者自身が、

社員が病気に罹患しても安心して働ける環

境づくりや復職を待ち続けるという理念・信

念をもち、社員や社員の家族に対する十分な

配慮を自らの価値観に基づいて判断・実施す

る、等といった共通点があった。また、「社

員を大切にする」という人と繋がる社内風

土・文化が構築されていた。一方、今後の課

題として、両立支援に関心がない中小企業経

営者への効果的な情報提供方法の検討や、専

門職等の外部資源活動方法の周知方法の検

討が挙げられた。 
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企業外労働衛生機関の産業保健師は、両立

支援のガイドラインが示される以前から、事

業場の取組レベルに応じた支援、労働者の思

いの代弁等、きめ細かな支援の中に様々な工

夫をし、中小企業で働く人々の支援、体制づ

くりをサポートしていた。一方、今後の課題

として、中小企業における更なる両立支援の

推進に向けて、中小経営者への産業保健師等

の専門職の役割や支援機関の活用方法等に

関する周知を強化していく必要があること

が明らかとなった。 
 
Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

錦戸典子, 森田哲也. 治療と就労の両立を支
援する心理社会的職場環境づくりに向けて

～がん就労者と同僚・上司との相互支援を中

心 に ～ . 産 業 ス ト レ ス 研 究  2017; 
24(4):343-347 
 

2. 学会発表 

錦戸典子. 産業看護職による、がんをもつ労
働者と職場への支援～すべての職場での両

立支援の実現に向けて. 日本職業・災害医学 
臨時増刊号 2017; 65 (11): 141 
 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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平成29年度 労災疾病臨床研究事業費補助金 

「治療と就労の両立支援のための事業場内外の産業保健スタッフと医療機関の連携モデル

とその活動評価指標の開発に関する研究」 (170401―2) 

分担研究報告書 

 

企業外労働衛生機関における治療と職業生活の両立支援についての実態調査 

 

【研究分担者】京都工場保健会 理事   森口 次郎 

【研究協力者】京都工場保健会 副主任  鳰原 由子 

 
A．研究目的 

近年、がんなどの疾病に罹患した労働者の

治療と職業生活の両立支援は、国における最

重要課題となっており、がん 1)、脳卒中 2)、

難病 3)など幅広い疾病についての知見が集積

しつつある。しかし、重篤な疾病に罹患した

患者は、復職や復職後の就労継続が困難な場

合があり、ことに中小企業は一般に人的資源、

金銭的資源が大企業に比べて乏しく、疾病を

抱えた労働者の就労支援についても差があ

ると考えられるが 4）、これまでの治療と就労

の両立支援についての研究では、常勤の産業

保健職のいる事業場を対象とするもの、専属

産業医の割合が高い大企業を中心とするも

のなどが多い 1), 2), 5)。また、中小企業におけ

る産業保健活動の中核である企業外労働衛

生機関（労衛機関）の、顧客企業や保険者へ

の両立支援に関するサービスの提供につい

ては、情報がほとんどない 6）。そこで、両立

支援活動における労衛機関の実態と要望の

把握および好事例の収集を目的として、イン

タビュー調査及び調査票による調査を実施

した。 

 

研究要旨 

近年、疾病と就労の両立支援への取り組みが進められているが、これまでの疾病と就労の両立支援につ

いての研究は大企業を中心とするものが多く中小企業の情報が不足している。本研究では、中小企業の産

業保健活動の主要な担い手である企業外労働衛生機関における両立支援活動の実態と要望の把握および好

事例の収集を目的として、インタビュー調査による調査を実施した。 

調査への協力が得られた全国の労働衛生機関 10機関でインタビュー調査を実施した。多くの機関で何ら

かの両立支援の取り組みが行われており、両立支援に関する相談対応や体制整備の支援が中心であった。

両立支援を推進するための外部支援では、専門職向けの研修と顧客の企業や保険者向けの啓発活動が上位

であった。支援を得たい機関では、「医療機関の相談支援センター」が最上位であった。「事業場における

治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」の認知度は機関ごとの違いが大きく、多くの機関で専

門職の認知度が渉外職を上回っていた。顧客企業からの両立支援に関する相談には、すべての機関が対応

しており、内容に応じて外部機関への相談、自機関のみでの対応など様々な形を取っていた。両立支援に

おける労働衛生機関の役割として、渉外職や産業保健職などによる顧客企業等への啓発や健康経営の一部

としての企業の取り組みの支援などがあげられた。 
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B. 研究方法 

既存の類似研究が存在しなかったため、イ

ンタビューとアンケートに用いる調査票は

研究代表者、分担研究者、研究協力者および

他の分担研究者等で検討して作成した。調査

票の項目として、①労衛機関としての治療と

職業生活の両立支援のための現在の顧客サ

ービス、今後取り組みたいこと、②労衛機関

の両立支援を推進するために必要な外部支

援、③労衛機関職員の治療と職業生活の両立

支援に関する研修受講実績の有無及びその

内容、④厚生労働省「事業場における治療と

職業生活の両立支援のためのガイドライン」

7)についての労衛機関に所属する産業保健専

門職（医師、看護職など）と渉外職の認知度、

⑤顧客企業から労衛機関への両立支援につ

いての問い合わせの有無とその内容、⑥顧客

企業などから労衛機関に対して両立支援に

関する相談があった場合の対処方法、⑦労衛

機関における両立支援に関わる好事例及び

両立支援における労衛機関の役割について

の意見、⑧労衛機関の常勤労働者数、⑨労衛

機関の常勤医師数及び産業医数、⑩労衛機関

の常勤看護職数及び保健師数、⑪労衛機関の

顧客事業場数及び健康診断実施総数、⑫労衛

機関の所在地である。実際の調査票は本報告

書の末尾に添付する。 

インタビュー調査はこの調査票を用いた

半構造化面接とし、分担研究者、研究協力者

が実施した。 

インタビュー調査の対象は、調査依頼に対し

て承諾が得られた全国の労働衛生機関 10 機

関（北海道、宮城、東京、新潟、静岡、愛知、

京都、岡山、福岡 [2機関]）である。調査票

による調査は、全国労働衛生団体連合会（全

衛連）の会員 121機関のうち、インタビュー

調査に応じた機関を除外した 111機関とした。 

インタビュー調査の対応者は、労衛機関の

医師：7 機関、看護職：4 機関、渉外等事務

職：4 機関（重複あり）であったが、いずれ

もインタビューの前に他職種から必要な情

報収集を行ってからインタビューを実施し

た。インタビューの聴取は、10機関すべて分

担研究者が担当し、A機関、G機関、H機関

は研究協力者が同席した。 

 
アンケート調査は、平成 30年 2月 20日時

点で回収が完了していないため、近日中に解

析を行い、別途報告する予定である。 

 
C. 研究結果 

労働衛生機関 10機関へのインタビュー調査 

１． 対象機関の基本属性 

 インタビューを実施した労衛機関の基本

的な情報を表 1に示す。すべての機関におい

て常勤職員数は 100人以上、年間の健診概数

は 10 万人以上であった。常勤医師数、常勤

看護職数は機関ごとの違いが大きかった。 

 
２． 両立支援の取り組み概要 

 労衛機関の両立支援のための「現在」の組

織的取り組み（現在あり）、「今後」組織的に

取り組みたいこと（今後予定）、取り組む予

定がないこと（予定なし）についての聴取結

果を表２に示す。両立支援に関する体制整備

の支援、両立支援に関する事業場担当者や当

該労働者からの相談への支援は、すでに半数

以上の労衛機関で取り組みが行われていた。

両立支援に関する情報提供の取り組みはE機

関のみで行われており、その内容は NPO 法

人から無償で提供された冊子の活用であっ

た。I 機関では、組織的な取り組みの予定は

ないが、嘱託産業医などが個別に事業場の相

談に応じているとのことであった。その他の
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取り組みとして、A機関は同一の社会福祉法

人に所属するがん拠点病院と近接しており、

がん治療以外が疎かになりがちな休職中の

労働者に向けた健康診断の勧奨、乳がんホル

モン療法による体重増加抑止のための栄養

指導・運動指導などを行っていた。また、B

機関は自機関職員向けのがん等の治療と仕

事の両立支援マニュアルを作成し、自治体の

表彰制度に応募することで、職員の啓発にも

波及することを期待していた。 

 
３． 両立支援を推進するために必要な

外部支援 

 労衛機関が両立支援を推進するために必

要な外部資源についての意見を表３に示す。

すべての機関が、「医師や看護職などの専門

職向けの教育研修」、「顧客である企業や保険

者向けの啓発活動」は必要であると回答した。

「専門職向けの両立支援制度や支援機関の

情報提供用の冊子やウェブサイトなどのツ

ール」、「医療機関との両立支援のための連携

強化」についても９機関が必要と回答した。

「疾病を疑う所見のある健診・検診の受診者

向けの両立支援制度や支援機関の情報提供

用の冊子やウェブサイトなどのツール」につ

いては、確定診断がついていない段階の有所

見者の不安を増強させるなどの理由から不

要の意見が６機関から示されたが、そのうち

３機関から、健診・検診の全受診者向けの両

立支援に関する啓発ツールであれば必要で

あるとの意見があわせて述べられた。外部機

関からの助言や支援については、別紙「治療

と職業生活の両立支援機関リスト」（本報告

書の末尾に添付）を参考に意見を聴取した。

支援を得たい機関として上位にあがったの

は、「３．医療機関の相談支援センター」（９

機関）、「２．労災病院治療就労両立支援セン

ター」（７機関）、「４．難病相談支援センタ

ー」（７機関）、「５．高次脳機能障害支援拠

点機関」（７機関）、「６．若年性認知症支援

コーディネーター」（７機関）、「１．産業保

健総合支援センター」（6機関）であった。 

 
４． 「事業場における治療と職業生活

の両立支援のためのガイドライン」の認知度、

治療と職業生活の両立支援に関する研修の

受講状況、顧客企業からの両立支援について

の問い合わせ状況 

「事業場における治療と職業生活の両立

支援のためのガイドライン」の認知度につい

て、表 4 左に示す。“ガイドラインの存在を

知っており、十分に内容を理解している”及

び“ガイドラインの存在を知っており、ある

程度、内容を理解している。”と回答した比

率を合計して、『認知あり』のパーセントと

して示している。9 機関で専門職の認知度が

渉外職を上回る結果であった。各機関での認

知度は、専門職で 0％から 95％、渉外職で 0％

から 50％と広く分散していた。7機関におい

て、渉外職の認知度は 0％であった。 

治療と職業生活の両立支援に関する研修

の受講状況について、表 4中央に示す。6機

関で研修の受講実績があり、3 機関は自機関

が顧客企業や保険者向けに実施するセミナ

ーを職員向けの研修としても活用していた。

2 機関は医師会の産業医研修を受講していた。

J 機関では、両立支援の研究に関与する所属

医師が、内部の産業保健専門職向けにレクチ

ャーを行っていた。 

顧客企業からの両立支援についての問い

合わせ状況について表 4右に示す。8機関が

問い合わせを受けており、このうち 7機関で

は、産業医・産業看護職への両立支援に関わ

る事例相談であった。E機関では、事例相談
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をきっかけに両立支援に関する企業の制

度・体制等の整備の支援まで行った事例があ

った。 

 
５． 顧客企業などから両立支援に関す

る相談があった場合の対応 

顧客企業などから両立支援に関する相談

があった場合の対応についてのまとめを表 5

に示す。“自機関で対応できないので断る”

と回答した機関はなかった。“外部機関を紹

介することがある”と回答したのは 7機関で

あり、その内訳では「１．産業保健総合支援

センター」（5機関）が最上位であり、次いで

3 機関からあがった「２．労災病院治療就労

両立支援センター」、「３．医療機関の相談支

援センター」、「４．難病相談支援センター」、

「５．高次脳機能障害支援拠点機関」、「６．

若年性認知症支援コーディネーター」が第二

位であった。全機関が、“外部機関に相談す

る”ことがあると回答した。7 機関から相談

先としてあげられ、同率で一位になったのは、

「３．医療機関の相談支援センター」、「４．

難病相談支援センター」、「５．高次脳機能障

害支援拠点機関」、「６．若年性認知症支援コ

ーディネーター」であった。6 機関からあげ

られた「１．産業保健総合支援センター」、「２．

労災病院治療就労両立支援センター」が次い

で上位となった。“どこにも相談せず、自機

関で対応する”ことがあると回答したのは、

9機関であった。 

 
６． 両立支援について好事例の収集及

び労衛機関の役割について 

全ての機関において両立支援についての

好事例が確認された。7 機関において、契約

企業において業務の一部との位置づけで、産

業医などの産業保健職による両立支援に関

わる事例対応が行われていた。顧客の企業や

保険者向けのセミナーやイベントを利用し

た啓発は、3機関で実施されていた。 

その他の特徴的な取り組みとして、“（2）

両立支援の取り組み概要”でも述べた、A機

関での近接する同一の社会福祉法人に所属

するがん拠点病院との連携、B機関での自機

関職員向けのがん等の治療と仕事の両立支

援マニュアル作成と自治体の表彰制度への

応募、などがあった。 

労働衛生機関の役割への意見では、渉外職

や産業保健職などによる顧客企業や保険者

向けの啓発や情報提供が最多で、4機関から

あげられた。次いで、健康経営の一部として

の企業の取り組みの後押しが 3機関からあげ

られ、産業保健職による企業の両立支援対応

等への支援、渉外職による問題の早期収拾な

どの意見もあった。 

 
D. 考察  

 平成 29年 10月に公表された全衛連会員機

関実勢調査結果報告書 8)によれば、会員機関

の「1施設平均の常勤就業者数」は 180人で

あり、「職域・一般健診・特殊健診の 1施設

平均実施件数」は 11万 5559件であった。イ

ンタビュー調査で対象とした労働衛生機関

はこの水準を超える機関が多く、中規模から

大規模の機関と考えられる。そのため両立支

援の取り組みは比較的進んでいる可能性が

あり、本調査で得た知見をすべての労働衛生

機関に一般化する際には慎重を期する必要

があると考えられる。 

 労衛機関の両立支援のための組織的取り

組みについては、嘱託産業医などが個別に事

業場の相談に応じるものの組織的な対応の

予定がない I機関を除く 9機関で、すでに何

らかの取り組みが実施されていた。事業場か
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らの要望が多いと考えられる両立支援のケ

ース対応のみならず両立支援に関する体制

整備の支援も同程度に進んでいた。J機関か

ら、「体制整備はメンタルヘルスへの要望を

きっかけに取り組み、結果的に身体疾患まで

構築できている事業場がある」との意見が提

出されており、他機関でも同様の経緯で実施

されている可能性がある。A機関の近接する

同一社会福祉法人に所属するがん拠点病院

との連携は先進的であるが、信頼関係が確立

している中で実施されていると推察され、一

般の労働衛生機関と近隣のがん拠点病院の

連携強化に当てはめる際には、まず合同の勉

強会で顔の見える関係を作るなどの丁寧な

プロセスを踏む必要があると考えられる。B

機関は自治体の両立支援に関する表彰制度

に応募し、社会的な評価の向上と職員の啓発

への波及を期待していた。近年、経済産業省

などによる健康経営優良法人の認定を受け

る労衛機関も散見されており、両立支援にお

いても多くの自治体で類似の制度が発足す

れば、労衛機関の取り組みとして広がってい

く可能性がある。 

両立支援を推進するために必要な外部支

援では、「医師や看護職などの専門職向けの

教育研修」、「顧客である企業や保険者向けの

啓発活動」、「専門職向けの両立支援制度や支

援機関の情報提供用の冊子やウェブサイト

などのツール」などが上位であった。対象を

労衛機関の専門職に限定したものではない

が、都道府県の医師会や産業保健総合支援セ

ンターにおいて、両立支援に関する研修は

徐々に増加しており、このような研修を専門

職が受講し、嘱託産業医や嘱託産業看護職と

して従事する企業の安全衛生委員会などで

情報発信し、企業向けの啓発を進めることも

可能だと考えられる。また、多くの労働衛生

機関は顧客の企業や保険者向けに労働衛生

などに関わるセミナーを開催しており、その

際に両立支援をテーマに取り上げれば顧客

向けの啓発に寄与するものと考えられ、今回

インタビューを実施したいくつかの機関で

は、すでにそのような取り組みが始まってい

た。両立支援制度や支援機関の情報提供用の

冊子やウェブサイトなどのツールについて

は、個別の支援団体等による取り組みが散見

されるものの統合された使いやすいツール

や専門職向けに絞ったツールはまだ少ない 9), 

10)。今後は、厚生労働省のポータルサイト『治

療と仕事の両立支援ナビ』のさらなる充実な

どが期待される。「医療機関との両立支援の

ための連携強化」について、J 機関より地域

を絞って医療機関と労衛機関の合同の勉強

会を実施することの提案があった。メンタル

ヘルス領域では、京都、大阪などで精神科医

と産業医の定例勉強会を開催し、連携強化に

役立っている例もある 11)。今後、がんなどそ

の他の領域で療養を担当する医師や「医療機

関の相談支援センター」、「労災病院治療就労

両立支援センター」など支援を得たい機関と

して上位にあがった機関を対象に取り組み

が広がることが望ましい。「疾病を疑う所見

のある健診・検診の受診者向けの両立支援制

度や支援機関の情報提供用の冊子やウェブ

サイトなどのツール」について、３機関より

健診・検診の全受診者向けの両立支援に関す

る啓発ツールであれば必要であるとの意見

が提出された。本研究の分担研究者である渡

辺は、神奈川産業保健総合支援センターが作

成した『両立支援カード』を県内の大学病院

の外来受付に配架し両立支援の普及啓発に

役立てる試みを行っている。出張健康診断会

場や労働衛生機関の人間ドック・健康診断フ

ロアに、健診・検診の全受診者向けの簡単な
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内容の両立支援に関する啓発ツールを配架

することは、渡辺の試み同様に多くの人たち

への両立支援の普及啓発に役立つ可能性が

ある。 

「事業場における治療と職業生活の両立

支援のためのガイドライン」の認知度は、専

門職の認知度 50％以下が 6機関、渉外職の認

知度 0％が 7機関と、いずれも高いとはいえ

ない状況であった。両立支援の基礎知識を修

得するのに有用なガイドラインであり、取り

組み推進の基本と考えられるため、今後、認

知度を高める取り組みが必要と考えられる。 

 治療と職業生活の両立支援に関する研修

は、6機関で研修の受講実績があったが、“両

立支援を推進するために必要な外部支援”で

「医師や看護職などの専門職向けの教育研

修」を多くの機関が希望していたことを考慮

するとまだ十分ではなく、各機関が受講のた

めの自助努力を強化する必要も推察される。 

 顧客企業などから両立支援に関する相談

があった場合に、“自機関で対応できないの

で断る”と回答した機関はなく、ケースによ

っては“どこにも相談せず、自機関で対応す

る”との回答も多く、すべての機関で何らか

の対応ができていた。紹介する外部機関とし

ては、両立支援促進員が配備され総合的な対

応を任せられる「産業保健総合支援センター」

（5機関）が最上位であった。次いで、「医療

機関の相談支援センター」、「難病相談支援セ

ンター」など個々の疾病や特性に対して専門

的に対応できる機関があげられた。相談する

外部機関ではこれらの専門的な機関が最上

位となり、労衛機関が主体的に両立支援につ

いての相談に応じるために、より専門的な助

言を得たい場合に利用するとの考えが窺わ

れた。 

 両立支援について好事例では、契約企業に

おいて産業医などの産業保健職による、業務

の一部としての両立支援に関わる事例対応

が広く実践されていた。メンタルヘルス対策

でも事例対応から体制整備や各種研修へと

活動が展開することはよく経験されること

であり 12)、がん等に関わる両立支援について

も同様の展開の第一歩となることが期待さ

れる。 

 両立支援についての労働衛生機関の役割

として、渉外職や産業保健職などによる顧客

企業や保険者向けの啓発や情報提供が最多

であった。小規模事業場などでは、産業医選

任義務がなく健康診断関連の活動に留まる

ことが少なくない。そのような事業場にとっ

て最も身近な労衛機関職員は渉外職と考え

られるため、渉外職が知識を身に付け顧客へ

の啓発を行うことは両立支援の普及に役立

つ可能性がある。また、小規模事業場などで

両立支援に関わる課題が認識された際に、経

営者や担当者から労衛機関の渉外職に問い

合わせがありえるため、渉外職が各種専門職

と連携して適切な対応につなげることが期

待される。健康経営の一部として企業の取り

組みを支援したいとの意見もあげられた。経

済産業省などによる健康経営優良法人の認

定制度が設立された以降、労衛機関には顧客

企業から認定取得への支援の依頼が届くよ

うになっている。健康経営優良法人(大規模法

人部門)の認定要件に、“病気の治療と仕事の

両立支援”が含まれており 13)、労衛機関での

健康経営に関わる活動との連携強化を図る

ことで両立支援の取り組みが推進するもの

と考えられる。 

 
E. 結論  

 今回の企業外労働衛生機関向けのインタ

ビュー調査により、企業外労働衛生機関では
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ケース対応を中心に両立支援に関わる取り

組みが始まっており、さらなる取り組みのた

めに専門職の研修などの外部支援を期待し

ていることが明らかとなった。今後は、産業

保健職、渉外職などが「事業場における治療

と職業生活の両立支援のためのガイドライ

ン」で基本的な知識を習得し、顧客である企

業や保険者への啓発を行うとともに健康経

営の取り組みの一部として両立支援の普及

を図ることが期待される。 

 
G. 研究発表 

森口次郎、鳰原由子、江口尚、井上彰臣、堤

明純．企業外労働衛生機関における治療と職

業生活の両立支援についてのインタビュー

調査分析．第 91回日本産業衛生学会（演題

採否は未確定） 

 
H. 知的財産権の出願・登録 

 特に記載なし 
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表1　対象労働衛生機関の概要

A 200−299 10万 10/16 37/61
B 400−499 54万 20/24 9/62
C 100−199 15万 3/5 5/16
D 200−299 29万 14/15 10/44
E 600< 46万 17/41 57/129
F 100−199 15万 10/11 7/36
G 200−299 39万 26/29 23/54
H 300−399 16万 16/28 16/108
I 600< 30万 27/54 22/194
J 200−299 22万 24/31 19/79

機関
常勤
職員数

年間
健診概数

常勤産業医数
/常勤医師数

常勤保健師数
/常勤看護職数

表2　対象労働衛生機関の両立支援の取り組み概要

A 現在あり 今後予定 現在あり 現在あり 今後予定 現在あり
B 今後予定 現在あり 現在あり 現在あり 今後予定 現在あり
C 現在あり 現在あり 現在あり 今後予定 今後予定 なし
D 現在あり 現在あり 現在あり 現在あり 予定なし なし
E 現在あり 現在あり 現在あり 現在あり 現在あり 現在あり
F 今後予定 今後予定 今後予定 今後予定 予定なし なし
G 今後予定 今後予定 現在あり 現在あり 今後予定 なし
H 今後予定 今後予定 今後予定 今後予定 予定なし なし
I 予定なし 予定なし 予定なし 予定なし 予定なし なし
J 今後予定 現在あり 現在あり 今後予定 今後予定 なし

その他の取り
組み

機関
両立支援に
関する研修

両立支援の
体制整備の
支援

両立支援ケー
スの担当者支

援

両立支援ケー
スの労働者支

援

両立支援ケー
スの情報提供

表3　労働衛生機関の両立支援の取り組みへの外部支援についての意見

A 必要 必要 必要 必要 必要 ③、⑧、⑩、⑬ 必要
B 必要 必要 必要 必要 必要 ②、③ 必要

C 必要 必要 必要 必要 必要
①、②、③、④、⑤、

⑥
必要

D 必要 不要 必要 不要 不要 ①、②、③、⑦ 必要

E 必要 必要 必要 必要 必要
①、②、③、④、⑤、

⑥、⑩、⑯
必要

F 必要 必要 必要 不要 必要 ④、⑤、⑥、⑩ 不要

G 必要 不要 必要 不要 必要
①、③、④、⑤、⑥、

⑦
必要

H 必要 不要 必要 不要 必要
①、②、③、④、⑤、

⑥、⑮
必要

I 必要 必要 必要 不要 必要 ②、③、④、⑤、⑥ 必要

J 必要 必要 必要 不要 必要
①、②、③、④、⑤、
⑥、⑦、⑧、⑬、⑮、

⑯
必要

外部機関からの支援は、別紙の「治療と職業生活の両立支援機関リスト」の番号で記載

医療機関との
連携強化

疾病を疑う所
見のある検診
等受診者へ
の情報ツール

機関
専門職の研

修

労働衛生機
関の経営層
向けの研修

企業や保険
者向けの啓

発

専門職向け
の情報ツール

外部機関からの支援
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表4　ガイドラインの認知度、外部研修の受講、両立支援の問い合わせ

専門職 渉外職 有無 内容 有無 内容
A 35 0 なし あり 産業医・産業保健師への事例相談
B 50 0 あり 自機関主催のセミナー なし

C 90 30 あり 自機関主催のセミナー あり
渉外職や産業医・産業保健師への
問い合わせにガイドラインを紹介

D 95 50 なし あり
産業医に対してがん罹患者の復職
時の就業措置の相談

E 30 20 あり

自機関主催のセミナー
自治体主催のセミナー
産業保健総合支援センターの研修
医師会の産業医研修

あり
産業医・産業保健師への事例相談
一部は事例相談から会社の整備も
ある

F 5 0 なし なし
G 0 0 なし あり 産業医・産業保健師への事例相談

H 8 0 あり
労働局のセミナー
一般社団法人のセミナー

あり 産業医による個別の事例対応

I 10 0 あり
医師会等と開催する産業保健研究
会

あり
産業医に対してがん罹患者の就業
措置の相談

J 20 0 あり

自機関所属の両立支援研究者が内
容についての研修を実施
産業衛生学会でシンポジウムなど
を受講

あり
産業医・産業保健師への事例相談
（本人や人事総務などから）

ガイドライン：事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン

研修の受講
顧客企業からの両立支援についての問い合
わせ機関

ガイドライン概要
の認知度（％）

表5　企業からの両立支援についての相談への対応方法

断る 外部機関の紹介 外部機関に相談 相談せず対応
A なし ③、④、⑤、⑥、⑧、⑩、⑪、⑬ ③、④、⑤、⑥、⑧、⑩、⑪、⑬ あり
B なし なし ① あり
C なし ① ①、②、③、④、⑤、⑥、主治医 あり
D なし なし 主治医 あり

E なし
①（特に地域窓口）、②、③、

④、⑤、⑥
①、②、③、④、⑤、⑥ あり

F なし ② ①、②、③、④、⑤、⑥ なし
G なし ① 主治医 あり

H なし ①、②、③、④、⑤、⑥、⑮
①、②、③、④、⑤、⑥、⑮、主

治医
あり

I なし ① ②、③、④、⑤、⑥ あり

J なし なし
①、②、③、④、⑤、⑥、⑦、
⑧、⑬、⑮、⑯、主治医

あり

「外部機関の紹介」、「外部機関に相談」は、別紙の「治療と職業生活の両立支援機関リスト」の番号で記載

対応方法
機関
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表6　企業からの両立支援についての相談への対応方法と好事例の有無と内容

有無 内容

A あり 隣接する病院とのさまざまの連携
自発的な離職者の予防救済（一定の休職があれ
ば全員面談など）
健康経営の一部として企業の取り組みを後押し

B あり

自機関作成の「職場復帰プログラム」、「両立支援
マニュアル」を用いた支援
自機関職員向けのがん等の治療と仕事の両立支
援マニュアルの作成

健康経営の一部として企業の取り組みを後押し

C あり
産業保健職が実務の一部で対応
顧客向けイベントなどでの啓発

渉外職による顧客向けの情報提供の強化

D あり 産業保健職が実務の一部で事例対応 模索中

E あり
産業保健職が実務の一部で対応
顧客向けイベントなどでの啓発

企業への啓発
産業保健職による企業の両立支援対応等への支
援
渉外職による問題の早期収拾と専門家紹介
健康経営の一部として企業の取り組みを後押し

F あり
顧客向けイベントなどでの啓発
機関紙での情報提供
がん対策推進企業アクションへの協力

特に意見なし

G あり
産業保健職が実務の一部で対応
企業と共催でセミナー実施

特に意見なし

H あり
産業保健職が実務の一部で事例対応
自機関内では検診の徹底で早期発見し、人事部
門と連携し復帰後1－2年間まで配慮を実施

早期発見や産業保健職の関与による自機関の職
員の両立支援の実施

I あり 産業医が実務の一部として事例対応
両立支援を国が推進していることや各種支援機
関の存在などを企業や保険者に啓発すること（産
業保健専門職や渉外職が関わるべき）

J あり
産業医・産業保健師への事例相談（本人や人事
総務などから）、産業医大から派遣された両立支
援に詳しい医師が在籍

企業・保険者への啓発（産業保健職による情報発
信、50人未満規模の企業では渉外職による情報
提供など）

機関
好事例

労働衛生機関の役割への意見
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【企業外労働衛生機関における治療と職業生活の両立支援についての実態調査】

 

記入日    年   月   日 

 

１． 貴機関の顧客へのサービスとして、治療と職業生活の両立支援のために「現在」組織的に取り

組まれていることや「今後」組織的に取り組みたいことについて該当するものがあれば、□にレ

点をつけてください。その他にもある場合は⑥、⑦などに具体的に内容をご教示ください。 

  現在、組織

として 

取り組んで

いる 

今後、組織

として 

取り組みた

い 

取り組む 

予定はない 

1.  両立支援に関する研修 □ □ □ 

2.  両立支援に関する制度・体制等の整備の支援 □ □ □ 

3.  事業場担当者からの両立支援に関する相談対応 □ □ □ 

4.  両立支援を必要とする労働者に対する、貴機関 

スタッフによる両立支援の実施 

□ □ □ 

5.  両立支援に関する情報提供（冊子やウェブサイト） □ □ □ 

6.  その他１（                 ） □ □ □ 

7.  その他２（                 ） □ □ □ 

 

 

※治療と職業生活の両立支援とは：事業場が、がん、脳卒中などの疾病を抱える方々に対して、適切な就業

上の措置や治療に対する配慮を行い、治療と職業生活が両立できるように支援することです。 

※本調査は労働衛生機関の「医師、看護職などの産業保健専門職に回答いただく」ことを前提に作成しまし

たが、一部は回答のために他職種などからの情報収集が必要な内容を含みます。 

※アンケートの回答および提出をもって、本研究に同意いただいたものとさせていただきます。 

アンケート調査へのご協力のお願い 

 この調査は、平成 29年度労災疾病臨床研究事業費補助金「治療と就労の両立支援のための事業場内外

の産業保健スタッフと医療機関の連携モデルとその活動評価指標の開発に関する研究」（研究代表者：堤明

純（北里大学医学部公衆衛生学単位・教授）、分担研究者：森口次郎（一般財団法人京都工場保健会・理

事））の一部として実施しております。 

近年、がんなどの疾病に罹患した労働者の治療と職業生活の両立支援は、国における最重要課題となっ

ています。しかし、中小企業における産業保健活動の中核である企業外労働衛生機関の、顧客への両立支

援に関するサービスの提供については、情報がほとんどありません。そこで、本調査では、両立支援活動に

おける企業外労働衛生機関の実態と要望の把握および好事例の収集を目的としています。アンケートの内

容は、A３用紙両面 1枚です。回答時間は約 10分です。 

今回の調査は無記名で御願いをしています。そのため、アンケート提出後に撤回することが出来ません。

ご回答いただきました内容は、下記研究担当者のもとで厳重に管理され、匿名性を確保して集団として統計

解析をいたしますので、法人名などの情報が他に知れることも、何らかの不利益が生じることも一切ありませ

んので、ご安心ください。 

何卒ご協力のほどよろしくお願い申し上げます。 

ご不明な点等がございましたら、下記の連絡先までお知らせください。 

2017年 12月 

連絡先：一般財団法人京都工場保健会 産業保健推進本部 森口次郎・原田 達 

〒604-8871 京都市中京区壬生朱雀町４－１ ノアーズアーク京都朱雀２F TEL：075-205-5067  
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２． 貴機関が治療と職業生活の両立支援を推進するために必要な外部支援があれば、□にレ点を

つけてください（複数回答可）。 

□1専門職（医師、看護職など）向けの教育研修 

□2労働衛生機関の経営層向けの教育研修 

□3顧客である企業や健康保険組合向けの啓発活動 

□4 疾病を疑う所見のある健診・検診の受診者向けの両立支援制度や支援機関の情報提供用の

冊子やウェブサイトなどのツール 

□5専門職向けの両立支援制度や支援機関の情報提供用の冊子やウェブサイトなどのツール 

□6外部機関からの助言や支援 

→具体的な外部機関名を記載ください。 

※本調査では、労働衛生機関の外部機関（資源）の利用についての情報を必要としています。思

いつく限りの機関を列挙してください。その際には、別紙「治療と職業生活の両立支援機関リスト」

も必要に応じて参照ください。 

 

□7医療機関との両立支援のための連携強化 

□8その他 

 

 

３． 貴機関の職員の中で、治療と職業生活の両立支援に関する研修を受けた方はいますか。ある

場合は実施機関や研修名や内容をわかる範囲で具体的にお答えください。 

実施機関 研修名や内容 

  

  

 

４． 平成 28年 2月に厚生労働省から公表された「事業場における治療と職業生活の両立支援のた

めのガイドライン」について、貴機関の産業保健に関連する専門職（医師、看護職など）と、顧客

からの問い合わせに対応する渉外職の認知度について、パーセンテージでお答えください。各

部門の合計が「100％」となるようにご留意ください。 
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  専門職 渉外職 

1.  ガイドラインの存在を知っており、 十分

に内容を理解している 

（    ）% （    ）% 

2.  ガイドラインの存在を知っており、 ある

程度、内容を理解している。 

（    ）% （    ）% 

3.  ガイドラインの存在は知っているが、内

容は知らない 

（    ）% （    ）% 

4.  ガイドラインの存在を知らない 

 

（    ）% （    ）% 

 

５． これまでに顧客の企業から、貴機関に対して、両立支援について問い合わせがありましたか。 

□1あった 

→その内容を具体的に記載してください。 

 

□2なかった 

 

６． 貴機関に対して、顧客企業などから両立支援に関する相談があった場合に、どのように対応し

ますか（複数回答可）。 

□1自機関で対応できないので断る 

□2外部機関を紹介する 

→具体的な機関名を記載してください。 

※本調査では、労働衛生機関の外部機関（資源）の利用についての情報を必要としています。思い

つく限りの機関を列挙してください。その際には、別紙「治療と職業生活の両立支援機関リスト」も必

要に応じて参照ください。 

 

□3外部機関に相談する 

→具体的な機関名を記載してください。（６．②の※を確認ください） 

 

□4どこにも相談せず、自機関で対応する 

□5その他 
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７． 本調査では両立支援について好事例の収集を行っております。貴機関で行っている取り組みや、

取り組む予定の事例がございましたら、ご記入ください。また、両立支援について、企業外労働

衛生機関の役割について、何かコメントがありましたら、よろしくお願いします。 

 

 

８． 貴機関の常勤（所定労働時間を勤務する）労働者の数をお答えください（□にレ点をつけてくださ

い）。 

□1 50人未満    □2 50～99人   □3 100～199人   □4 200～299人  

□5 300～399人  □6 400～499人  □7 500～599人   □8 600人以上 

 

９． ①貴機関の常勤医師の数をお答えください   （      名） 

②そのうち、産業医資格を有する医師の数       （      名） 

③広告可能な臨床専門医師の数        （      名） 

 

１０． 貴機関の常勤看護職の数をお答えください。       保健師 （     名） 

看護師 （    名） 

准看護師（    名） 

 

１１． 貴機関のおよその顧客事業場数をお答えください。       （       事業場） 

貴機関のおよその健康診断実施総数をお答えください。 （          件） 

 

１２． 貴機関の所在地を教えて下さい。 

□1 北海道   □2 東北    □3 関東       □4 北陸・甲信越    

□5 東海     □6 近畿     □7 中国・四国  □8 九州・沖縄 

 

お忙しいところをご協力いただき、誠にありがとうございました。 
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治療と職業生活の両立支援機関リスト 

１．産業保健総合支援センター 

両立支援促進員が事業場での教育啓発や患者（労働者）と事業場との個別調整支援などを

行っている。一部の病院では出張相談窓口も開設している。 

 

２．労災病院治療就労両立支援センター 

がん、糖尿病、脳卒中、メンタルヘルスの 4 分野について、復職コーディネーターなど

のチームが患者、医療、企業の調整を図り、休業から職場復帰や治療と就労の両立支援に

取り組んでいる。また、事例を蓄積し、医療機関向けのマニュアルの作成・普及を行って

いる。 

 

３．医療機関の相談支援センター 

がん診療連携拠点病院等の医療機関に設置されており、医療ソーシャルワーカーや看護

職などの相談員が治療やお金、仕事や生活等の相談や支援を行っている。 

 

４．難病相談支援センター 

面接、電話等で医師による医療相談と看護職、医療ソーシャルワーカーなどの相談員に

よる療養生活相談を行っている。ハローワークに設置された難病患者就職サポーターと連

携し、難病患者の就職や雇用継続などの就労支援も行っている。 

 

５．高次脳機能障害支援拠点機関 

各都道府県に高次脳機能障害支援に関する制度の紹介や相談窓口が設置されている。ハ

ローワークや地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター等と連携した就労

支援を実施している。 

 

６．若年性認知症支援コーディネーター 

各都道府県に専門知識のあるコーディネーターが配置され、患者本人や家族の不安など

への相談対応、利用できる制度・サービスの情報提供や医療機関との連携、就労支援、社

会保障の情報提供や手続き支援などを実施している。 

 

７．障害者職業センター 

障害者に対する専門的な職業リハビリテーションを行う。また、障害者職業カウンセラ

ー等を配置し、ハローワーク、障害者就業・生活支援センターとの連携のもと、就職や職

場復帰を目指す障害者、障害者雇用を検討している事業者、障害者の就労支援をする関係

機関へ支援・サービスを実施している。 
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８．ハローワーク 

疾病の特性を踏まえた職業紹介や在職中に発症した患者の雇用継続、企業への求人条件

の緩和指導等の総合的な支援を行っている。また、専門相談員ががん診療連携拠点病院等

と連携して、がん患者へのハローワークでの職業相談、拠点病院等での出張相談などを行

っている。さらに、難病患者就職サポーターが配置され、難病相談支援センターと連携し、

難病患者の就職や雇用継続の支援を行っている。 

 

９．就労移行支援事業所 

障害者や難病等のある方への就職をサポートする通所型福祉サービス機関。医師の診断

や自治体の判断等で就職に困難が認められる対象者が利用でき、就職活動のサポートや職

場への定着支援を行っている。 

 

１０．社会保険労務士 

    社労士はその中でも人材に関する専門家であり、「労働及び社会保険に関する法令の円

滑な実施に寄与するとともに、事業の健全な発達と労働者等の福祉の向上に資すること」

を目的として、業務を行いる。両立支援についても、情報提供を行っている。 

 

１１．キャリアコンサルタント 

ハローワークや人材派遣、企業人事部門などに所属し、労働者の職業の選択、職業生活

設計又は職業能力の開発及び向上に関する相談や助言及び指導を行っている。 

 

１２．企業外労働衛生機関・健診機関 

  企業の健康診断や作業環境測定、産業医活動などのサービスを提供し、主に大企業と比較

して十分な資源が社内に無い、中小企業の産業保健活動全般の支援を行っている。 

 

１３．企業内外の労働組合 

    賃金や労働時間などの労働条件の改善を図るために企業内外に労働者がつくる団体組織。

組合員の雇用を維持し改善するための働きかけを行っている。 

 

１４．欠番 

 

１５．労働局や労働基準監督署 

  各都道府県に設置される地域両立支援推進チームの事務局として、関係者とのネットワーク

構築や各取り組みの効果的な連携に努めている。また、労働者の職業生活と家庭生活の両立

支援や女性の活躍推進に取り組む事業者や事業者団体に対して、両立支援等助成金を支給し

ている。 
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１６．医師会（都道府県あるいは地区） 

    地域両立支援推進チームに、産業保健総合支援センター、医療機関、労働組合などととも

に参加している。また認定産業医制度の研修のなかで治療と職業生活の両立支援について

の情報を産業医に提供している。 

以上 
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平成 29年度 労災疾病臨床研究事業費補助金 

「治療と就労の両立支援のための事業場内外の産業保健スタッフと医療機関の連携モデル

とその活動評価指標の開発に関する研究」（170401-2） 

分担研究報告書 

 
職場における一次予防に関する介入研究ならびに中小企業の両立支援に関する事例研究 
 

分担研究者 北居明（甲南大学経営学部・教授） 
 
研究要旨 
本研究の目的は、治療と就労の両立支援のために、事業所内外の産業保健スタッフと医療

機関の連携の在り方について、連携モデルを構築し、その活動評価指標を開発することで

ある。本年度の活動は、①事業所に対する対話型組織開発を通じた、一次予防の可能性を

探ること、②我が国の中小企業を対象に、両立支援を積極的に行っている事業の事例の発

掘である。 
 
Ａ．研究目的 
 疾病の治療と就労を両立させるために、

事業場における治療と職業生活の両立支援

のためのガイドラインが策定され、関係機

関の連携のためのマニュアルやツールの開

発が行われるようになったが、ガイドライ

ンが示す両立支援に関わる関係者間の連携

はより一層普及させていく必要がある。特

に時間や資源の制約のある中小企業におい

ては、情報やサービスを一元化したワンス

トップサービスの充実が求められる。本研

究では、両立支援をさらに進めるため、ソ

ーシャルマーケティング調査に基づいて関

係者のニーズを明らかにし、好事例調査に

基づいて具体的な支援活動のためのツール

と情報発信法を整理し、関係者を有機的に

連携させた両立支援システムのモデルと、

その活動に対する、健康経営の観点も踏ま

え、PDCA サイクルを念頭に置いた評価指
標の提案を目的とする。 

 本研究の独自性は、中小企業支援に詳し

い産業保健と経営学の専門家のチームで、

健康経営の観点を踏まえた、支援活動、事

業者による健康管理、医療機関との連携に

関する好事例の収集分析を行い、支援モデ

ルを開発する点にある。 
 本年度の目的は、健康経営ならびに両立

支援の好事例を探索し、モデル開発の参考

事例を発掘することにある。具体的活動と

して、①健康経営の観点から、対話型組織

開発を導入した企業の事例、②中小企業に

おいて、治療と就労の両立支援を行ってい

る企業の事例、の二つについて研究した。 
 
Ｂ.対象と方法 
 まず、健康経営の観点から対話型組織開

発を実践した事業所について、介入研究を

行った。両立支援においては、関係者間の

連携が重要であり、組織開発によって連携

が促進されることを通じ、個人や組織の資
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平成 29 年度 労災疾病臨床研究事業費補助金

「治療と就労の両立支援のための事業場内外の産業保健スタッフと医療機関の連携モデル

とその活動評価指標の開発に関する研究」（170401-2）

分担研究報告書

職場における一次予防に関する介入研究ならびに中小企業の両立支援に関する事例研究

分担研究者 北居明（甲南大学経営学部・教授）



源が増加することが期待される。具体的に

は、メンタル不調者の増加に悩む事業所に

対し、産業医、健康保険室、事業所の部長・

課長クラスと連携して、対話型組織開発の

一手法である Appreciative Inquiryを行い、
従業員のワーク・エンゲージメントの変化

について研究を行った。ワーク・エンゲー

ジメントは、社会への貢献、生産性・イノ

ベーション、従業員満足・幸福等、より高

い組織レベルの帰結に通じる概念として、

また、職場レベルでは、職場の一体感やハ

ラスメントレスといった環境と並列して位

置付けられることもある。ワーク・エンゲ

ージメントを向上させるような良好な組織

風土の醸成は、企業で両立支援を進める必

要条件になると考えられる。このように、

組織開発を健康経営の観点から実施するの

は、非常に珍しい事例である。また、両立

支援を積極的に行っている中小企業につい

て、資料やインターネットを通じて探索し、

データ収集を行った。 
 
Ｃ.結果 
1.介入研究について 
 平成 29年 9月から 11月にかけて、Ａ社
の工場の開発部門に対し、対話型組織開発

による介入研究を行った。会社全体の規模

は本体だけで約 4,400 人、国内外の子会社
も含めると約 37,000 人の従業員からなっ
ている。生産拠点は国内に 3 か所あり、今
回はそのうちの一つの工場に介入を行った。

この工場では、好景気の反面仕事量が増し、

メンタル不調に悩む社員が増加していた。

開発部門は 4つの課（各課約 20人）からな
るが、4 課をまとめる部長および同工場の
健康管理室のスタッフから依頼があり、介

入研究を実行することができた。 
 対話型組織開発とは、組織の問題の原因

分析をあえて必要とせず、メンバー同士の

ポジティブな対話を通じた実践によって、

組織の問題を解決する方法である。今回は、

そ の 中 で も 最 も よ く 利 用 さ れ る

Appreciative Inquiry を用いた。この方法
は、取り組むべき問題についてポジティブ

な問いを立て(Definition)、問いに関するメ
ンバーの最高体験を尋ね(Discovery)、理想
の未来像を共有し(Dream)、目指すべき組
織像を作り上げ(Design)、具体的なアクシ
ョンに取り組む(Destiny)という、5D モデ
ルと呼ばれる段階を通じて問題解決を図る

方法である。我々は、社員食堂において 2
つの課ごとに、1回約 90分のセッションを
3 回行った。介入直前と介入後 1 か月後に
アンケート調査を行い、メンバーのワー

ク・エンゲージメントの変化を分析した。 
 図 1 を見ると、C1 課から C3 課までは、
改善が見られた（ただし統計的に有意では

ない）。一方、C4 課については、むしろワ
ーク・エンゲージメントが低下しているこ

とが分かった（これも統計的に有意ではな

い）。我々は、3回のセッション終了直後に、
Appreciative Inquiry の Discover から
Destiny までの満足度についても、同時に
調査した（質問票は最後に添付）。図 2 は、
各段階の満足度の平均値、図 3 は、標準偏
差である。 
図 2と 3を見ると、最も改善が見られた

C3課は、各フェーズの満足度の平均値が比
較的高いだけでなく、標準偏差も比較的小

さいことがわかる。しかも、Dream から

Destiny にかけて徐々に標準偏差が小さく
なっている。これは、C3課の次に改善があ
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った C2 課も同様の傾向である。一方、改
善度合いが小さかった C1 課や、ワーク・
エンゲージメントが低下した C4 課は、比
較的標準偏差が大きい。変動係数を見ても、

C2課と C3課は比較的小さく、C1課と C4
課は大きい（表 1）。また、Destiny段階で
の変動係数は、ワーク・エンゲージメント

の変化の大きさと相関がある。ここから、

満足度が大きくても、チーム内での合意が

小さい状態では、アクション時に十分な支

援や協力が得られず、かえってフラストレ

ーションが高まり、ワーク・エンゲージメ

ントを低下させることにつながっているの

ではないかと推測される。 
 
2.両立支援を行う中小企業について 
 がんなどの治療と就労の両立支援は、大

企業で行っている例は散見されるものの、

中小企業で実施している会社は実に少ない

ようである。我々は、インターネット調査

や東京都産業衛生局などに問い合わせるな

どして、次の 3社をピックアップした。 
 
2-1.桜井謙二商店 
 この企業は、銚子市に本社を置く、1932
年 3 月創業の総合食品卸会社である。スー
パーやレストラン、ホテル、ゴルフ場を主

な取引先とし、一般加工食品、業務用食品、

冷凍食品等の加工食品を取り扱っている。

従業員数は、正社員 30名、パート・アルバ
イト11名の計41名である（平成29年度）。 
同社には、現在、乳がんと診断された 40
代の女性社員が１人就労している。その社

員のケースでは、手術後の治療が一段落す

るまで、9ヶ月間休職させ、復職後、2時間
の短時間勤務、時給制から仕事に復帰させ

ていった。復職後、徐々に勤務時間を増や

していき、2 年半後に、フルタイムに復帰
させることに成功している。 
 
2-2.メンテックワールド 
この企業は、広島市に本社を置く、1961
年創業の生産設備メンテナンスを主事業と

する会社である。従業員数は、135 名であ
る（平成 29年度）。 
同社は、「Teamがん対策ひろしま」の加
盟企業として、自社の会議室にて，アフラ

ック様と連携して「がんを知るパネル展」

を行い、社員や来客の方に対して，タバコ

が人体に及ぼす悪影響・乳がん触診キット

によるしこり感触体験を実施している。ま

た、就労支援として、「ガン治療費補助・見

舞金制度規定」を整備し、がん患者である

社員に対する治療費補助制度を設けている。

正社員を対象として、治療に重点を置いた

がん保険に会社として加入している。 
 
2-3.松下産業株式会社 
この企業は、東京都文京区に本社を置く、

創業 1951年の建設企業である。従業員数は、
228名である（平成 29年度）。 
同社は、病気になった社員を効果的に支

援するためには、当事者意識を持って寄り

添うことが大切だという考えから、 2013
年に社員や家族の悩みにワンストップで対

応できる「ヒューマンリソースセンター」

を取締役会直下に設置した。そしてグルー

プウェアで情報を共有し、在宅勤務制度や

団体長期障害所得補償保険（GLTD）など 
を活用しながら病気と仕事を両立する社員

や家族をサポートしている。2015年からは
35歳以上の全社員に人間ドック（がん検査
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含／二次検査費も含め全額会社負担）を実

施し、病気の早期発見・早期治療にも取り

組んでいる。現在、7 名の従業員が、がん
の治療をしながら就労している。 
 
Ｄ.考察 
1.介入研究から 
 今回の介入研究により、対話型組織開発

がワーク・エンゲージメントの向上をもた

らす可能性が示唆された。しかし、介入後

の同社に対するインタビュー調査では、介

入後に復職した従業員はいないとの事だっ

た。しかし、今回の介入をきっかけに、同

事業所では健康経営に関する関心が高まり、

健康保険スタッフとラインとの間のコミュ

ニケーションも増えたそうである。さらに

は、同社の他部署からの関心も高まってい

るという。したがって、現段階では、組織

開発はメンタルヘルスの一次予防に有効で

ある可能性があるだけでなく、従業員の健

康に関する関心および関係者間の連携を強

めることで、両立支援につながる組織風土

の醸成につながると推測される。 
 しかし、介入後にワーク・エンゲージメ

ントが低下したグループもあったことは、

注意を要する。介入に当たっては、組織開

発の各段階において、参加するメンバーの

合意が必要である。特に、最終段階におけ

る合意の欠如は、その後に悪影響を及ぼす

危険があることが示唆された。 
 前述したように、組織のメンタルヘルス

改善に組織開発が用いられた事例は寡聞に

して聞かない。今回の研究により、メンタ

ル不調に陥る前の予防策として、組織開発

が貢献できる可能性が見出されたと思われ

る。 

 
2.両立支援の実践事例から 
 調査の結果、中小企業においても両立支

援を行っている会社が、少数ではあるもの

の発見することができた。これらの会社で

は、両立支援が従業員確保につながること

が強く認識され、従業員の健康や病気対策

が、経営の一環として組み込まれているよ

うであった。これらの事例を概観すると、

経営学の立場からは、両立支援の在り方は

二通りあることが示唆されていると思われ

る。 
 一つは、リスク・マネジメントとしての

両立支援である。中小企業は、大企業に比

べて人材確保が難しく、従業員の突然の退

職は、業績に大きな悪影響を及ぼす危険が

ある。定期健診の奨励や両立支援は、こう

したリスクに対応するための経営としての

取り組みと考えられる。また、こうした取

り組みが広く知られることによって、人材

募集にもつながる可能性もある。 
 もう一つは、ダイバシティ・マネジメン

トとしての両立支援である。これは、リス

ク・マネジメントに比べると、より積極的

な理由による両立支援といえる。これは、

従業員の価値観や生活スタイルの多様性を

認め、仕事と家庭生活両方をいきいきと過

ごすことを奨励し、従業員のやる気や創造

性を引き出すマネジメントである。 
 これら二つはもちろん重なり合う部分も

あるが、従業員へのアプローチとしては異

なっている。経営者が自社の戦略の中に、

両立支援をどのように位置づけているのか

が、アプローチの違いとなって表れている

ように思われる。 
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Ｅ.結論 
 本年度は、介入研究と実践事例調査の二

つを軸に研究を行った。対話型組織開発で

は、「うまくいっている」現象や事例に着目

し、それを分析して共有することで、組織

を改善していくアプローチがとられる。今

回発掘された少数の事例は、こうした「う

まくいっている」事例であり、「ポジティブ

な逸脱」と呼ばれる、変革の種である。来

年度は、こうした例外事例をより深く研究

することで、具体的な一歩として何をする

べきなのかを明らかにしていきたい。具体

的には、経営における両立支援の位置づけ

（＋αなのか、経営の一環なのか）、従業員

や組織に対する考え方、具体的な第一歩、

内外との連携の在り方などについて、イン

タビュー調査を行う予定である。 
 また、本年度は少数の事例に対する定性

的な調査を中心に行った。来年度は、中小

企業に対するアンケート調査を通じ、両立

支援の実態について大まかな傾向をつかみ

たい。両立支援の障害は何か、実践してい

る企業との違いは何か、こうした点に着目

した研究を行う予定である。 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 
なし 
２．学会発表 
なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況(予定を含
む。) 
１．特許取得 
なし 
２．実用新案登録 

なし 
３．その他 
なし 
 
I．引用文献 
なし 
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表 1 各フェーズの変動係数 
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C1 C2 C3 C4 

Discovery 0.307 0.187 0.171 0.175 

Dream 0.275 0.240 0.161 0.206 

Design 0.210 0.161 0.143 0.136 

Destiny 0.254 0.119 0.126 0.294 

平均 0.261 0.177 0.150 0.203 
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アンケート調査のお願い 
 
このアンケートは、甲南大学経営学部北居研究室が、組織開発のプロセスを評価するために実施するもので

す。お答えについては、個人名が出ることはございませんので、どうぞご安心ください。回答には、およそ 5
分程度かかります。 
                   プロジェクト名 
 
第 1回目について 
  全

く
違
う 

や
や
違
う 

ど
ち
ら
で

も
な
い 

や
や
そ
の

通
り 

全
く
そ
の

通
り 

1 あなた自身の「強み」や「可能性」を再認識することができた 1 2 3 4 5 
2 他のメンバーのこれまで知らなかった「強み」を知ることができた 1 2 3 4 5 
3 他のメンバーとの信頼関係が増したと思う 1 2 3 4 5 
4 他のメンバーについて、特に新しい発見はなかった 1 2 3 4 5 
第 2回目について 
  全

く
違
う 

や
や
違
う 

ど
ち
ら
で

も
な
い 

や
や
そ
の

通
り 

全
く
そ
の

通
り 

1 望ましい未来像を具体的に生き生きと描くことができた 1 2 3 4 5 
2 困難だが達成できそうな未来像を描くことができた 1 2 3 4 5 
3 描いた未来像は、とても達成できそうにはないと思う 1 2 3 4 5 
4 描いた未来像は、あいまいなものだった 1 2 3 4 5 
5 描いた未来像には、共感できなかった 1 2 3 4 5 
第 3回目（本日）について 
  全

く
違
う 

や
や
違
う 

ど
ち
ら
で

も
な
い 

や
や
そ
の

通
り 

全
く
そ
の

通
り 

1 宣言文の内容には、大いに共感できる 1 2 3 4 5 
2 宣言文の内容は、自分にとって刺激的だ 1 2 3 4 5 
3 宣言文の内容には、自分の意見が反映されていると思う 1 2 3 4 5 
4 有効なアクション・プランを策定できたと思う 1 2 3 4 5 
5 このアクション・プランは、みんなで実行できると思う 1 2 3 4 5 
6 このアクション・プランは、仕事との両立が難しい 1 2 3 4 5 
7 たとえアクション・プランを実行しても、効果は疑わしい 1 2 3 4 5 
 
今回の研修を通じて感じたことを、自由に書いてください。 
 

ありがとうございました。 
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平成 29年度 厚生労働省 労災疾病臨床研究事業費補助金 
治療と就労の両立支援のための事業場内外の産業保健スタッフと医療機関の連携モデルと 

その活動評価指標の開発に関する研究（170401-2） 
分担研究報告書 

 

治療と就労の両立支援の活動評価指標の開発：先行研究のレビューと面接調査 
 

研究分担者 井上 彰臣 北里大学医学部・講師 
研究分担者 江口  尚 北里大学医学部・講師 
研究代表者 堤  明純 北里大学医学部・教授 

 
研究要旨 本研究は、疾病の治療と就労の両立支援（以下、両立支援）に関わる関係者や関係機関の連

携をより一層普及させるため、PDCAサイクルを念頭に置いた関係機関（労災病院治療就労両立支援セ
ンター、疾患別拠点病院、産業保健総合支援センター、企業外労働衛生機関）の連携活動に関する評価

指標（以下、活動評価指標）を開発することを目的とする。３年計画の１年目である今年度は、活動評

価指標を開発する事前準備として、本評価指標に含めるべき項目を検討するため、関係機関における両

立支援の取り組みに関する先行研究の文献レビューを行うとともに、労災病院治療就労両立支援センタ

ー（１センター）および疾患別拠点病院（３病院）の医療ソーシャルワーカー（以下、MSW）を対象
に、各機関と有機的に連携を図ることで両立支援が上手くいった事例（好事例）を収集するための面接

調査を実施した。文献レビューでは、労災病院治療就労両立支援センターにおける取り組み内容が多数

抽出された。これらの取り組み内容は、労災病院および治療就労両立支援センター本体の取り組みに関

するものと、MSW を中心とする両立支援コーディネーターの取り組みに関するものに大別され、前者
では、両立支援を進めていく上での制度面（院内での取り組み、院外へのアプローチ）、本人への支援、

他の専門機関や職場との連携に関する内容が、後者では、両立支援コーディネーターの全般的な取り組

み、本人（および家族）への支援、他の専門職・専門機関との連携、職場との連携、情報収集、両立支

援計画書（注）の作成に関する内容がそれぞれ抽出された。一方で、疾患別拠点病院、産業保健総合支

援センター、企業外労働衛生機関における取り組み内容について記載された文献は僅少であり、文献レ

ビューのみでは、具体的な取り組み内容を十分に把握することができなかった。MSW を対象とした面
接調査では、好事例の要因として、回復期リハビリテーション病棟との連携が上手く図れたこと、MSW
とセラピストのエンパワーメントによって本人が復職への意欲を高めたこと、職場の理解が得られやす

かったことが挙げられた。これらの一連の調査で得られた取り組み内容をもとに、「治療と就労の両立

支援活動チェックリスト」（案）を作成したが、あくまでも評価項目をカテゴリー別に列挙したもので

あるため、今後、各評価項目の重要度や難易度を検討しながら項目の取捨選択を行うとともに、疾患別

拠点病院、産業保健総合支援センター、企業外労働衛生機関については、更に好事例を収集し、評価項

目を充実させていく予定である。 
 
（注）「両立支援計画書」は「治療と職業生活（仕事）の両立プラン」や「復職支援計画書」と称する

場合もあるが、あくまでも両立支援コーディネーターが作成する計画書であり、「事業場における治療

と職業生活の両立支援のためのガイドライン」（平成 28年 2月：厚生労働省）において、事業者が作成
することが望ましいとされている「両立支援プラン」や「職場復帰支援プラン」とは異なるものである。 
 
Ａ．研究目的 
 わが国では、疾病の治療と就労を両立させるた

め、「事業場における治療と職業生活の両立支援

のためのガイドライン」が策定され（平成 28年 2
月：厚生労働省）、両立支援に関わる関係者や関

係機関の連携を促進するためのマニュアルやツ

ールが開発されるようになった。しかしながら、

関係者間の連携については、より一層の普及が求

められており、関係者を有機的に連携させた両立

支援システムのモデル構築と、PDCAサイクルを
念頭に置いた連携活動に関する評価指標（以下、

活動評価指標）の開発が急務となっている。 
 そこで本研究では、活動評価指標を開発する事

前準備として、本評価指標に含めるべき項目を検

討するため、関係機関における両立支援の取り組

みに関する先行研究の文献レビューを行うとと

もに、労災病院治療就労両立支援センター（１セ

ンター）および疾患別拠点病院（３病院）の医療

ソーシャルワーカー（以下、MSW）を対象に、
各機関と有機的に連携を図ることで両立支援が

上手くいった事例（好事例）を収集するための面

接調査を実施することを目的とする。 
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 本研究によって、両立支援に関わる関係者や関

係機関の連携の実態が明らかになり、より現場の

実態に即した活動評価指標を開発するための基

礎資料となることが期待される。 
 
Ｂ．研究方法 
１．文献レビュー 
 特定非営利活動法人医学中央雑誌刊行会（医中

誌）が運営する国内医学論文情報データベース

「医中誌 Web」において、「両立支援」をキーワ
ードとして検索した。平成 29 年 11 月末時点で
322件がヒットし、その中で「治療と就労の両立
支援」について記載された 166件を文献レビュー
の対象とした。 
 文献レビューに際しては、研究計画において主

要な関係機関として挙げられている（１）労災病

院治療就労両立支援センター、（２）疾患別拠点

病院、（３）産業保健総合支援センター、（４）企

業外労働衛生機関の４機関の取り組みを中心に

整理する予定であったが、実際にレビューを進め

ると、人事労務担当者や産業保健スタッフ（産業

医、産業看護職）などの事業場内のスタッフや、

治療を受けながら就労している本人の取り組み

に関する文献も散見されたことから、参考として

これらの取り組みも整理することにした。 
 
２．面接調査 
 労災病院治療就労両立支援センター（１センタ

ー）および疾患別拠点病院（３病院）のMSWを
対象に、各機関と有機的に連携を図ることで両立

支援が上手くいった事例（好事例）を収集するた

めの面接調査を実施した。 
（倫理面への配慮） 
 面接調査の実施にあたり、北里大学医学部・病

院倫理委員会の承認を得た（承認番号：B17-145）。 
 
Ｃ．研究結果 
１．文献レビュー 
 労災病院治療就労両立支援センターにおける

取り組みを表１にまとめた。取り組みの内容は、

労災病院および治療就労両立支援センター本体

の取り組みに関するものと、MSW を中心とする

両立支援コーディネーターの取り組みに関する

ものに大別された。とくに前者では、両立支援を

進めていく上での制度面（院内での取り組み、院

外へのアプローチ）、本人への支援、他の専門機

関や職場との連携に関する内容が抽出された。ま

た、後者では、両立支援コーディネーターの全般

的な取り組み、本人（および家族）への支援、他

の専門職・専門機関との連携、職場との連携、情

報収集、両立支援計画書（注）の作成に関する内

容が抽出された。 

（注）「両立支援計画書」は「治療と職業生活（仕

事）の両立プラン」や「復職支援計画書」と称す

る場合もあるが、あくまでも両立支援コーディネ

ーターが作成する計画書であり、前述の「事業場

における治療と職業生活の両立支援のためのガ

イドライン」において、事業者が作成することが

望ましいとされている「両立支援プラン」や「職

場復帰支援プラン」とは異なるものである。 
 疾患別拠点病院、産業保健総合支援センター、

企業外労働衛生機関における取り組みを表２に

まとめた。疾患別拠点病院では、主にがん診療連

携拠点病院における取り組み内容について、産業

保健総合支援センターでは、保健師や社会保険労

務士を中心とする両立支援促進員における取り

組み内容について記載されていたが、いずれも文

献数が僅少であったため、カテゴリー分けは行わ

ず、記載されていた取り組み内容をそのまま列挙

した。一方、企業外労働衛生機関における取り組

み内容について記載された文献は皆無であった。 
 我々が主要な関係機関として挙げたものの他

に、両立支援への取り組み内容について記載され

ていたものとして、ハローワーク、主治医、精神

科医、看護師、薬剤師が挙げられていたため、こ

れらの取り組み内容を表３にまとめた。とくに主

治医と看護師の取り組みについて記載された文

献が多く見られ、本人（および家族）への支援、

他の専門職・専門機関との連携、職場との連携に

関する内容が抽出された。 
 事業場内のスタッフの取り組み内容について

記載された文献も数多く見られたため、その内容

を表４にまとめた。とくに、事業者・人事労務担

当者の取り組みについては、制度面（一次予防・

二次予防に関する取り組み、両立支援に関する取

り組み）、本人（および家族）への支援、事業場

内産業保健スタッフとの連携、事業場外の専門

職・専門機関との連携、本人をサポートする様々

な人物との有機的な連携、業務調整・職場環境の

整備、両立支援プランの作成に関する内容が抽出

された。また、僅かではあるが、上司・同僚の取

り組み内容について記載された文献も見られた。 
 事業場内産業保健スタッフ（産業医、産業看護

職）の取り組み内容について記載された文献も数

多く見られたため、その内容を表５にまとめた。

可能な限り、産業医と産業看護職の取り組みを

別々に整理するようにしたが、産業医と産業看護

職を区別せず「産業保健スタッフ」として１つに

まとめて記載されている文献も多かったため、そ

のような文献については「産業保健スタッフ全体

の取り組み」として整理することにした。いずれ

においても、本人（および家族）への支援、人事

労務担当者・上司との連携、事業場外の専門職・

専門機関との連携、職場全体への働きかけに関す
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る内容が抽出された。 
 最後に、両立支援を受ける本人の取り組みを表

６にまとめた。文献数自体は多くなかったが、一

次予防・二次予防に関する内容と両立支援に関す

る内容が抽出された。 
 
２．面接調査 
 労災病院治療就労両立支援センター（１センタ

ー）のMSWを対象に実施した面接調査では、脳
卒中で一旦は退職に至ったものの、その後、同じ

職場に再就職することができた事例が紹介され

た。再就職に至った要因として、回復期リハビリ

テーション病棟との連携が上手く図れたこと、

MSW とセラピストのエンパワーメントによって

本人が復職への意欲を高めたこと、職場の理解が

得られやすかったことが挙げられた。反対に、両

立支援が上手くいかなかった事例の要因として、

本人が途中で復職を諦めてしまうこと、中小企業

労働者の場合、配置転換が難しく、症状によって

は退職を余儀なくされること、在院日数の短縮に

伴い、治療就労両立支援センターに紹介されない

まま転退院しているケースが多いことが挙げら

れた。 

 疾患別拠点病院（３病院）のMSWを対象に実
施した面接調査では、本人が自身の不調に気付き、

早い段階で人事労務担当者に相談したことで、本

人、人事労務担当者、MSW がスムーズに連携を

図ることができ、就労を継続できた事例が紹介さ

れたが、ケースの多くは急性期治療を受けた後に

転院するため、最終的に就労を継続できたのかど

うかまでフォローできていないことが語られた。

反対に、両立支援が上手くいかなかった事例の要

因として、職場からの理解を得にくかったこと、

両立支援に取り組んでいる機関による支援観（支

援に関する視点や価値観等）の違いが関係者間で

共有できていないことが挙げられた。また、両立

支援が上手くいかなかいケースの多くは、自営業

者（傷病手当金がない）、中小企業労働者（仕事

の内容が限られているため、配置転換ができず、

自ら退職してしまう）、派遣社員（３ヵ月更新な

ど、契約期間が短いため、診断書を提出しても、

途中で契約期間が満了してしまう）であることが

挙げられた。以上の面接調査の詳細を表７～１０

にまとめた。 

 これらの一連の調査で得られた取り組み内容

をもとに、「治療と就労の両立支援活動チェック

リスト」（案）を作成した（付録参照）。 
 
Ｄ．考察 
 本研究では、活動評価指標を開発する事前準備

として、本評価指標に含めるべき項目を検討する

ため、関係機関における両立支援の取り組みに関

する先行研究の文献レビューおよびMSWを対象
とした面接調査を実施し、これらの一連の調査結

果をもとに「治療と就労の両立支援活動チェック

リスト」（案）を作成した。 
 文献レビューでは、現時点までに公表されてい

る両立支援に関する取り組み内容をほぼ網羅す

ることができたと思われるが、研究計画において

主要な関係機関として挙げた（１）労災病院治療

就労両立支援センター、（２）疾患別拠点病院、

（３）産業保健総合支援センター、（４）企業外

労働衛生機関のうち、取り組み内容を十分に把握

することができたのは（１）労災病院治療就労両

立支援センターのみであった。これは、主要な労

災病院治療就労両立支援センターが中核的施設

として「治療就労両立支援モデル事業」に取り組

んできた結果であると思われる。一方で、（２）

疾患別拠点病院、（３）産業保健総合支援センタ

ー、（４）企業外労働衛生機関については、文献

レビューのみでは具体的な取り組み内容を十分

に把握することができなかったため、今後、研究

分担者の研究成果等を通じて、好事例を収集して

いく必要がある。 
 また、今回作成した「治療と就労の両立支援活

動チェックリスト」（案）は、あくまでも今年度

の一連の調査結果をもとに、評価項目をカテゴリ

ー別に列挙したものであるため、今後、各評価項

目の重要度や難易度を検討しながら項目の取捨

選択を行うとともに、前述の（２）～（４）の関

係機関については、好事例を収集し、評価項目を

充実させていく予定である。 
 
Ｅ．結論 
 今年度実施した文献レビューおよび MSWを対
象とした面接調査から、両立支援に関わる関係者

や関係機関の活動実態が明らかになり、これらの

調査結果をもとに「治療と就労の両立支援活動チ

ェックリスト」（案）を作成した。今後、好事例

の更なる収 集を行うとともにトライアル事業を
実施し、各関係機関からの意見聴取を通じて評価

項目の改善・充実を図っていく予定である。 
 
Ｇ．研究発表 
 なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

 該当せず。 
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表１ 労災病院治療就労両立支援センターにおける取り組み 

【労災病院および治療就労両立支援センター本体の取り組み】 

１．制度面（院内での取り組み） 

・専任の両立支援コーディネーターを配置している 

・両立支援コーディネーター（MSWが主体）に対する研修（例：職場との連携、労働関係法規、
コミュニケーション技術、各疾患の特徴など）を行っている 

・両立支援の院内連携を促進するため、日常的に開催される病棟カンファレンスを活用している 

・両立支援に関するフローを院内の関係部署に周知し、両立支援における各専門職の役割を明確

化している 

・両立支援で連携するスタッフが誰であるか、確認されている 

・両立支援の対象となる人をリストアップするための院内連携が図られている 

・後遺症によって社会的支援を要する際の連携方法が確立されている 

・同じ疾患を持つ人たちによるピアサポートの相談窓口が開設されている 

 ２．制度面（院外へのアプロ―チ） 

・協力病院へ訪問し、両立支援事業の内容の説明と院内支援体制の構築をサポートしている 

・地域の産業医や院内の看護職を対象に両立支援に関する研究会を開催するなど、啓発事業を行

っている 

・企業向けに勉強会を開催し、疾患の特徴に対する底上げを図るなど、地域との連携を充実させ

ている 

 ３．本人への支援 

・リーフレット等を作成し、院内で両立支援を行っていることを本人（患者）に周知している 

・本人同意のもと、主治医を含めた多職種で症例検討を行い、職場への依頼事項をまとめたもの

を、本人から職場へ持参させている 

 ４．他の専門機関や職場との連携 

・複雑な労働関係法令に関わるケースについては、院外の社会保険労務士と連携している 

・専門スタッフが定期的に職場を訪問し、本人、上司、産業保健スタッフ、人事労務担当者と合

同で面談を行っている 

・本人が転退院した後も支援を継続するため、他施設と連携を図っている 

・生活・復職のキーパーソンとなる人と連携を図っている 

 【両立支援コーディネーター（主にＭＳＷ）の取り組み】 

１．全般的な取り組み 

・本人、主治医、事業場の関係者から聴取した内容をもとに治療方針や労務管理上の留意事項を

整理し、事業場（管理監督者や産業保健スタッフ）に伝達し、治療方針に沿った労務管理面に

おける対応（職務内容の見直しや休暇の活用など）について協議できるよう関係者間を調整し

ている 

 ２．本人（および家族）への支援 

・本人の疾患に関連する悩み（治療、副作用、生活への影響など）を傾聴し、寄り添いながら対

応している 

・利用可能な社会資源（高額医療費、休業補償金、障害者年金など）の情報を提供している 

・休職期間の確認を勧めるなど、本人の経済的安定を目的とした支援を行っている 

・事業場への説明方法に関する情報を本人に提供している 
・支援に際して、職務に必要な基本能力（読む、書く、注意力、集中力、記憶力、指示の理解力、

対人関係能力、耐久性、疲労の自己コントロールなど）に関する評価を行っている 
・本人に病状や後遺症を正しく理解してもらうよう努めている 
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表１（続き） 
・復職に向けた準備体制を検討する際に、本人が自ら考え、選択・決定する機会を与えている 
・本人や家族の希望通りの結果にならなかった場合、妥当な落とし所を一緒に模索ないし提案し

ている 
・回復期リハビリテーション病棟へ転院した後も、支援を継続できることを伝えている 
・本人が転院する場合、復職支援の経験が豊富な医療機関を紹介している 
・本人および家族との面談を繰り返し、復職までの過程を整理し、医療スタッフや事業場との連

携が図れるように支援している 
・必要に応じて、退職を余儀なくされた場合の支援についても本人に説明している 
・発症前の支出と収入額・発症後の減少の程度を聞き取り、今後どのように生活するのかを本人

や家族とともに考え、他の家族員の援助なども含め収入を確保し支出を抑えるなどの検討を行

っている 
・治療の副作用に応じて作業内容、作業環境に必要な配慮を考え、事業者に伝える方法を考えて

いる 
・本人に対して就労に向けてのアドバイスをしている 
・復職に向けて、本人の生活リズムの確認を行っている 
・事業場側に本人の情報を伝える場合、十分に倫理的配慮を行い、本人同意の確認をしている 
・事業場からの意見を踏まえた上で、本人への対応方法を検討している 
・事業場に求める配慮を事業者に伝える際には、デリケートな問題なので、本人と十分に話し合

っている 

 
３．他の専門職・専門機関との連携 

・医師、看護師、薬剤師、理学療法士等の他職種と連携を取っている 

・（勤労者メンタルヘルスセンターが設置されている場合）本人の心理面へのケアについて、必

要に応じて勤労者メンタルヘルスセンターと連携している 

・本人が転院する場合、「本人が復職を希望していること」や「復職支援に関して得た情報」を

転院先へ伝えている 

・本人が転院する場合、通常のパスや報告書だけでなく、職業関連情報についても、転院先に明

確に伝えている 

・復職までに時間を要する場合、「地域障害者職業センター」や「障害者就業・生活支援センタ

ー」などの社会資源を活用し、連携している 

・医療機関以外の施設に情報提供を行う場合、「専門用語を使用しない」、「具体的なエピソード

を記載する」などの配慮を行っている 

・各担当チームから本人の現症（医学的見解）、勤労状況（安全・衛生にかかる要因）、全般的生

活状況（個人・状況要因）、事業場側の懸念事項についてアセスメントしている 

 
４．職場との連携 

・事業場の立場を考慮した上で、産業保健スタッフと情報共有している 
・情報提示や提案を行う際、事業場側の意向や要望を確認するなど、事業場が両立支援を受け入

れやすいよう配慮している 
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・事業場に本人の病状や後遺症を正しく理解してもらうよう努めている 

・主治医の診断書の内容を具体的な事例に落とし込んで事業場側に伝えている 

 
５．情報収集 

・本人、家族、事業場など、多面的に情報収集を行っている 

・支援に際して、復職先の仕事に関する情報（労働者数、相談窓口、勤務形態、役職、仕事内容、 
通勤手段、休職制度など）を収集している 

・復職の支援に際し、病状や障害状態だけでなく、家族構成や状況・生活歴・経済状態・就労状

況・職歴・取得資格・生活設計・社会資源の活用状況などを基本情報として聞き取って整理し

ている 

 
６．両立支援計画書の作成 † 
・両立支援計画書を作成し、今後の治療の見通しを視覚化している 

・両立支援計画の内容を、できるだけ早期に本人や家族へ提案している 

・本人や事業場と連絡を取りながら、両立支援計画の内容の見直しを適宜行っている 

・両立支援計画の内容を医療機関（担当チーム）、本人、家族、事業場の関係者間で共有してい

る 

†「両立支援計画書」は「治療と職業生活（仕事）の両立プラン」や「復職支援計画書」と称す
る場合もあるが、あくまでも両立支援コーディネーターが作成する計画書であり、「事業場に

おける治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」（平成 28年 2月：厚生労働省）にお
いて、事業者が作成することが望ましいとされている「両立支援プラン」や「職場復帰支援プ

ラン」とは異なるものである。 
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表２ 疾患別拠点病院・産業保健総合支援センター・企業外労働衛生機関における取り組み 

【疾患別拠点病院（主にがん診療連携拠点病院）の取り組み】 

・社会保険労務士を配置している 
・社会保険労務士会との共催で障害年金相談を行っている 
・ハローワークとの連携を整備している 
・医師が「今すぐ仕事を辞める必要がない」と助言している 
・「がん相談支援センター」が設置されている 
・「患者・家族支援センター」を設置し、多職種で本人やその家族の支援を行っている 
・ピアサポートのサロンが開催されている 

 【産業保健総合支援センター（主に両立支援促進員：保健師・社会保険労務士など）の取り組み】 

・事業者、産業保健スタッフ、本人からの相談対応を行っている 
・本人と事業場との個別調整支援を行っている 
・事業者等に対する啓発セミナーを開催している 
・両立支援のための環境整備に係るアドバイスや教育を行うため、事業場へ個別訪問を行って 
いる 

・事業者に対する情報提供（他社での取り組み事例、就業上の配慮、法人や従業員の相談窓口、

受診医療機関との連携方法など）を行っている 
・高額療養費制度、高額医療費貸付制度、傷病手当金など、利用できる公的な制度に関する情報

提供を行っている 
 
【企業外労働衛生機関の取り組み】 
（文献レビューに記述なし） 
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表３ その他の企業外の専門機関・専門スタッフにおける取り組み 

【ハローワーク（就労支援機関）の取り組み】 

・難病でも無理のない仕事への就職支援を行っている 
・事業場に対し、難病就労支援の啓発を行っている 
・事業場に対し、雇用管理に資するマニュアルを提供している 
・就業後の体調悪化時等の休職と復職の支援を行っている 

 【主治医の取り組み】 

１．本人（および家族）への支援 

・初期の段階で、本人に「安易に離職しないで欲しいこと」や「相談窓口があること」などを伝

えている 
・治療開始前に、時間軸を重視した治療見込み（治療期間や予想される休業期間）の説明を行っ

ている 
・治療計画と予想される副作用について本人に分かりやすく説明している 
・疾病の治療だけでなく、治療中や治療後の就労についても、本人に説明している 
・会社の復職支援の制度を確認するようにアドバイスしている 
・事業場の関係者（上司・人事労務担当者・産業医など）と連絡が取れることを本人に伝えて 
いる 

・利用可能な支援ツール（小冊子、書籍、支援サイトなど）を本人に紹介している 
・仕事ができるような治療方針や病状について説明をするなど、本人の働く意欲と体力が確保で

きるよう支援している 
・本人だけでなく、家族にも病態について理解を得るようにしている 
・本人に対し、考え得る範囲での長期予後についてもきちんと説明している 
・本人の勤務先に産業保健スタッフがいるかどうかを尋ねている 
・本人に情報提供を行う際は、本人が何度も読み返せるよう、文書化するようにしている 
・治療が「治癒」を目指すものか、「延命または症状緩和」を目指すものかを常に意識・確認し

ている 
・本人の就業状況を把握した上で、治療方針を決定している 
・本人の現症や今後の病状の見通し等を事業場に伝える際には、個人情報の保護に留意している 
 
２．他の専門職・専門機関との連携 
・（複数の診療科を受診している場合）主治医間で連携が図られている 
・必要時は院外の社会保険労務士と連携している 
 
３．職場との連携 
・就労環境への配慮を求める意見書を事業者に提出している 
・本人の現症（医学的見解）、勤労状況（安全・衛生にかかる要因）、生活状況（個人・状況要因）、

事業場側の懸念に関する情報を事業場の産業保健スタッフと共有している 
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・治療計画の見通しや治療副作用の対処法に関する情報、配慮が必要な症状や配慮期間に関する

情報を産業医に伝えている 

・事業場に意見を述べる際は、断定的な表現ではなく、「可能な範囲で」や「～が望ましい」と

いった表現を使用している 

 【精神科医の取り組み】（身体疾患が原因で精神医学的問題を有している場合） 
・適宜評価や介入を行いながら、復職までの各段階を支援している 
 
【看護師の取り組み】 
１．本人（および家族）への支援 
・治療開始前に、本人の社会的背景や治療に対して心配なことなどを聞き取り、必要な情報を本

人に提供している 
・日常生活の注意点について指導している 
・本人の家族背景や経済面に関する情報だけでなく、仕事内容、勤め先への説明内容、治療中の

働き方、仕事を継続するかどうかなども確認している 
・本人の不安や悩みの言語化を支援している 
・仕事をどの程度調整できるか、職場の誰にどう相談するか、病名は開示するかなどを尋ね、本

人とともに考えている 
・必要に応じて院内のMSWにつないだり、拠点病院の相談支援センターを勧めたりしている 
・同じような治療を受けながら復職した事例の情報を提供している 
・治療の予定や副作用の予測を本人に伝え、本人が置かれている状況を整理している 
・本人の病態の変化や治療の変化に沿って、定期的に就労状況や問題について把握している 
・治療と就労の両立に不安や困難がないかを丁寧に聞き取り、治療スケジュールと就労の調整を

検討している 
 
２．他の専門職・専門機関との連携 
・診察前に問診を行い、本人の苦痛、不安、治療に対する希望などを医師や薬剤師にフィードバ

ックしている 
・（本人に薬の副作用が見られる場合）副作用のコントロールに努めるため、医師や薬剤師に相

談している 
・本人の思いや状況を言語化して、他職種に伝えている 
・本人から職場での状況を聞き取り、必要に応じて産業保健スタッフと連携している 
 
【薬剤師の取り組み】 
・緊急時の連絡方法、副作用発現時の薬の使用方法や対処方法について説明している 
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表４ 事業場内のスタッフ（事業者・人事労務担当者・上司・同僚）における取り組み 

【事業者・人事労務担当者の取り組み】 

１．制度面（一次予防・二次予防に関する取り組み） 
・経営理念の中に「従業員の健康」に関わる内容が掲げられている 
・就業規則とは別に「健康管理規程」が作成されている 
・経営層が疾病に対する正しい知識や疾病対策の必要性を従業員に啓発している 
・市町村が行う検診（がん検診など）の受診日は勤務扱いとしている 
・一般健康診断だけでなく、がん検診も受診しやすいよう、配慮している 
・一般健康診断の有所見者が二次検査を受診しやすいよう、配慮している 
・社内報を作成し、その中で健康に関する情報を提供している 
・従業員に対し、健康に関する意識調査を行っている 
・レクリエーションイベントを開催している 
・健康保険組合と共同で、がん検診や特定保健指導などの健康増進施策を実施している 
・普段から、お互いに不安や心配ごとを伝えられるような職場風土をつくっている 
・労働安全衛生法上の措置を徹底し、疾病の早期発見・早期治療や重症化防止に努めている 
・お互いに助け合い、ともに働く職場環境が整備されている 
 
２．制度面（両立支援に関する取り組み） 
・従業員に対し、健康や両立支援に関する研修会を開催している 
・両立支援について、事業者が基本方針を表明し、従業員に周知している 
・両立支援に関する相談窓口を明確にしている 
・両立支援の制度・体制の整備に向けた検討を行う際に、衛生委員会等で調査審議を行っている 
・病気による差別のない人事方針を掲げている 
・日常から従業員向けの教育等を通じて両立支援の制度や体制について情報提供を行っている 
・必要とされる仕事の要件を明らかにし、働きやすい職場づくりを進めている 
・１時間単位の休暇や長期の休暇が取れるなど、柔軟な休暇制度がある 
・産業保健スタッフによる両立支援に関する「相談窓口」が開設されている 
・両立支援に関する手続き、様式、健康情報の取り扱いルールが整備されている 
・両立支援を求める申し出があった場合の対応手順や関係者の役割が明確化されている 
・「発達障害者・難治性疾患患者雇用開発助成金」など、両立支援に利用可能な国の制度を活用

している 
・（産業保健スタッフが選任されている場合）産業保健スタッフの役割や価値が事業場内で認知

されている 
・配置転換など、柔軟な働き方への体制整備を行っている 
 
３．本人（および家族）への支援 
・本人の疾患の特徴と病状を把握し、適切な就労配慮を施している 
・治療スケジュールや予想される副作用だけでなく、本人の個別状況にも配慮している 
・体調が回復するまでの間は、回復段階に応じて数ヵ月ごとに支援方法を見直している 
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・（治療を中断すると症状が悪化する病気の場合）海外出張や不規則勤務を避けるなどの配慮を

行っている 
・身体疾患の治療による両立支援であっても、当該疾患だけでなく、メンタルヘルス面にも配慮

している 
・治療や通院のために短時間勤務が活用できるように配慮している 
・必要に応じて在宅勤務を取り入れている 
・本人に対して「会社を辞めないで欲しいこと」、「復職する気持ちがある限りサポートすること」

を伝えている 
・会社の諸制度（休職できる期間・保障、休職中の過ごし方、会社への定期報告、復職の準備、

復職の判断など）を本人に説明し、復職への道筋を示している 
・適宜、本人に声かけを行い、本人の体調や仕事上で困っていることなどを確認している 
・休職中は定期的に本人と連絡を取り、本人の体調等を把握している 
・本人の属性や適性にマッチした適切な業務割付を行っている 
・（障害者雇用を行っている場合）障害者雇用を特殊なものとせず、本人の努力と業績如何によ

って、昇給・昇進・昇格の機会を与えている 
・就業面に関して、人事労務担当者や上司から制度の説明を行う機会を設けている 
・家族が病気になった場合も、本人が働き続けられるよう配慮している 
 
４．事業場内産業保健スタッフとの連携 

・産業医に（本人や主治医から）収集した情報を提供し、就業継続の可否、就業上の措置および

治療に対する配慮に関する意見を聴取している 
・利用可能な制度に詳しい人事労務担当者が上司や産業医をサポートしている 
 
５．事業場外の専門職・専門機関との連携 
・主治医に対して職場で必要とされる業務遂行能力に関する情報を提供している 
・（本人からの情報が不十分な場合）支援に必要な情報を得るために、本人の同意を得た上で主

治医に問い合わせている 
・事業場の両立支援体制（休業可能期間、復職方法、復職後の業務内容選択肢、産業保健体制な

ど）の情報を主治医に伝えている 
・（本人に高次脳機能障害等の後遺症が生じた場合）本人の同意を得て、主治医、リハビリ施設、

地域障害者職業センター等の各種機関と連携を図り、復職可否や必要な職場環境の調整の判断

を行っている。 
・就業による病態の著しい悪化の可能性がないことや、病気による業務上の危険性がないことを

主治医に確認している 
 
６．本人をサポートする様々な人物との有機的な連携 
・主治医や産業医の意見と本人の要望を踏まえて、就業上の措置内容や配慮事項を決定している 
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・本人だけでなく、本人をサポートしている周囲の者へのねぎらいや労務管理、健康管理にも注

意を払っている 
 
７．業務調整・職場環境の整備 

・本人の体調の変動に合わせて、職場での業務調整を行っている 
・突然仕事を休む可能性を考慮して、チームでの仕事の担当や引き継ぎ等を重視している 
・仕事中に急に具合が悪くなった時にどうすべきかについて、対応の準備を行っている 
・本人が働きながら治療や療養ができる環境を整備している 
・本人の希望に応じて「試行勤務」を行っている 
 
８．両立支援プラン／復職支援プランの作成 
・産業医・本人・本人の上長と連携して、業務内容、勤務場所等に配慮しながら、個別に両立支

援プラン／復職支援プランを作成している 
・決定された就業上の措置内容や配慮事項を関係者間で共有できるよう、スケジュール等につい

てまとめた計画（両立支援プラン）を作成している 
・（両立支援プランを作成している場合）本人の病状や治療の状況等に基づいて、両立支援プラ

ンを適宜、見直している 
 
【上司・同僚の取り組み】 
・上司や同僚が本人の病気を理解し、配慮している 
・上司や同僚が本人の精神的な支えになっている 
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表５ 事業場内産業保健スタッフにおける取り組み 

【産業保健スタッフ全体の取り組み】 

１．本人（および家族）への支援 
・必要に応じて、本人の家族にも面談に加わってもらっている 
・入院中で支援できない時期も、社内報を送るなどの形で本人と連絡を取っている 
・傷病手当金、障害年金、自立支援医療など、利用可能な保障制度を本人に紹介している 
・復職後も定期的に本人と面接し、体調確認を行っている 
・本人の疾患の特徴と病状を把握し、適切な就労配慮を施している 
・（本人が入院加療中のとき）必要に応じて、病状、治療計画、精神状況の確認等のため、入院

先への面会に同行している 
・職場への病気の説明や必要な配慮の説明など、本人の言語化をサポートしている 
・（就業制限をかけている場合）定期的に本人と面接し、就業制限を緩和、解除できるかについ

て確認し、本人の同意を得て、人事労務担当者や上司へ意見を述べている 
・（本人のパフォーマンスの向上が見られない場合）本人との面接を通じて原因を評価し、それ

に応じて今後の対応方法（通院の再開、主治医の変更、認知療法や対人関係療法の自己学習、

異動などの必要性等）について、本人、上司、人事労務担当者へ意見を述べている 
 
２．人事労務担当者・上司との連携 
・人事部と連携し、休職から復職への準備、復職後の治療との両立や働き方への配慮等について、

本人の意向を踏まえながら支援している 
・上司や人事労務担当者と安全衛生や人事労務管理などについて忌憚なく相談・進言できるよう

な関係を構築している 
・主治医の診断書の内容を具体的な事例に落とし込んで事業場側に伝えている 
・（就業制限をかけている場合）定期的に本人と面接し、就業制限を緩和、解除できるかについ

て確認し、本人の同意を得て、人事労務担当者や上司へ意見を述べている 
・（本人のパフォーマンスの向上が見られない場合）本人との面接を通じて原因を評価し、それ

に応じて今後の対応方法（通院の再開、主治医の変更、認知療法や対人関係療法の自己学習、

異動などの必要性等）について、本人、上司、人事労務担当者へ意見を述べている 
 
３．事業場外の専門職・専門機関との連携 
・必要に応じて、主治医から配慮すべき点を尋ねる機会を設けている 
・本人の現症（医学的見解）、勤労状況（安全・衛生にかかる要因）、生活状況（個人・状況要因）、

事業場側の懸念に関する情報を主治医と共有している 
・定期健康診断後のフォローアップを行い、医療機関と連携している 
 
４．その他（産業保健スタッフの姿勢や体制構築） 

・地域の就労支援機関に関心を持っている 
・両立支援について理解を深め、積極的に支援を行える体制を構築している 
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表５（続き） 

【産業医の取り組み】 

１．本人（および家族）への支援 

・本人の体調やニーズに変化に合わせて、定期的に状況確認を行い、就業上の措置内容の見直し

や支援継続の要否判断等のフォローアップを行っている 
・業務内容や就業にあたっての本人の希望を聴取している 
・本人の身体的苦痛だけでなく、それに伴う精神的苦痛や社会的苦痛にも注意を払い、「心のケ

ア」にも配慮している 
・本人が上司に説明する前に、会社には伝えたくないプライバシーに関する事項を含めて、治療

や就業の不安や不明点について相談に乗っている 
・（慢性進行性で長期間にわたり医療機関を受診していない場合）本人に専門医への受診を働き

かけている 
・本人の治療やその後の就労に関する不安や疑問に関する相談を受け付けている 
・本人が自身の病状や治療・休業が必要となる期間、主治医等の医療スタッフとのコミュニケー

ションがどのように取れているか、確認している 
・産業医の有する一般的な医療情報をもとに、説明可能な事項については説明を行っている 
・退院時または復職前の受診時に主治医から就業や医療の内容について文書で意見をもらうよ

う、本人に伝えている 
・事業場の就業規則や制度に注意を払い、本人にとって無理のない働き方が実現できるよう支援

している 
・（復職時）治療経過や現在の健康状態、今後の治療計画について、主治医から提供された情報

について、聴き取りを行っている 
・本人の通勤や仕事に耐えうる基礎体力を確認している 
・本人の希望を聞きながら、治療方針を最優先にし、無理のない業務内容や役割から就労を再開

するよう勧めている 
・（復職時）安全に１人で通勤でき、かつ定時時間、週５日の就業ができる体力レベルに戻って

いることが大前提であることを事前に指導している 
・必要に応じてリワーク等の専門施設の利用を勧めている 
 
２．人事労務担当者・上司との連携 
・人事労務担当者に対し、治療と職業生活の両立には、主治医に対する適切な勤務情報の提供が

必要であることを伝えている 
・事業者に対して、両立支援の必要性や実施方法等を助言している 
・（本人同意を得た上で）上司や人事労務担当者に休業期間や復職の際に必要になりそうな配慮

事項を伝えている 
・（本人同意を得た上で）上司や人事労務担当者に本人が罹患した疾病についての一般的な解説

を行っている 
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表５（続き） 

３．事業場外の専門職・専門機関との連携 

・（本人からの情報が不十分な場合）支援に必要な情報を得るために、本人の同意を得た上で主

治医に問い合わせている 
・主治医に対して、本人の労働環境や就業規則、利用可能な就業支援制度に関する情報を提供し

た上で、主治医から就業配慮上で必要な情報を受けている 
・生活リズム確立の指導の依頼、会社における復職可否の判断基準および試行勤務等の制度に関

して書面で主治医に通知している 
・本人の体調が不安定になり、就業に影響が出ている場合は、職場の情報を適切に主治医に伝え

ている 
・主治医に質問する際は、質問項目を箇条書きにして、質問内容を明確にするとともに主治医の

回答のしやすさに配慮している 
・（身体疾患が原因で精神医学的問題を有している場合）事業場外の精神科医や心療内科医と連

携を図っている 
 
４．職場全体への働きかけ 

・衛生委員会や労働者・管理職向けの教育研修を通じて、両立支援に対する事業場全体の意識啓

発を図っている 
 
５．本人をサポートする様々な人物との有機的な連携 

・本人の状況を把握し、職場の管理監督者や主治医と上手くコーディネートしながら個別の事例

に対処している 
・本人の状況、主治医の意見、人事労務担当者・上司からのヒアリング情報等を勘案し、就業上

の措置や治療に対する配慮を検討し、事業者に意見を述べている 
・主治医の意見を尊重しながら、労使が対立することなく合理的な配慮が実施できるよう、労働

者と事業者の双方に対して丁寧に説明している 
・上司や人事労務担当者と十分に話し合った上で、本人と面談し、主治医に情報提供を行って 
いる 

・本人の医学的要因、個人要因、職場要因、医療機関の要因などに関して、本人、家族、職場、

主治医から情報収集して、就業上の配慮を提案している 
・本人との面談等を通して、病状および今後の治療計画、復職の意思、生活リズム、体力レベル

等を確認し、就業上の必要な配慮を含めて意見書を作成している 
・医学的な面に関しては主治医、就業に関する支援制度に関しては人事労務担当者と連携を取り、

必要に応じて本人に説明してもらうよう調整している 
 
６．その他（産業医の姿勢） 

・（とくに嘱託産業医の場合）事業場の労働者数、休職制度の有無を把握している 
・治療開始前に今後の治療方針を詳しく確認している 
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表５（続き） 

【産業看護職の取り組み】 

１．本人（および家族）への支援 
・各支援ステージにおいて、本人の思いに寄り添いながら、上司や同僚を含めたきめ細かな支援

を行っている 
・定期的に体調や仕事の状況を確認している 
・本人が抱えている不安をタイムリーにキャッチするなど、早めに支援ニーズを把握し適切に対

応している 
・様々な情報を提供し、心の揺れを受け止めながら、本人の自己決定を支えている 
・病名そのものよりも「何が業務の支障になるのか」を重視し、適切に個人情報が保護されるよ

う調整している 
・本人からの一定程度の情報開示が必要な場合、具体的な公表範囲や伝え方について相談に乗っ

ている 
 
２．人事労務担当者・上司との連携 
・人事労務担当者と連携を図っている 
・本人を支援している上司や同僚の相談にも乗り、職場としての支援体制を強化できるよう支援

している 
・適正配置について人事労務担当者に助言している 
・人事労務担当者が産業医に意見を聞く事項やタイミング等について助言している 
・人事労務担当者と連携して、適切な勤務時間調整を支援し、人事労務担当者から本人への説明

を促している 
・産業医とともに、本人同意を得て医師に情報を照会するなど、人事労務担当者とも連携して、

連絡・調整を行っている 
 
３．事業場外の専門職・専門機関との連携 

・社外の保健医療スタッフ等と連携を図っている 
 
４．産業医との連携 

・産業医と協力し、上司や本人からの聴き取りを通して、業務内容や職場環境の調整を行って 
いる 

・（産業医が嘱託の場合）普段から情報収集をして産業医に伝えている 
・産業医とともに、本人同意を得て医師に情報を照会するなど、人事労務担当者とも連携して、

連絡・調整を行っている 
 
５．職場全体への働きかけ 

・安全衛生委員会や広報活動などを通して、社内全体に「互いに支え合える職場風土づくり」の

大切さを周知している 
・健康・安全に働くための制度づくりについて提言している 
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表６ 本人の取り組み 

１．一次予防・二次予防に関する取り組み 

・定期健康診断やがん検診を必ず受診し、日頃の健康管理を行っている 
・日頃の疾病の予防、早期発見、重症化防止に努めている 
 
２．両立支援に関する取り組み 

・主治医から、病名、症状、治療予定、必要な配慮、措置期間など、両立支援に必要な情報を収

集し、事業者に伝える 
・必要に応じて、MSW に相談し、ハローワーク、地域障害者職業センター、患者団体、難病相

談・支援センター、障害者就業・生活支援センターなど、利用可能な就労支援機関を活用して

いる 
・自身の健康管理を行うため、対処スキルの向上に努めたり、行動目標の設定を行ったりして 
いる 

・通院、服薬、リハビリ等を行っている 
・職場に見合った行動特性を身に付け、積極的に仕事に取り組んでいる 
・日常生活上の疾患の自己管理意識を高めている 
・副作用に関して必要な就業上の配慮を、きちんと会社側に伝えている 
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表７ 面接調査の概要（労災病院治療就労両立支援センター） 

１．相談に来た患者の両立支援の好事例 

 40歳代女性の方で、脳卒中で入院し、回復期リハビリテーション病棟（以下、回復期リハ）で
の治療を経て復職しようしとしたが、復職の直前にけいれん発作となり、離職した。その後、回

復期リハで前回とは異なる診断名で再入院して退院。医療ソーシャルワーカー（以下、MSW）
やセラピストからのエンパワーメントと職場の理解が功を奏し、一旦離職した職場に障害者雇用

枠で再就職することになった。現在は週３日 10～14 時のパートタイマーとして勤務している。
回復期リハとの連携が上手く図れたこと、MSW とセラピストのエンパワーメントによって本人

が復職への意欲を高めたこと、職場の理解が得られやすかったことが再就職につながったと考え

られる。 
 
２．両立支援が上手くいかなかった事例の要因 

 本人が復職を諦めてしまって、退職に至るケースが多い。中小企業に勤務している人の場合、

配置転換が難しいため、症状によっては退職を余儀なくされるケースもある。在院日数の短縮が

進められており、治療就労両立支援センターに紹介されないまま転退院しているケースも多いた

め、入院初期の段階で両立支援が行えるよう、フローを作成している段階である。 
 
３．治療と就労の両立支援マニュアルの改善点 

 昨年発刊されたばかりなので、改訂されるのはもう少し先になるとは思うが、現時点はとくに

改善点は見当たらない。利用可能な制度や社会資源を調べる際に活用している。 
 
４．両立支援の連携を更に進めるために必要なツール 

 ツールとは異なるが、国の制度として、両立支援を診療報酬上で評価するように誘導しないと、

両立支援に取り組む医療機関が増えないのではないか（がんについては、来年度の診療報酬改定

に向けて、主治医・産業医連携を診療報酬上で評価することが了承されている）。 
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表８ 面接調査の概要（疾患別拠点病院１） 

１．患者からの両立支援に関する問い合わせ 

 「両立支援」という形での統計は取っていないが、経済的理由、社会保障の活用に関する相談

が多く、次いで職場復帰や転職に関する相談が多い。経済的理由、社会保障の活用に関する相談

については、利用可能な制度を案内しているが、精神疾患の患者の場合、医療ソーシャルワーカ

ー（以下、MSW）が代行して手続きをする場合もある。職場復帰に関する相談については、就
労先に状況確認を行い、主治医や産業医と連携している。重症でこれまでの仕事に戻れないケー

スについては、地域障害者職業センターと連携している。 
 
２．患者の治療と就労の両立が上手くいった事例 

 介護職の方で、本人が自身の不調を早い段階で把握し、危機意識を持って人事労務担当者と相

談していた。本人、人事労務担当者、MSW が連携することで、介護の仕事を続けることができ

た。何をもって「上手くいった」と定義するかは難しいが、「本人が周囲のサポートを適切に得

ながら、自分で調整することができた」ということが「上手くいった」ということになるのでは

ないか。 
 
３．患者の治療と就労の両立が上手くいかなかった事例 

 喘息と精神疾患を併発している人がいたが、産業医からの十分なサポートや職場側の理解を得

にくく、もうすぐ退職になってしまいそうである。社会資源を整えても支援することが難しかっ

た。「上手くいかない事例」は、要因が複雑に絡み合っている印象がある（逆に「上手くいった

事例」は職場側の理解があり、話がシンプルである）。 
 
４．労災病院治療就労両立支援センターや、産業保健総合支援センター、事業場の産業医、産業

看護職、人事労務担当者との連携 

 労災病院治療就労両立支援センター、産業保健総合支援センターについては、これまで連携を

図ったことがなかったので、今後、両立支援のノウハウを共有する機会を作りたい。事業場の産

業医、産業看護職、人事労務担当者とは連携を図っている。MSW は本人の不安や希望を言語化

して事業場のスタッフに伝える役割があると思っている。上記以外では、地域障害者職業センタ

ーや県内のリハビリテーションセンターの就労相談窓口と連携している。 
 
５．両立支援を進める際に、他の関係機関と連携するのに必要なツール 

 労災病院治療就労両立支援センターでは、他の関係機関と情報共有する際のサマリーが作られ

ている。連携機関の選択肢が多い地域では、このようなサマリーを関係機関間で統一できると情

報共有しやすいが、本人の症状や状況によって、サマリーで詳細に述べるべき内容が変わってく

るため、いくつかの様式のパターンがあると良いかもしれない。 
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表９ 面接調査の概要（疾患別拠点病院２） 

１．患者からの両立支援に関する問い合わせ 

 先週から、院内での両立支援のポスター掲示と消化器内科でのカード配付を試験的に開始し

た。これまでは、患者が自ら相談に来るというよりは、日常診療の中で生活状況等を聞き取って

相談室に紹介されるケースが多かった（例：入院時のスクリーニングシートで「生活費を心配し

ている」にチェックが付いている場合、就労状況を聞き取って相談室に紹介する等）。相談内容

としては、傷病手当金に関するものが多い。 
 
２．患者の治療と就労の両立が上手くいった事例 

 急性期病院のため、治療後は転院するケースが多く、最終的に就労を継続できたのかどうかま

でフォローできているケースが少ないのが現状。急性期病院では、「混乱期の中で、本人が復職・

就労の意欲を高めていけるような目標設定を行う」ことが大切である。 
 
３．患者の治療と就労の両立が上手くいかなかった事例 

 双極性障害で通院していた 50歳代の女性。傷病手当金が切れるタイミングで復職できるよう、
人事労務担当者と相談し、復職デイケアに通っていたが、人事労務担当者から夫の方に、本人の

退職を促すような連絡が入ったため、医療ソーシャルワーカー（以下、MSW）から産業保健総
合支援センターに相談した。その際は相談に乗ってもらえたが、その後、本人から産業保健総合

支援センターに相談すると、他の相談員が対応し、「患者からの直接相談は受け付けていない」

旨が伝えられた。最終的に本人は退職に至った。 
 
４．労災病院治療就労両立支援センターや、産業保健総合支援センター、事業場の産業医、産業

看護職、人事労務担当者との連携 

 県の外郭団体に勤務している課長職の人で、県内の各地へ転勤が発生する仕事であったため、

通院するため、自宅近くの職場への異動願いを出していた。職場の人も受診に同行するなど、会

社側の理解が得られそうであったため、産業保健総合支援センターにつないだ。 
 
５．両立支援を進める際に、他の関係機関と連携するのに必要なツール 

 MSW、両立支援促進員、産業保健総合支援センターなど、両立支援に携わる機関や専門家に
よって、支援観（支援に関する視点や価値観等）が異なっているので、支援観の違いがあること

を関係者間で共有し、そのギャップを埋められるようなツールがあると助かる。 
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表１０ 面接調査の概要（疾患別拠点病院３） 

１．患者からの両立支援に関する問い合わせ 

 「医療費が払えない」といった経済的理由で相談に来るケースが多い。その際、仕事を持って

いる患者に対しては、年休や傷病手当金など、会社で利用可能な制度を確認するようにアドバイ

スしている。最初から両立支援を目的に相談に来るというよりは、「医療費に関する相談」から

「就労に関する相談」へシフトしていくケースが多い。 
 
２．患者の治療と就労の両立が上手くいった事例 

 急性期病院のため、治療が終わると回復期リハビリテーション病棟に転院するケースが多く、

最終的に就労を継続できたのかどうかまでフォローできていないのが現状。急性期病院の場合、

本人の復職に対する意欲を高めることが重要である。がん患者の場合、治療前は復職に対する意

欲が低下することが多いが、治療後は次第に意欲が高まってくる。治療後のスケジュールが明確

になると、本人も会社に復職の相談をしやすくなるようである。HIV 患者の場合、「どのように
会社に伝えれば良いか」だけでなく、「どうすれば会社に伝えないまま就労を継続できるか」と

いった内容の相談も多い。 
 
３．患者の治療と就労の両立が上手くいかなかった事例 

 具体的な事例ではないが、両立支援が上手くいかないのは、自営業者（傷病手当金がない）、

中小企業労働者（仕事の内容が限られているため、配置転換ができず、自ら退職してしまう）、

派遣社員（３ヵ月更新など、契約期間が短いため、診断書を提出しても、途中で契約期間が満了

してしまう）が多い。相談を受ける中で、同じ病気や障害を持ちながらも活躍している人の事例

を紹介したり、「自分の強み」を見つけることをアドバイスしたりするなど、様々な工夫をして

いる。 
 
４．労災病院治療就労両立支援センターや、産業保健総合支援センター、事業場の産業医、産業

看護職、人事労務担当者との連携 

 以前は労災病院と連携したケースもあったが、最近は連携していない。産業保健総合支援セン

ターについては、家族からの相談に乗ってもらおうとしたが、家族は対象外で断られた。精神疾

患の患者については、地域障害者職業センターと連携するケースが多い。また、社会保険労務士

が月に１回来院し、相談に乗っている（相談者は月１～２人程度）。ゼロベースで就職先を見つ

けることを希望している人に対しては、ハローワークの就職支援ナビゲーターを紹介している。 
 
５．両立支援を進める際に、他の関係機関と連携するのに必要なツール 

 両立支援を行う中で、会社側がどういうことで困っているのかが分からず、上手くアドバイス

できないことが多いため、会社が困っていることを病院へ伝えることができるような書式がある

と助かる。 
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付録 

「治療と就労の両立支援活動チェックリスト」（案） 

 
労災病院治療就労両立支援センター／治療就労両立支援部 
カテゴリー１（病院・センター本体【制度面：院内での取り組み】） 

 専任の両立支援コーディネーターを配置している 
（両立支援コーディネーターを配置している場合）両立支援コーディネーターに対する研修（例：

職場との連携、労働関係法規、コミュニケーション技術、各疾患の特徴など）を行っている 
 両立支援の院内連携を促進するため、日常的に開催される病棟カンファレンスを活用している 
 両立支援に関するフローを院内の関係部署に周知し、両立支援における各専門職の役割を明確
にしている 

 両立支援の対象となる人をリストアップするための院内連携が図られている 
 後遺症によって社会的支援を要する際の連携方法が確立されている 
 同じ疾患を持つ人たちによるピアサポートの相談窓口が開設されている 
 
カテゴリー２（病院・センター本体【制度面：院外へのアプローチ】） 

 協力病院へ訪問し、両立支援事業の内容の説明と院内支援体制の構築をサポートしている 
 産業医を対象に両立支援に関する研究会を開催するなど、啓発事業を行っている 
 企業向けに勉強会を開催し、疾患の特徴に対する底上げを図るなど、地域との連携を充実させ
ている 

 
カテゴリー３（病院・センター本体【本人への支援】） 

 リーフレット等を作成し、院内で両立支援を行っていることを患者に周知している 
 本人同意のもと、主治医を含めた多職種で症例検討を行い、職場への依頼事項をまとめたもの
を、本人から職場へ持参させている 

 
カテゴリー４（病院・センター本体【他の専門機関や職場との連携】） 

 複雑な労働関係法令に関わるケースについては、院外の社会保険労務士と連携している 
 専門スタッフが定期的に職場を訪問し、本人、上司、産業保健スタッフ、人事労務担当者と合
同で面談を行っている 

 本人が転退院した後も支援を継続するため、他施設と連携を図っている 
 生活・復職のキーパーソンとなる人と連携を図っている 
 
カテゴリー５（両立支援コーディネーター・ＭＳＷ【全般的な取り組み】） 

 本人、主治医、事業場の関係者から聴取した内容をもとに治療方針や労務管理上の留意事項を
整理し、事業場（管理監督者や産業保健スタッフ）に伝達し、治療方針に沿った労務管理面に

おける対応（職務内容の見直しや休暇の活用など）について協議できるよう関係者間を調整し

ている 
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カテゴリー６（両立支援コーディネーター・ＭＳＷ【本人・家族への支援】） 
 本人の疾患に関連する悩み（例：治療、副作用、生活への影響など）を傾聴し、寄り添いなが
ら対応している 

 利用可能な社会資源（例：高額医療費、休業補償金、障害者年金など）の情報を本人に提供し
ている 

 休職期間の確認を勧めるなど、本人の経済的安定を目的とした支援を行っている 
 事業場への説明方法に関する情報を本人に提供している 
 支援に際して、職務に必要な基本能力（例：読む、書く、注意力、集中力、記憶力、指示の理
解力、対人関係能力、耐久性、疲労の自己コントロールなど）に関する評価を行っている 

 本人に病状や後遺症を正しく理解してもらうよう努めている 
 復職に向けた準備体制を検討する際に、本人が自ら考え、選択・決定する機会を与えている 
 本人や家族の希望通りの結果にならなかった場合、妥当な落とし所を一緒に模索ないし提案し
ている 

 回復期リハビリテーション病棟へ転院後も、支援を継続できることを伝えている 
 本人が転院する場合、復職支援の経験が豊富な医療機関を紹介している 
 本人および家族との面談を繰り返し、復職までの過程を整理し、医療スタッフや事業場との連
携が図れるように支援している 

 必要に応じて、退職を余儀なくされた場合の支援についても本人に説明している 
 発症前の支出と収入額・発症後の減少の程度を聞き取り、今後どのように生活するのかを本人
や家族とともに考え、他の家族員の援助なども含め収入を確保し支出を抑えるなどの検討を行

っている 
 治療の副作用に応じて作業内容、作業環境に必要な配慮を考え、事業者に伝える方法を考えて
いる 

 本人に対して就労に向けてのアドバイスをしている 
 復職に向けて、本人の生活リズムの確認を行っている 
 事業場側に本人の情報を伝える場合、十分に倫理的配慮を行い、本人同意の確認をしている 
 事業場からの意見を踏まえた上で、本人への対応方法を検討している 
 職場に求める配慮を事業者に伝える際には、デリケートな問題なので、本人と十分に話し合っ
ている 

 
カテゴリー７（両立支援コーディネーター・ＭＳＷ【他の専門職・専門機関との連携】） 
 医師、看護師、薬剤師、理学療法士等の他職種と連携を取っている 
（勤労者メンタルヘルスセンターが設置されている場合）本人の心理面へのケアについて、必要

に応じて勤労者メンタルヘルスセンターと連携している 
（本人が転院する場合）「本人が復職を希望していること」や「復職支援に関して得た情報」を

転院先へ伝えている 
（本人が転院する場合）通常のパスや報告書だけでなく、職業関連情報についても、転院先に明

確に伝えている 
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 復職までに時間を要する場合、「地域障害者職業センター」や「障害者就業・生活支援センター」
などの社会資源を活用し、連携している 

 医療機関以外の施設に情報提供を行う場合、「専門用語を使用しない」、「具体的なエピソードを
記載する」などの配慮を行っている 

 各担当チームから本人の現症（医学的見解）、勤労状況（安全・衛生にかかる要因）、全般的生
活状況（個人・状況要因）、事業場側の懸念事項についてアセスメントしている 

 
カテゴリー８（両立支援コーディネーター・ＭＳＷ【職場との連携】） 

 事業場の立場を考慮した上で、産業保健スタッフと情報共有している 
 情報提示や提案を行う際、事業場側の意向や要望を確認するなど、事業場が両立支援を受け入
れやすいよう配慮している 

 事業場に本人の病状や後遺症を正しく理解してもらうよう努めている 
 主治医の診断書の内容を具体的な事例に落とし込んで事業場側に伝えている 
 
カテゴリー９（両立支援コーディネーター・ＭＳＷ【情報収集】） 

 本人、家族、事業場など、多面的に情報収集を行っている 
 支援に際して、復職先の仕事に関する情報（例：労働者数、相談窓口、勤務形態、役職、仕事
内容、通勤手段、休職制度など）を収集している 

 復職の支援に際し、病状や障害状態だけでなく、家族構成や状況・生活歴・経済状態・就労状
況・職歴・取得資格・生活設計・社会資源の活用状況などを基本情報として聞き取って整理し

ている 
 
カテゴリー１０（両立支援コーディネーター・ＭＳＷ【両立支援計画書の作成】） 

 両立支援計画書（注）を作成し、今後の治療の見通しを視覚化している 
（両立支援計画書を作成している場合）両立支援計画の内容を、できるだけ早期に本人や家族へ

提案している 
（両立支援計画書を作成している場合）本人や事業場と連絡を取りながら、両立支援計画の内容

の見直しを適宜行っている 
（両立支援計画書を作成している場合）両立支援計画の内容を医療機関（担当チーム）、本人、

家族、事業場の関係者間で共有している 
 
（注）「両立支援計画書」は総称であり、「治療と職業生活（仕事）の両立プラン」や「復職支援計

画書」と称する場合もあるが、いずれも両立支援コーディネーターが作成する計画書であり、「事

業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン」（平成 28年 2月：厚生労働省）
において、事業者が作成することが望ましいとされている「両立支援プラン」や「職場復帰支

援プラン」とは異なるものである。 
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疾患別拠点病院（主にがん診療連携拠点病院） 
 社会保険労務士を配置している 
 社会保険労務士会との共催で障害年金相談を行っている 
 ハローワークとの連携を整備している 
 医師が「今すぐ仕事を辞める必要がない」と助言している 
「がん相談支援センター」が設置されている 
「患者・家族支援センター」を設置し、多職種で本人やその家族の支援を行っている 
 ピアサポートのサロンが開催されている 
 
産業保健総合支援センター（主に両立支援促進員：保健師・社会保険労務士など） 
 事業者、産業保健スタッフ、本人からの相談対応を行っている 
 本人と事業場との個別調整支援を行っている 
 事業者等に対する啓発セミナーを開催している 
 両立支援のための環境整備に係るアドバイスや教育を行うため、事業場へ個別訪問を行ってい
る 

 事業者に対する情報提供（例：他社での取り組み事例、就業上の配慮、法人や従業員の相談窓
口、受診医療機関との連携方法など）を行っている 

 利用できる公的な制度（例：高額療養費制度、高額医療費貸付制度、傷病手当金など）に関す
る情報提供を行っている 

 
企業外労働衛生機関 
※ 文献レビューからは抽出されず（今後、作成予定） 
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平成 29 年度労災疾病臨床研究事業費補助金 
「治療と就労の両立支援のための事業場内外の産業保健スタッフと医療機関の連携モデルとその活動評

価指標の開発に関する研究」 (170401―02) 
 

分担研究報告書 
 

当事者からの好事例の収集、支援モデル、活動評価指標の作成と検証、研究会開催 
 

分担研究者 江口尚（北里大学医学部公衆衛生学・講師） 
 
研究要旨：本研究の目的は、事業場における治療と職業生活の両立支援に関わる関係者間の連携を一層

進めていくために、両立支援を有効に進めるための、関係者（当事者、企業（経営者・人事担当者）、産

業保健スタッフ、産業保健総合支援センター、労災病院両立支援センター、疾患別拠点病院、労働衛生

機関）の活動のニーズを踏まえて、好事例収集などを行い、関係施設の活動を有機的に連携させた支援

モデルを構築することである。初年度に当たる今年度は、両立支援が必要な労働者の現状を把握するた

めのインターネット調査の実施、両立支援を円滑に進めるための課題の抽出とその課題を解決するため

のパンフレットの作成、当事者や関係者からの意見収集のための研究会の開催、事例収集やツールを試

行するための北里大学病院内での就労支援に関する体制の構築、両立支援に関する情報発信のためのホ

ームページの開設、を行った。その結果、両立支援が必要な労働者のうち、自分の体調のことについて

会社と相談ができていないこと、主治医と仕事についての情報交換ができていないこと、両立支援に関

する社内体制の整備も不十分であること、特に中小企業において経営者や人事担当者の両立支援に対す

る理解が得づらいことが明らかになった。これらの結果を踏まえて、平成 30 年度の研究では、平成 29
年度に構築した協力体制をベースに、実際に、研究班で作成した成果物などの運用を行うことで、それ

ぞれの取り組みが、課題の解決につながり、その結果、より現場に活かせるような形になるようにブラ

ッシュアップすることが可能となった。 
 
Ａ．研究目的 

本研究では、事業場における治療と職業生活の

両立支援のためのガイドライン（2016 年 2 月）が

示す両立支援に関わる関係者間の連携を一層進め

ていくために、産業保健学、臨床医学及び経営学

からなる研究班を組織し、両立支援を有効に進め

るための、関係者（当事者、企業（経営者・人事

担当者）、産業保健スタッフ、産業保健総合支援セ

ンター、労災病院両立支援センター、疾患別拠点

病院、労働衛生機関）の活動のニーズをソーシャ

ルマーケティングの手法で明らかにし、好事例収

集で明らかになる諸活動を核として、関係施設の

活動を有機的に連携させた支援モデルを構築する。

そのうえで、支援活動を評価する指標を開発し、

モデル事業を行ってこれらの検証を行う。特に、

活動評価指標には経営的視点を取り入れ、提供す

る支援活動は、関係者の相談に応じて総合的な支

援に結びつけるワンストップサービスの構築を目

指し、中小企業の利便性向上を図る。 
初年度に当たる今年度の本分担研究の研究目的

は、両立支援が必要な当事者の状況の把握、両立

支援を行う関係者が連携する上での抱えている課

題の把握、両立支援を中小企業において進めるた

めのツールの開発、両立支援を進めるための情報

提供のためのホームページの開設、事例収集のた

めの北里大学病院内での体制を整備、を目的とし

た。 
 
Ｂ．対象と方法 
１．インターネット調査 
１－１．対象者 

株式会社マクロミルの疾患パネル（対象疾患：脳

梗塞、脳出血・くも膜下出血、がん、潰瘍性大腸

炎、クローン病、パーキンソン病、重症筋無力症、

多発性硬化症、慢性腎不全、代謝内分泌疾患、関

節リウマチ、線維筋痛症、血友病、再生不良性貧

血、骨髄異形成症候群、骨髄線維症、混合性結合

組織病 
全身性エリテマトーデス、エイズ、アルツハイマ

ー型認知症、脳血管性認知症、レビー小体型認知

症、うつ病、躁病、双極性障害（躁うつ病）、統合

失調症）に登録しているモニターに対して調査へ

の協力を依頼し、以下の項目に対して全て「はい」

と回答したモニター1100 名（男性 550 名、女性

550 名）を調査対象とした。 
 スクリーニング項目 
1．あなたは、今、がん、脳卒中、心臓病、糖尿病、

肝炎、膠原病、神経難病     など、反復・

継続して治療が必要で、短期で治癒しない疾病や

障害を抱えて  いますか。 
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平成 29 年度労災疾病臨床研究事業費補助金

「治療と就労の両立支援のための事業場内外の産業保健スタッフと医療機関の連携モデルとその活動評
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分担研究者 江口尚（北里大学医学部公衆衛生学・講師）
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□はい □いいえ 
2．あなたは、今、仕事をしていますか。 
□はい □いいえ 
3．あなたは、今、適切な治療を受けながら、仕事

を継続するにあたって、    会社から何かし

らの支援が必要ですか。 
□はい □いいえ 
１－２．調査期間 
2018 年 2 月 20 日から 2 月 23 日とした。 
 
１－３．調査項目 
本研究の観察項目は、以下の項目を収集した（資

料 1）。 
1. 現在受けている両立支援の状況 
2. JCQ（職業性ストレスを測定するための尺度）

（Kawakami et al., 1995）（職場の心理社会

的要因） 
3. 組織公正性尺度(Inoue et al., 2009) （職場の

心理社会的要因） 
4. 職場のソーシャルキャピタル尺度（Eguchi et 

al., 2017）（職場の心理社会的要因） 
5. 心理的安全風土尺度（Hall et al., 2010）（職

場の心理社会的要因） 
6. K6（心理的ストレス反応を測定するための尺

度）（Furukawa et al., 2008） 
7. 性別 
8. 年齢 
9. 学歴 
10. 雇用形態 
11. 障害者雇用の状況 
12. 勤務先の企業規模 
13. 両立支援に関する職場の制度 
14. 職種 
15. 世帯年収 
16. 主たる生計維持者の状況 
17. 労働時間（週間） 
18. 勤務先の事業内容 
 
１－４．統計解析方法 
属性別の現在受けている両立支援の状況について

の記述統計、Χ二乗検定 
 
２．パンフレット作成 
２－１．パンフレット１の作成 

関係者（専門医、中小企業経営者、医療機関の

医療ソーシャルワーカー（MSW）、産業保健総合

支援センター、産業保健職）へのヒアリングを行

い、中小企業において両立支援を進めるうえでの

課題を抽出した。 
神奈川県では、神奈川産業保健総合支援センタ

ーが中心となって、大学病院を有する県内 4 大学

（北里大学、聖マリアンナ医科大学、東海大学、

横浜市立大学）と関東労災病院が連携する神奈川

両立支援モデルが構築された。そのモデルを運用

していくに当たって、産業保健総合支援センター

の活用するためには、産業保健総合支援センター

の認知度を上げる必要性があった。 
そういった課題を踏まえて、産業保健総合支援

センターンの活用を念頭においたパンフレットを

作成することにした。 
パンフレットを作成するにあたっては、産業保

健総合支援センター、神経内科専門医、神奈川両

立支援モデルに参加している医療機関に所属する

MSW から意見をもらって事例を作成した。 
 
２－２．パンフレット２の作成 
パンフレット２は、平成 26 年度厚生労働科学研

究費の成果物として作成した人事担当者や産業保

健職向けの難病患者の両立支援のためのパンフレ

ットを、難病に限定せずに、両立支援が必要な労

働者への対応を求められた場合に対応できるよう

に、改訂した。 
 
３．研究会の開催 
 関係者からの両立支援に関する意見収集のため

に、これからの治療と就業生活の両立支援を考え

る研究会を開催した。 
日時 2017 年 12 月 3 日（土）13:30～16:30 
場所 ヒューリックホール＆ヒューリックカンフ

ァレンス 
【研究班から】 
研究班の活動から見えてきたこと（北里大学医学

部公衆衛生学単位 教授 堤明純） 
【基調講演】 
障害年金の活用と関係機関の連携：社会保険労務

士の立場から（松山社会保険労務士事務所 代表 

松山純子） 
【シンポジウム】 
産業保健総合支援センターの立場から（神奈川産

業保健総合支援センター 所長 渡辺 哲） 
産業保健職の立場から（北里大学医学部公衆衛生

学 講師 江口 尚） 
難病者等の就労を支える機関の立場から（神奈川

障害者職業センター 所長 宮崎 哲治） 
当事者の立場から（一般社団法人 日本難病・疾病

団体協議会 代表理事 森 幸子） 
 
４．北里大学病院内での両立支援体制の構築支援 
４－１．トータルサポートセンターとの協力体制

の構築 
 北里大学病院内で、治療と仕事の両立支援を進

めるために、学部内、院内の調整を行った。 
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４－２．院内向けの両立支援に関するセミナーの

開催 
第 1 回 
日時 2018 年 1 月 17 日（水）17:30～19:00 
場所 臨床研究教育（IPE）棟 5 階（チーム医療

演習室） 
プログラム内容 
治療と仕事の両立支援における最近の動向（北里

大学病院トータルサポートセンター長 田邉聡） 
治療と仕事の両立支援（北里大学医学部公衆衛生

学） 
医療現場における積極的な両立支援対策と今後の

課題（赤羽乳腺クリニック院長 赤羽和久） 
 
第 2 回 
日時 2018 年 2 月 27 日（火）17:30～19:00 
場所 北里大学病院集団指導室 
プログラム内容 
東京労災病院における積極的な両立支援業務の実

際（東京労災病院医療ソーシャルワーカー・両立

支援コーディネーター 原田理恵） 
 
５．ホームページの開設 
研究班の成果物と、研究会の内容の公開、両立支

援に関する知見をまとめるために、ホームページ

を作成した。 
URL：

http://www.med.kitasato-u.ac.jp/~publichealt

h/bs/ 

 
倫理的配慮 

インターネット調査の実施にあたっては、北里

大学医学部・病院倫理委員会 観察・疫学研究審査

委員会において承認を得た。 
 
Ｃ．結果 
１．インターネット調査 

1134 名から回答を得た。調査対象者の属性につ

いては表１に示した。JCQ（仕事の要求度、コン

トロール、上司の支援、同僚の支援）、組織公正性

尺度、職場のソーシャルキャピタル尺度、心理的

安全風土尺度、心理的ストレス反応（K6）の男女

別の結果を表２に示した。また、両立支援に関す

る質問項目問 1 から 15 の回答の度数分布を表 3
から表 19 に示した。 

「あなたは、ご自身の病気のことを会社（上司

や人事、産業医、経営者など）に報告しています

か」という問いに対して、「報告している」が 76.5%、

「報告していない」が 23.5%であった（表 3）。 
「あなたは、会社や職場に対して、治療と職業

生活の両立（治療をしながら仕事を続けること）

への支援を申し出ていますか」という問いに対し

て、「申し出ている」が 54.4%、「申し出ていない」

が 45.6%であった（表 5）。 
「あなたは、仕事を続けるにあたり主治医に意

見（書）を求めていますか」という問いに対して、

「求めている」が 45.7%、「求めていない」が 54.3%
であった（表 6）。さらに、主治医に意見書を求め

ている人に対して、「あなたは、主治医に意見（書）

を求めるにあたり、業務内容を記載した書面を主

治医に提出していますか」との問いに対して、「し

ている」は 47.5%、「していない」は 52.5%であっ

た（表 7）。また、同様の対象者に対して、「あな

たは、主治医の意見書を会社や職場に提出してい

ますか」との問いに対して、「している」は 63.3%、

「していない」は 36.7%であった（表 8）。 
職場内の両立支援の体制整備の状況については、

「あなたの会社や職場では、事業者が、治療と職

業生活の両立支援にあたっての基本方針や具体的

な対応方法等の事業所内ルールが作成されていま

すか」との問いに対して、「作成されている」が

16.0%、「作成されていない」が 52.6%、「わから

ない」が 31.4%であった。また、「あなたの会社や

職場では、社内の研修などで、治療と職業生活の

両立支援について、研修が行われていますか」と

の問いに対して、「行われている」が 10.1%、「行

われていない」が 70.8%、「わからない」が 19.1%
であった。 
 
２．パンフレットの作成 

パンフレット 1 と 2 を作成した。パンフレット

1 は、当事者から医療機関の相談窓口に就労に関

する相談があった場合に、産業保健総合支援セン

ターの事業を、中小企業に紹介することを目的に

した。ストーリーを分かりやすくするために、漫

画を用いて作成した。 
 パンフレット２を作成した（資料 1）。 
 

３．研究会の開催 
当日の参加者は 55名であった。アンケートは

39名から回収した。満足度については、満足が 30

名、どちらかと言えば満足が 7名、どちらかと言

えば不満足が 2名であった。関係者が有する治療

と仕事の両立支援に関する課題についても情報収

集した（表 20）。研究会では、両立支援に関係す

る機関や専門職から多くの情報提供がなされた。

それを情報共有するための報告書を作成した（資

料２）。両立支援が必要な当事者や、それを支援す

る関係者の抱えている課題が明らかになった。 

 

４．北里大学病院内での両立支援体制の構築支援 
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４－１．トータルサポートセンターとの協力体制

の構築 

2018年 4月 1日から、トータルサポートセンタ

ーの兼務医師として北里病院内での手続きを開始

した。トータルサポートセンターとの定期的なミ

ーティングを開始し、4月以降の院内の両立支援

の体制を検討した。その結果、主治医の負担を増

やすことなく、就労に関する支援ができるような

ニーズがあることが明らかになった。そのニーズ

をもとに、モデル案を作成した（図２）。 

 

４－２．院内向けの両立支援に関するセミナーの

開催 

第 1回の院内向けの両立支援に関するセミナー

への参加者は院内を中心に 39名であった。院外か

らも、神奈川両立支援モデルに参加する横浜市立

大学、東海大学、聖マリアンナ医科大学から、各

1 名の医療ソーシャルワーカーが出席した。第 2

回の院内向けの両立支援に関するセミナーの参加

者は院内外から 30名であった。 

この 2回のセミナーを通じて、先進事例を学ぶ

ことで、医師、看護師、薬剤師、作業療法士、理

学療法士、医療ソーシャルワーカーなど全ての医

療職が患者の仕事に関心を持つこと、そのような

意識変革を通じて病院全体で就労支援に取り組む

という組織風土を構築することの重要性について

今後、院内で両立支援を進める上での課題を収集

できた。 

セミナーの内容は、今後、院内で情報共有を図

るために報告書として取りまとめ、両立支援への

関心を高めるために、院内の関係者に配布した（資

料３）。 

 

 

５．ホームページの開設 
研究班の成果物と、研究会の内容の公開、両立

支援に関する知見をまとめるために、ホームペー

ジを作成した。 
URL：

http://www.med.kitasato-u.ac.jp/~publichealt

h/bs/ 

 本ホームページに対しては、当事者や関係者か

ら、単に研究班の研究成果の情報発信にとどまら

ず、両立支援を進める上での課題の解決に資する

ような収集した事例の公表や、既存の研究をより

使いやすいように情報整理をする役割も期待され

た。 

 
図１ ホームページ 
 

Ｄ．考察 
１．インターネット調査 

インターネット調査の実施により、両立支援が

必要な労働者の現状や、両立支援に関する体制整

備の状況について把握することが、料理写し円が

必要な労働者が、適切な支援を受けられていない、

主治医と仕事についての情報交換ができないいな

いこと、社内の体制整備が不十分であることが明

らかになった。 
今後は、収集したデータをもとに、より詳細な

分析を行う予定である。事業所規模別や産業別の

データなどについては、平成 30 年度にパンフレッ

トを改訂する際に、反映させることも検討する。 
結果の解釈にあたっては、インターネット調査

には、対象者についてのバイアスがあることには

留意する。 
 
２．パンフレットの作成 
今年度は、医療機関で就労に関する相談を行っ

た当事者を抱えた勤務先の経営者や人事担当者

（主に中小企業を想定）が何をすれば良いのかを

示した 2種類のパンフレットを作成した。平成 30

年度は、このパンフレットを、神奈川両立支援モ

デルの枠組みなどを活用して、実際に試行する。

そのうえで、関係者からフィードバックを収集し

て、さらにインターネット調査で得られた知見を
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加えて、より使い勝手の良いもの、中小企業の経

営者や人事担当者が、両立支援に前向きに取り組

めるようににブラッシュアップしていく予定であ

る。 
 
３．研究会の開催 

今年度実施した第 1 回目の研究会では、当事者、

関係者から幅広い意見を収集することが出来た。

また、参加者からも一定の評価を得ることができ

たと考えている。今年度の研究会で得らえれた意

見と、今後の調査研究の進捗を踏まえて、テーマ

を検討して、関係者からの幅広い意見を収集でき

るように平成 30 年度も開催予定である。 
 
４．北里大学病院内での両立支援体制の構築支援 
４－１．トータルサポートセンターとの協力体制

の構築 
 今年度は、トータルサポートセンターとの協力

体制を構築した。このような協力体制を構築する

ことにより、本研究班で得られた知見や、開発し

た成果物、活動評価指標などを試行する場を作る

ことが出来た。次年度は、研究者自らが、産業衛

生専門医として、トータルサポートセンターの看

護師や、医療ソーシャルワーカーと協力して就労

支援のケースへの対応にあたりながら、自分たち

が作成したパンフレットを試行していく予定であ

る。また、そこでの経験を踏まえて、現場に必要

な情報を収集し、情報提供が必要なことについて

は、研修会などを開催していく予定である。 
 
４－２．院内向けの両立支援に関するセミナーの

開催 
今年度は、2 回のセミナーを開催することで、

院内においては、両立支援に関する情報提供につ

いて、一定の効果があったのではないかと考えら

れた。この結果を踏まえて、平成 30 年度の、がん

については、就労に関する主治医の意見書が保険

収載された。こういった動きを踏まえて、平成 30
年度は様々な動きが出てくることが予想されるこ

とから、院内にとどまらず、就労支援に関心のあ

る地域の看護師や医療ソーシャルワーカーとも連

携して事例検討会なども行っていく予定である。 
 
５．ホームページの開設 
治療と仕事の両立支援に関しては、多くの情報が

あることから、本研究班の活動報告だけではなく、

両立支援についての情報を整理することも必要に

なってくると考えられる。今後、厚生労働省や労

働者健康安全機構が治療と仕事の両立支援に関す

るポータルサイトを立ち上げる予定であることか

ら、次年度は、それらを補完できるようなホーム

ページの構築を行う予定である。 
 
Ｅ．結論 

今年度は、インターネット調査、パンフレット

の作成、研究会の開催、北里大学病院内での両立

支援体制の構築、ホームページの開設を行った。

その結果、両立支援が必要な労働者が自分の体調

のことについて会社と相談ができていないこと、

主治医と仕事についての情報交換ができていない

こと、両立支援に関する社内体制の整備も不十分

であること、特に中小企業において経営者や人事

担当者の両立支援に対する理解が得づらいこと、

などが明らかになった。これらの結果を踏まえて、

平成 30 年度の研究では、平成 29 年度に構築した

協力体制をベースに、実際に、研究班で作成した

成果物などの運用を行うことで、それぞれの取り

組みが、課題の解決につながり、その結果、より

現場に活かせるような形になるようにブラッシュ

アップすることが可能となった。 
 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

江口尚. 難病のある人の就労支援-産業保健職に

期待される役割-. シンポジウム 2「治療と職業生

活の両立支援をどうすすめるか」. 第 27回日本産

業衛生学会全国協議会. 2017. 高知. 

江口尚. 米国における合理的配慮に関するデータ

ベースの紹介. 第 27 回日本産業衛生学会全国協

議会. 2017. 東京. 

江口尚, 和田耕治. 介護と仕事の両立による労働

者のストレスの状況：国民生活基礎調査の結果か

ら. 第 76回日本公衆衛生学会. 2017. 鹿児島. 

江口尚. 一億総活躍社会における産業保健活動の

見える化 ～産業看護職に期待される役割と説明

責任～. 教育講演 1. 第 6 回日本産業看護学会. 

2017. 東京. 

江口尚. 米国における両立支援に関するデータベ

ースの応用例. シンポジウム２両立支援. 第 24

回日本行動医学会. 2017. 東京. 

江口尚. 難病患者の就労支援. シンポジウム 11.

第 88回日本衛生学会. 2018. 東京. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況(予定を含む。) 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 
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なし 

 
Ｉ．引用文献 
なし
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Ⅰ. あなたが現在受けている両立支援の状況について 

あなたが、現在受けている両立支援の状況についてお尋ねします。 

1. あなたは、ご自身の病気ことを会社（上司や人事、産業医、経営者など）に報告してい

ますか。 

□報告している □報告していない 

【報告していると回答した方に対して】誰に報告していますか。 

  □経営者 □上司 □同僚 □人事担当者  

□産業医や産業看護職などの健康管理スタッフ □その他 

2. あなたは、会社に対して、治療と職業生活の両立（治療をしながら仕事を続けること）

への支援を申し出ていますか。 

□申し出ている □申し出ていない  

3. あなたは、仕事を続けるにあたり主治医に意見（書）を求めていますか。 

□求めている □求めていない 

4. あなたは、主治医に意見を求めるにあたり、業務内容を記載した書面を主治医に提出し

ていますか。 

  □している □していない 

5. あなたは、主治医の意見書を会社に提出していますか。 

□している □していない 

6. あなたは、主治医からの意見書をもとに、会社と、治療と職業生活の両立をするために、

働き方について相談や検討をしていますか。 

□している □していない 

7. あなたは、主治医からの意見書をもとに、治療と職業生活の両立をするために何らかの

支援を受けていますか。 

□受けている □受けていない 

8. あなたは、職場で、下記の支援を受けていますか。 

支援の内容 支援あり 支援なし 

必要 必要でない 

産業医や産業看護

職による事業所内

での健康管理 

1 2 3 

上司などによる定

期的な健康状態の

確認 

1 2 3 

主治医・専門医と

職場担当者を交え

た仕事内容のチェ

ック 

1 2 3 

職場内で必要な休

憩や疾患の自己管

理ができる場所の

配慮 

1 2 3 

通院への配慮 1 2 3 

勤務時間中の服薬

や自己管理、治療

1 2 3 
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等への職場の配慮 

能力的に無理のな

い仕事への配置 

1 2 3 

仕事の内容や仕方

の個別的な調整や

変更 

1 2 3 

労働時間や勤務時

間に関する環境整

備 

1 2 3 

 

9. あなたは、ご自身が受けている両立支援について、定期的に会社と話し合えていますか。 

□話し合えている □話し合えていない 

10.会社は、あなたが両立支援を受けることに協力的ですか。 

□協力的である □協力的でない 

11.あなたは、治療と職業生活の両立支援を受けるために、産業医や保健師、看護師等の産

業保健スタッフのサポートを受けられますか。 

□受けられる □受けられない □産業保健スタッフがいない 

12.あなたは、必要な治療を受けられない時がありますか。 

□ない（いつも受けられている） □ときどき受けられていない 

□いつも受けられない 

・その受けられない理由は（複数選択可） 

1．仕事を引き継げる人がいないから 

2．他の社員に迷惑がかかるから 

3．仕事量が多いから 

4．取引先に迷惑がかかるから 

5．上司が許可を出さないから 

6．経済的に受診する余裕がないから 

7．その他 

13.あなたの職場では、あなたより前にも治療しながら仕事を続けている人がいましたか。 

□いた □いなかった □わからない 

14.あなたの職場では、事業者が、治療と職業生活の両立支援にあたっての基本方針や具体

的な対応方法等の事業所内ルールが作成されていますか。 

□作成されている □作成されていない □わからない 

15.あなたの職場では、社内の研修などで、治療と職業生活の両立支援に ついて、研修が

行われていますか。 

□行われている □行われていない □わからない 

 

Ⅱ. あなたのお仕事について 

あなたの仕事全般について伺います。文章をよく読んで，最もあてはまる答えにチェックを

つけて下さい。 

  1全く違う 違 2う 3そうである 4全くそうである 

1． 新しいことを覚えることが必要な仕事だ。 

2． 繰り返しの作業がたくさんある仕事だ。 

3． 創造性が必要な仕事だ。 
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4． 自分自身でどのように仕事をするか決めることができる。  

5． たくさんの技術や知識が必要な仕事だ。  

6． どのように仕事をすすめるか決める自由は，私にはほとんどない。 

7． 仕事の中で，何種類も別々のことをする機会がある。 

8． 自分の仕事の予定を決めることができる。  

9． 自分自身の特別な才能をのばす機会がある。  

10． とても速く働くことが必要な仕事だ。 

11． とても一生懸命に働くことが必要な仕事だ。 

12． あまりに多すぎる仕事を頼まれることはない。 

13． 仕事をやり終えるのに十分な時間が与えられている。 

14． 他の人達からお互いにくい違う指示を出されて困ることはない。 

15． 私の上司は，部下のためを考えてくれる。 

16． 私の上司は，私が言っていることに耳を傾けてくれる。 

17． 私の上司は，仕事をやりとげる上で助けになる。 

18． 私の上司は，うまくみんなを共同して働かせている。 

19． 私が一緒に働いている人達は，仕事をする上で有能な人達である。 

20． 私が一緒に働いている人達は，私に個人的に関心を持ってくれる。  

21． 私が一緒に働いている人達は，親しみやすい人たちである。  

22． 私が一緒に働いている人達は，仕事をやりとげる上で助けになる。  

  

Ⅲ. あなたの職場組織について 

1) あなたの職場の意思決定について，最もあてはまるもの 1 つにチェックをつけてくださ

い。 

1 全く当てはまらない 2 あまり当てはまらない 3どちらともいえない   

4 やや当てはまる 5 非常に当てはまる 

      

1. 意思決定は正確な情報に基づいてなされている。 

2. 決めたことがうまくいかなかった場合に意見を述べたり，異議を申し立てたりする

機会が与えられている。 

3. 意思決定によって影響を受ける全ての関係者が，意思決定に参加している。 

4. 意思決定は一貫している(全ての従業員に対し規則が同様に適用される)。 

5. 意思決定によって影響を受ける全ての人たちの考えが，意思決定をする前に聞かれ

ている。 

6. 意思決定やそれに基づく実施の結果について，事後に意見や情報が集められている。 

7. 意思決定について分からないことがあれば，説明や追加情報を要求することが可能

である。 

 

2) あなたの上司の態度や行動について，最もあてはまるもの 1 つにチェックをつけてくだ

さい。 

 1全く当てはまらない 2あまり当てはまらない  

 3どちらともいえない 4やや当てはまる 5非常に当てはまる 

      

1. 上司は私たちの考え方を考慮してくれる。  

2. 上司は独りよがりなものの見方をしないようにすることができる。 
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3. 上司は意思決定やその影響について，タイミングよく情報を提供してくれる。  

4. 上司は親切心と思いやりをもって私たちに接してくれる。上司は私たちの従業員と

しての権利に対して理解を示してくれる。 

6. 上司は誠実な態度で，私たちに対応してくれる。 

  

3) あなたが日常一緒に働いている職場やグループについて，最もあてはまるもの 1 つにチ

ェックをつけてください。 

 1違う 2やや違う 3まあそうだ 4そうだ 

 

1. 私たちの職場では，ともに働こうという姿勢がある。 

2. 私たちの職場では，お互いに理解し認め合っている。 

3. 私たちの職場では，仕事に関連した情報の共有ができている。 

4. 私たちの職場では，助け合おうという雰囲気がある。 

5. 私たちの職場では，お互いに信頼し合っている。 

6. 笑いや笑顔がある職場だ。 

 

4）次の文章はあなたの職場における心の健康と安心に関するものです。 

当てはまる箇所に 1つだけ印をつけてください。 

1全く当てはまらない 2当てはまらない 3どちらともいえない    

4当てはまる        5よく当てはまる 

 

1． 私の職場では、経営者が従業員の心の健康に影響する問題や課題を解決するために

迅速に行動する。 

2． 従業員の心の状態が懸念されたら、経営者は、その解決のために敢然と行動する。 

3． 経営者は、積極的に関わることで、ストレス予防対策を支援する姿勢を示している。 

4． この組織では、従業員の心の健康や安心が優先されている。 

5． 経営者は、従業員の心の健康が非常に重要であることをはっきりと認識している。 

6． 経営者は、従業員の心の健康が生産性と同じくらい重要であることを 認識してい

る。 

7． この職場では、私の心の安心に関する問題について、良好なコミュニ ケ―ション

が取られている。 

8． 上司は、職場における心の健康や安心に関する情報をいつも私に提供 してくれる。 

9． 組織における労働安全衛生上の問題を解決するために、私がどのようなことをして

いるのか耳を傾けてもらえる。 

10． 心の健康と安心に関して、従業員、労働組合、職場の安全衛生の代表者が参加し、

協議が行われている。 

11． 従業員は、心の健康と安心に関することに関わることが推奨されている。 

12． 私の組織では、経営者から一般従業員までの全員がストレス予防対策に関わってい

る。 

Ⅳ. あなたの心身の具合について 

過去 30日の間にどれくらいの頻度で次のことがありましたか。 

 0全くない 1 少しだけ 2ときどき 3たいてい 4いつも 

 

1. 神経過敏に感じましたか。 
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2. 絶望的だと感じましたか。 

3. そわそわ，落ち着かなく感じましたか。 

4. 気分が沈みこんで，何が起こっても気が晴れないように感じましたか。 

5. 何をするのも骨折りだと感じましたか。 

6. 自分は価値のない人間だと感じましたか。 

Q1． あなたの性別をお答え下さい。 

   男性     女性 

 

Q2． あなたの年齢をお答え下さい。（      ） 歳 

 

Q3．最終の学校教育歴をお答えください。 

  □中学校卒業             □高校中退・卒業    

  □短大・高専・専門学校中退・卒業   □大学中退・卒業 

  □大学院中退・修了 

 

Q4．あなたの雇用形態は次のどれにあたりますか。 

  □経営者・役員     □正規の職員・従業員  □パート     

  □アルバイト  □労働者派遣事業所の派遣社員    □契約社員 

  □嘱託     □その他 

 

Q5. あなたは、障害者として特別な雇用枠で採用をされていますか。 

  □はい   □いいえ 

 

Q6．あなたが勤務している企業において常用労働者は何人ですか。あなたが勤務している事

業所の他、本社、支社、工場、営業所など全ての国内の事業所を合わせた人数をお答え下さ

い。 

□10-29人    □30-49人    □50-99 人    □100-299 人 

□300-999人   □1,000-4,999人 □5,000 人以上  □官公庁 

 

Q7. あなたの職場で対応可能な制度を以下から選択ください。（複数選択可） 

1. 時差出勤 

2. 1日の所定労働時間を短縮 

3. 週又は月の所定労働時間等を短縮 

4. 時間単位の休暇（年休時間付与を含む） 

5. 在宅勤務（テレワークを含む） 

6. 試し（ならい）出勤 

7. 傷病休暇・病気休暇（賃金補償あり） 

8. 傷病休暇・病気休暇（賃金補償なし） 

9. なし 

 

Q8．あなたの現在の仕事は以下のどれに一番近いですか。 

1. 管理職 (課長職以上の方はここをチェックしてください) 

2. 専門職 (研究職，技師，コンピューターエンジニア，医師，看護師，教員など) 

3. 技術者 (電気技術者，コンピューター技術者，栄養士など) 
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4. 事務職 (一般事務員，経理，秘書，パンチャーなど) 

5. サービス (販売員，保安員，ウェイトレス，保育，介護者など) 

6. 技術を必要とする生産技能職 (建築，機会修理，整備，手工芸など) 

7. 機械を操作する生産技能職 (機械の運転・操作，自動車の運転など) 

8. 身体を使う作業の多い生産技能職 (包装，出荷，清掃など) 

9. その他の仕事 

 

Q9．あなたの世帯収入（税込み）はおおよそいくらですか。 

□ 299万円以下  □ 300-499万円 □ 500-799万円 □ 800-999 万円 

□ 1000-1499万円 □ 1500万円以上 

 

Q10. あなたは、家計を主に支えている主たる生計維持者ですか。 

□はい □いいえ 

 

Q11. あなたの平均的な一週間の労働時間は何時間ですか。 

 

Q12. あなたが勤務している事業所の事業内容を教えてください。 

1．農業，林業  2．漁業 3．鉱業，採石業，砂利採取業  

4．建設業 5．製造業 6．電気・ガス・熱供給・水道業  

7．情報通信業  8．運輸業，郵便業 9．卸売業，小売業 

10．金融業，保険業 11．不動産業，物品賃貸業  

12．学術研究，専門・技術サービス業 13. 宿泊業，飲食サービス業 

14. 生活関連サービス業，娯楽業 15. 教育，学習支援業 

16. 医療，福祉 17. 複合サービス事業 

18. サービス業（他に分類されないもの） 

19. 公務（他に分類されるものを除く） 

20. 分類不能の産業 
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表 1 調査対象者の属性 (n=1134)         

  n ( % ) 

性別           

  男性 567 ( 50.0 ) 

  女性 567 ( 50.0 ) 

年齢           

  18-29 76 ( 6.7 ) 

  30-39 219 ( 19.3 ) 

  40-49 359 ( 31.7 ) 

  50-59 377 ( 33.2 ) 

  60-65 103 ( 9.1 ) 

地域           

  北海道 59 ( 5.2 ) 

  東北地方 73 ( 6.4 ) 

  関東地方 396 ( 34.9 ) 

  中部地方 201 ( 17.7 ) 

  近畿地方 218 ( 19.2 ) 

  中国地方 52 ( 4.6 ) 

  四国地方 37 ( 3.3 ) 

  九州地方 98 ( 8.6 ) 

婚姻           

  未婚 541 ( 47.7 ) 

  既婚 593 ( 52.3 ) 

子どもの有無         

  有り 602 ( 53.1 ) 

  無し 532 ( 46.9 ) 

世帯年収           

  200万未満 40 ( 3.5 ) 

  200～400万未満 216 ( 19.0 ) 

  400～600万未満 248 ( 21.9 ) 

  600～800万未満 194 ( 17.1 ) 

  800～1000万未満 122 ( 10.8 ) 

  1000～1200万未満 67 ( 5.9 ) 

  1200～1500万未満 48 ( 4.2 ) 

  1500～2000万未満 27 ( 2.4 ) 

  2000 万円以上 17 ( 1.5 ) 

  わからない 64 ( 5.6 ) 
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  欠損値 91 ( 8.0 ) 

個人年収           

  200万未満 112 ( 9.9 ) 

  200～400万未満 395 ( 34.8 ) 

  400～600万未満 265 ( 23.4 ) 

  600～800万未満 134 ( 11.8 ) 

  800～1000万未満 57 ( 5.0 ) 

  1000～1200万未満 25 ( 2.2 ) 

  1200～1500万未満 12 ( 1.1 ) 

  1500～2000万未満 4 ( 0.4 ) 

  2000 万円以上 10 ( 0.9 ) 

  わからない 29 ( 2.6 ) 

  欠損値 91 ( 8.0 ) 

主たる生計維持者         

  はい 827 ( 72.9 ) 

  いいえ 307 ( 27.1 ) 

学歴           

  中学校卒業 14 ( 1.2 ) 

  高校中退・卒業 232 ( 20.5 ) 

  短大・高専・専門学校中退・卒業 258 ( 22.8 ) 

  大学中退・卒業 542 ( 47.8 ) 

  大学院中退・修了 87 ( 7.7 ) 

  その他 1 ( 0.1 ) 

雇用形態           

  経営者・役員  53 ( 4.7 ) 

  正規の職員・従業員 870 ( 76.7 ) 

  パート 36 ( 3.2 ) 

  アルバイト 13 ( 1.1 ) 

  労働者派遣事業所の派遣社員  33 ( 2.9 ) 

  契約社員 98 ( 8.6 ) 

  嘱託 21 ( 1.9 ) 

  その他 10 ( 0.9 ) 

職業           

  
管理職 (課長職以上の方はここをチ

ェックしてください) 
159 ( 14.0 ) 

  
専門職 (研究職，技師，コンピュー

ターエンジニア，医師，看護師，教
181 ( 16.0 ) 
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員など) 

  
技術者 (電気技術者，コンピュータ

ー技術者，栄養士など) 
75 ( 6.6 ) 

  
事務職 (一般事務員，経理，秘書，

パンチャーなど) 
427 ( 37.7 ) 

  
サービス (販売員，保安員，ウェイ

トレス，保育，介護者など) 
137 ( 12.1 ) 

  
技術を必要とする生産技能職 (建

築，機会修理，整備，手工芸など) 
39 ( 3.4 ) 

  
機械を操作する生産技能職 (機械の

運転・操作，自動車の運転など) 
32 ( 2.8 ) 

  
身体を使う作業の多い生産技能職 

(包装，出荷，清掃など) 
45 ( 4.0 ) 

  その他の仕事 39 ( 3.4 ) 

障害者雇用枠での雇用         

  そうだ 141 ( 12.4 ) 

  違う 993 ( 87.6 ) 

勤務先規模         

  10人未満 121 ( 10.7 ) 

  10-29 人 94 ( 8.3 ) 

  30-49 人 59 ( 5.2 ) 

  50-99 人 119 ( 10.5 ) 

  100-299人 155 ( 13.7 ) 

  300-999人 178 ( 15.7 ) 

  1000-4999人 160 ( 14.1 ) 

  5000 人以上 169 ( 14.9 ) 

  政府・官公庁・公務員・自治体 79 ( 7.0 ) 

勤務先の対応可能な制度         

  時差出勤 366 ( 32.3 ) 

  1日の所定労働時間を短縮 374 ( 33.0 ) 

  週又は月の所定労働時間等を短縮 198 ( 17.5 ) 

  
時間単位の休暇（年休時間付与を含

む） 
319 ( 28.1 ) 

  在宅勤務（テレワークを含む） 114 ( 10.1 ) 

  試し（ならし）出勤 182 ( 16.0 ) 

  傷病休暇・病気休暇（賃金補償あり） 479 ( 42.2 ) 
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  傷病休暇・病気休暇（賃金補償なし） 314 ( 27.7 ) 

  この中にあてはまるものはない 233 ( 20.5 ) 

勤務先の業種         

  農業，林業 1 ( 0.1 ) 

  漁業 0 ( 0.0 ) 

  鉱業，採石業，砂利採取業 2 ( 0.2 ) 

  建設業 73 ( 6.4 ) 

  製造業 201 ( 17.7 ) 

  電気・ガス・熱供給・水道業 17 ( 1.5 ) 

  情報通信業 55 ( 4.9 ) 

  運輸業，郵便業 46 ( 4.1 ) 

  卸売業，小売業 100 ( 8.8 ) 

  金融業，保険業 66 ( 5.8 ) 

  不動産業，物品賃貸業 34 ( 3.0 ) 

  学術研究，専門・技術サービス業 28 ( 2.5 ) 

  宿泊業，飲食サービス業 24 ( 2.1 ) 

  生活関連サービス業，娯楽業 6 ( 0.5 ) 

  教育，学習支援業 61 ( 5.4 ) 

  医療，福祉 152 ( 13.4 ) 

  複合サービス事業 20 ( 1.8 ) 

  サービス業（他に分類されないもの） 125 ( 11.0 ) 

  公務（他に分類されるものを除く） 91 ( 8.0 ) 

  その他 32 ( 2.8 ) 
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表 2．心理社会的要因の記述統計 

    男性(n=567)   女性(n=567) 

    平均 ( SD ) 
 
平均 ( SD ) 

仕事の要求度（JCQ) (12-48) 30.5 ( 6.5 ) 
 
31.5 ( 6.9 ) 

仕事のコントロール（JCQ) (24-96) 63.4 ( 11.1 ) 
 
62.0 ( 10.8 ) 

上司の支援（JCQ) (4-16) 10.2 ( 3.0 ) 
 
10.2 ( 3.1 ) 

同僚の支援（JCQ) (4-16) 10.4 ( 2.7 ) 
 
10.5 ( 2.8 ) 

手続き的公正 (1-5) 3.0 ( 0.9 ) 
 

3.0 ( 0.9 ) 

対人的公正 (1-5) 3.1 ( 1.0 ) 
 

3.1 ( 1.0 ) 

職場のソーシャルキャピタ

ル 
(6-24) 15.2 ( 4.3 ) 

 
15.5 ( 4.4 ) 

心理的安全風土尺度 (12-60) 33.2 ( 11.3 ) 
 
32.9 ( 11.4 ) 

心理的ストレス（k6） (0-24) 9.4 ( 6.6 )   9.9 ( 6.1 ) 

 

表 3．あなたは、ご自身の病気のことを

会社（上司や人事、産業医、経営者など）

に報告していますか。 

  n ( % ) 

報告している 867 ( 76.5 ) 

報告していない 267 ( 23.5 ) 

合計 1134 ( 100 ) 

 

表 4．報告していると回答した方にお

聞きします。誰に報告していますか。

【複数選択可】(n=867) 

  n ( % ) 

経営者 302 ( 34.8 ) 

上司 701 ( 80.9 ) 

同僚 423 ( 48.8 ) 

人事担当者  310 ( 35.8 ) 

産業医や産業

看護職などの

健康管理スタ

ッフ 

210 ( 24.2 ) 

その他 2 ( 0.2 ) 
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表５． あなたは、会社や職場に対して、治

療と職業生活の両立（治療をしながら仕事

を続けること）への支援を申し出ています

か。(n=1134) 

  n ( % ) 

申し出ている 617 ( 54.4 ) 

申し出ていない 517 ( 45.6 ) 

 

表 6． あなたは、仕事を続け

るにあたり主治医に意見（書）

を求めていますか。(n=1134) 

  n ( % ) 

求めている 518 ( 45.7 ) 

求めてない 616 ( 54.3 ) 

 

表 7． あなたは、主治医に意見

（書）を求めるにあたり、業務

内容を記載した書面を主治医に

提出していますか。   (n=518)               

  n ( % ) 

している 246 ( 47.5 ) 

していない 272 ( 52.5 ) 

 

表 8． あなたは、主治医の意見書

を会社や職場に提出しています

か。   (n=518)                

  n ( % ) 

している 328 ( 63.3 ) 

していない 190 ( 36.7 ) 
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表 9． あなたは、主治医からの意見書を

もとに、会社や職場と、治療と職業生活

の両立をするために、働き方について相

談や検討をしていますか。   (n=518)                

  n ( % ) 

している 375 ( 72.4 ) 

していない 143 ( 27.6 ) 

 

表 10． あなたは、主治医からの意見書をもとに、

治療と職業生活の両立をするために何らかの支援

を受けていますか。。   (n=518)                

  n ( % ) 

受けている 289 ( 55.8 ) 

受けていな

い 
229 ( 44.2 ) 
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表 11． あなたは、会社や職場で、下記の支援を受けていますか。   (n=1134)                

  
支援  

あり 
      

 

必

要 
      

 

必要で  

ない 
      

  n ( % ) 
 

n ( % ) 
 

n ( % ) 

産業医や産業看

護職による事業

所内での健康管

理 

238 ( 21.0 ) 
 
224 ( 19.8 ) 

 
672 ( 59.3 ) 

上司などによる

定期的な健康状

態の確認 

232 ( 20.5 ) 
 
328 ( 28.9 ) 

 
574 ( 50.6 ) 

主治医・専門医

と職場担当者を

交えた仕事内容

のチェック 

122 ( 10.8 ) 
 
290 ( 25.6 ) 

 
722 ( 63.7 ) 

職場内で必要な

休憩や疾患の自

己管理ができる

場所の配慮 

198 ( 17.5 ) 
 
396 ( 34.9 ) 

 
540 ( 47.6 ) 

通院への配慮 456 ( 40.2 ) 
 
496 ( 43.7 ) 

 
182 ( 16.0 ) 

勤務時間中の服

薬や自己管理、

治療等への職場

の配慮 

274 ( 24.2 ) 
 
386 ( 34.0 ) 

 
474 ( 41.8 ) 

能力的に無理の

ない仕事への配

置 

256 ( 22.6 ) 
 
450 ( 39.7 ) 

 
428 ( 37.7 ) 

仕事の内容や仕

方の個別的な調

整や変更 

251 ( 22.1 ) 
 
437 ( 38.5 ) 

 
446 ( 39.3 ) 

労働時間や勤務

時間に関する環

境整備 

280 ( 24.7 )   447 ( 39.4 )   407 ( 35.9 ) 
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表 12． あなたは、ご自身が受けてい

る両立支援について、定期的に会社や

職場で話し合えていますか。  

(n=1134)                

  n ( % ) 

話し合えている 496 ( 43.7 ) 

話し合えていない 638 ( 56.3 ) 

 

表 13． 会社や職場は、あなたが両立支

援を受けることに協力的ですか。  

(n=1134)                

  n ( % ) 

協力的である 720 ( 63.5 ) 

協力的でない 414 ( 36.5 ) 

 

表 14． あなたは、治療と職業生活の両立支援を受けるた

めに、産業医や保健師、看護師等の産業保健スタッフのサ

ポートを受けることが出来ますか。  (n=1134)                

  n ( % ) 

受けられる 427 ( 37.7 ) 

受けられない 226 ( 19.9 ) 

産業保健スタッフがいない 465 ( 41 ) 

その他 16 ( 1.4 ) 

 

表 15． あなたは、疾病や障害に対して必要な治療を受けられ

ない時がありますか。  (n=1134)                

  n ( % ) 

ない（いつも受けられている） 749 ( 66.0 ) 

ときどき受けられていない 311 ( 27.4 ) 

いつも受けられない 74 ( 6.5 ) 
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表 16． 疾病や障害に対して必要な治療を受けられない理由は何

ですか。  【複数回答可】(n=385)                

  n ( % ) 

仕事を引き継げる人がいないから 172 ( 44.7 ) 

他の社員に迷惑がかかるから 200 ( 51.9 ) 

仕事量が多いから 122 ( 31.7 ) 

取引先に迷惑がかかるから 47 ( 12.2 ) 

上司が許可を出さないから 45 ( 11.7 ) 

経済的に受診する余裕がないから 82 ( 21.3 ) 

その他 16 ( 1.4 ) 

 

表 17． あなたの職場では、あなたより前に

も治療しながら仕事を続けている人がいまし

たか。  (n=1134)                

  n ( % ) 

いた 421 ( 37.1 ) 

いなかった 336 ( 29.6 ) 

分からない 377 ( 33.2 ) 

 

表 18． あなたの会社や職場では、事業者が、

治療と職業生活の両立支援にあたっての基本方

針や具体的な対応方法等の事業所内ルールが作

成されていますか。  (n=1134)                

  n ( % ) 

作成されている 181 ( 16.0 ) 

作成されていない 597 ( 52.6 ) 

わからない 356 ( 31.4 ) 

 

表 19． あなたの会社や職場では、社内の研修

などで、治療と職業生活の両立支援について、

研修が行われていますか。  (n=1134)                

  n ( % ) 

行われている 114 ( 10.1 ) 

行われていない 803 ( 70.8 ) 

わからない 217 ( 19.1 ) 
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2017年 12月 3日 

 

「これからの治療と就業生活の両立支援を考える研究会」アンケート 

 

 本日は、本研究会にご参加頂きましてありがとうございました。 

 大変、お手数ではございますが、アンケートへのご協力をお願い致します。研究班と致しましては、

今後も、年に 1 回程度、当研究班の研究の成果のご報告と意見交換、および両立支援に関する情報  

提供のためにこのような研究会を継続してまいる予定です。本アンケートは、今後の研究会を更に  

充実させていくための、参考資料とさせて頂きたいと考えております。 

 皆様の、ご意見を宜しくお願い致します。 

 

問1 あなたのお仕事を教えてください（例：社会保険労務士、行政、保健師、医師など） 

（                      ） 

 

問２ 本日の研究会の全体的な満足度はいかがでしたか？ 

（  ）満足          （  ）どちらかといえば満足  

（  ）どちらかと言えば不満足 （  ）不満足 

 

問３ 本研究会に参加された動機をご記入下さい。 

 

問４ 本日の研究会に参加されて良かった点、気づきのあった点をご記入下さい。 

 

問５ 両立支援を行う上で皆さんが抱えられている課題や、期待される支援をご記入ください。 

 

問６ 今後、本研究会で取り上げて欲しいテーマや課題をご記入ください。 

 

以上です。ご協力ありがとうございました。今後ともどうぞ宜しくお願い致します。 

「これからの治療と就業生活の両立支援を考える研究会」事務局
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表 20. 第 1回研究会で収集したアンケートから見えてきた課題 

支援側の情報へ共有…今日とても勉強になりましたが･･･まだまだ不十分です。 

障害者法定雇用率に障害手帳のない難病も雇用率に入れて欲しい 

患者さんや、企業の方が、実際に取り組む時に、困った時にすぐに相談できる体制 

どんな制度でも当事者の声が置き去りにされている点が問題点(課題点）また、声を聞いたとしても、

決まった団体だけでは問題を常日頃感じています。 

企業の受け入れ態勢の限界をどう超えていくか。障害者、患者さんのサポートを手厚くした時の、他

社員の間におきる不均衡の調整、難病の患者さんの新規就職の難しさ（雇用率に反映されないこと、

障害福祉サービスを受けることへの抵抗など） 

産業保健総合支援センターに配置された両立支援コーディネーターの役割に期待しておりますが、が

んの疾患に対応できてて難病はできない現状を改善できるようになるとよいと考えます。 

情報源（相談先の情報）がわかりにくい。本日も広報活動のお話がありましたが・・・ 

関係機関が増えると日程調整の問題、責任の所在があいまいになるなど課題を感じます。（旗振り役

は誰？そもそもの人員不足など） 

支援を望む人が声を上げ易い社内環境の作り方が課題と思っている。 

機関、窓口の複雑な部分を横断的に理解する必要性を感じます。 

そのような職場づくりのために、カミングＯＵＴする職場環境を調整していくことの難しさは感じ

る。（人的問題、業務量の多さ） 

法定雇用率に入らない難病は企業での積極的な雇用が少ないこと、偏見（情報の少なさ）⇒情報は周

知、普及（個々によって症状が違うので把握が難しいこと） 

難病を持った労働者はいるが周囲の理解が低く、どのように進めていくかを悩みどころです。 

労働者が健康な時分からの啓発 

患者を目の前にした際の実際の指導内容 

情報の提供、共有について 

治療の見通し、具体的な病状、生活状況の説明が（患者・家族）きちんとできるようサポートが必要

と思っています。 

患者会との連携 

他者に伝わりにくい疾病(uｃなど)や、本人が開示を拒むためにチーム内での業務調整が困難な時。

(今日の内容にもありましたが） 主治医が意見書を書いてくれない、しぶることが多い。↑雇用時

の配慮などを確認したいのですが・・・ 

産業保健職がいない事業所はどのような対応をしたらよいか。就業中に障害(疾患）となり、復職は

ＯＫだが、同様の給与を出せない（ｒｏｌｌ ｃｈenｇｅしたため）一気に下げれない→辞める(辞

めてもらう）ことになる 

中小企業に向けた取り組み、産業保健職への支援ツールや研修 

会社側の困り感 

両立支援の”実働部隊”にとして産業保健総合支援センターの体制充実を図ること。（産業保健総合

予防センター内の”両立支援チーム”の構築） 

"若年性認知症”を他疾病と同じ”支援の枠組み”の中に受け入れることの妥当性、適当性 

小規模事業主のもと人事労務を担当しています。正直なところ人をひとり雇用し、続けていくこと自

体の大変さを感じており、治療が必要な方に対し本当の意味での支援ができているのかを考えたとき

に企業自体にその体力が（雇用継続/他へつなげること）ないと思います。現状、関係支援機関の利

－111－



25 
 

用も現実的ではないと思われます。 

支援者という窓口を通って現場（職場）に行く。（Ａ）  （Ａ）の連絡がうまくいっていないケー

スがほとんどだと思います。 

余裕のない小企業さんにどう負担を少なく働ける環境づくりの支援をするか、病気の方にどう情報を

伝えるか 

一概には言えないと考えます。（たとえば法定雇用率制度は法定率を満たすためだけに雇用してテキ

トーな職場しか与えないケースも考えられ一長一短かと。） 

事業者の労務管理や経営に資する支援が必要だと考えています。その点の活動を期待しております。

応援しています。 

就業のための通勤についての援助について医療者やＰＴへの周知の方法 

事業主、経営者の理解 

現場へ現状を知ってもらう、理解してもらう事が課題。経営者の方にも来て欲しい→ここが大切 

在宅就労のスキルアップができる環境の不足を感じます。eラーニングは一部の手帳を有している人

のみ、就労移行で在宅スキルにとりくめるところもごく一部。移動しやすい制度、仕組み不足を感じ

るしだいです。移動し易いスキルアップの現状整備の必要性とその支援が必要と思います。 
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図 2 北里大学病院内における両立支援モデル（案） 
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日本の労働人口の約３人に１人が何らかの病気
を抱えながら働いている。がんを例にとると，年間
約 85 万人が新たにがんと診断されており，このうち
約 ３ 割が就労世代である（国立がん研究センター推
計）。がん医療の進歩等により，がん患者の生存率は
向上しており，2003～2005年の間にがんと診断された
人の５年生存率は６割を超えている。がんの治療の
ため，仕事を持ちながら通院している者は約32.5万人
いるとされる一方で，がん診断後勤務者の30%が依願
退職，４%が解雇されている。約４割が治療開始前
の離職であった。

厚生労働省から，がん，脳卒中，糖尿病，メンタル
ヘルスの疾患を抱える労働者に，適切な就業上の措置
や治療に対する配慮を行い，治療と職業生活が両立で
きるようにするため，事業場における取組などをまと
めた「事業場における治療と職業生活の両立支援のた
めのガイドライン」が公表されている。治療と職業生
活の両立支援のために，①労働者が事業者に支援を求
める申出（主治医による配慮事項などに関する意見書
の提出），②事業者が必要な措置や配慮について産業
医などから意見を聴取，③事業者が就業上の措置など
を決定・実施（「両立支援プラン」の作成）とした進
め方を提案している。

病気休業は法制化されていないため，治療と仕事の
両立支援は，事業者にとって法律・規則等のもとで義
務として実施するものではない。治療を受けながら就
業を続けるには，たとえば，治療や通院のための短時
間勤務や，短期・長期の休暇取得制度が求められるが，
そのような制度や就業規則の変更に係る企業側の環境
整備が間に合っていない。さらに，労働者と事業場と
医療との情報共有が必要だが，共通言語ではないこと
が多い。医療という専門性や社会福祉資源の複雑さか
ら，患者や家族だけでは対処できないことも多く，両
立支援コーディネーターなどの養成が始まっている。

労働者と家族が抱える一番大きな問題は不安などの
心の問題である。就業をしている比較的若い年齢層，
とくに社会や家庭で中核的な役割を担う40～50歳代に
おける疾病への罹患は，生活に不安を抱く材料が多
い。疾病を発症したことへの悲観が主要因となってメ
ンタルヘルス不調に陥る場合もあるため，治療の継続
や就業に影響があると考えられる場合には，適切な配
慮を行うことが望ましい。精神的な動揺や不安から早
まって退職を選択する場合があることにも留意が必要
である。後遺症を有する労働者の中には，職場復帰後，
発症前の自身とのギャップに悩み，メンタルヘルス不
調に陥る場合もある。

【カレントトピックス】

治療と仕事の両立支援

　　堤　　明純（北里大学医学部公衆衛生学単位）

ポイント
①�治療と仕事の両立とは、働く意欲・能力のある労働者が、仕事を理由として治療機会を逃すこ
となく、また、治療の必要性を理由として職業生活の継続を妨げられることなく、適切な治療
を受けながら、生き生きと就労を続けられること、とされている。

②�当該労働者は、種々のメカニズムでメンタルヘルス不調に陥るリスクがあり、心理的サポートが
必要となる。労働者や家族の思いに耳を傾け、支援するコーディネーターの養成が行われている。

産業ストレス研究（Job Stress Res.），25（2）, ● - ●（2017）
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就
業

上
の

措
置

に
関

す
る

意
見（

避
け

る
べ

き
作

業
、時

間
外

労
働

の
可

否
、出

張
の

可
否

等
）

エ
 そ

の
他

配
慮

が
必

要
な

事
項

に
関

す
る

意
見（

通
院

時
間

の
確

保
や

休
憩

場
所

の
確

保
等

）
主

治
医

か
ら

こ
の

よ
う

な
意

見
書

が
届

い
た

場
合

に
は

、ど
う

し
て

も
で

き
な

い
こ

と
に

関
心

が
向

き
が

ち
で

す
。そ

う
で

は
な

く
て

、事
業

主
や

人
事

担
当

者
は

、「
何

が
で

き
る

の
か

」に
関

心
を

持
っ

て
、対

応
す

る
こ

と
が

大
切

で
す

。

就
労

に
関

す
る

意
見

書
 ～

で
き

る
こ

と
に

着
目

し
ま

し
ょ

う
～

Ⅰ

3
4

－120－



調
子
は

ど
う
で
す
か
？

ほ ん と は ツ ラ イ…

大 丈 夫 で
す ！

病
気
の
症
状
は
、
病
気
に
よ
っ
て
異
な
る
上
に
、
程
度
に
は
個
人
差
が
あ
り
、

さ
ら
に
、
外
か
ら
は
判
断
し
に
く
い
も
の
で
す
。

話
を
聞
く
こ
と
で
、「
本
人
の
つ
ら
さ
」
を
理
解
す
る
こ
と
が
大
切
で
す
。

　
そ
れ
ぞ
れ
の
疾
患
に
よ
っ
て
、症
状
や
障
害
は
異
な
り
ま
す
。例
え
ば
、が
ん
で
あ
れ
ば
、抗
が

ん
剤
に
よ
る
治
療
の
副
作
用
と
し
て
、疲
れ
や
す
さ
、だ
る
さ
や
、吐
き
気
や
嘔
吐
、下
痢
の
よ
う

な
消
化
器
症
状
が
代
表
的
で
す
。脳
血
管
疾
患
で
あ
れ
ば
、運
動
機
能
の
低
下
や
手
足
の
麻
痺
な

ど
の
目
に
見
え
る
障
害
の
ほ
か
、記
憶
力
の
低
下
や
注
意
力
の
低
下
な
ど
の
高
次
機
能
障
害
が
あ

り
ま
す
。潰
瘍
性
大
腸
炎
で
あ
れ
ば
、下
痢
や
血
便
、腹
痛
な
ど
の
消
化
器
症
状
が
代
表
的
で
す
。

　
多
く
の
疾
患
に
共
通
す
る
症
状
は
、外
見
か
ら
は
わ
か
り
ま
せ
ん
。そ
の
た
め
、上
司
や
同
僚
か

ら「
本
人
の
辛
さ
」が
理
解
さ
れ
づ
ら
く
、我
慢
し
て
無
理
し
て
勤
務
を
し
て
し
ま
い
が
ち
で
す
。

そ
の
結
果
、勤
怠
が
乱
れ
て
し
ま
う
こ
と
も
あ
り
ま
す
。ま
た
、症
状
の
変
動
が
大
き
い
た
め
、突

然
欠
勤
す
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。産
業
保
健
職
は
、健
康
診
断
の
結
果
へ
の
病
名
の
記
載
等
で
、何

か
し
ら
の
疾
患
を
有
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
っ
た
場
合
に
は
、一
度
面
談
を
し
て
、体
調
や
症
状

を
確
認
し
、無
理
を
し
て
い
る
よ
う
で
あ
れ
ば
、産
業
保
健
職
の
立
場
か
ら
上
司
や
人
事
担
当
者

に
相
談
を
し
て
、適
切
な
就
業
上
の
配
慮
が
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
ア
ド
バ
イ
ス
を
し
て
み
て
く
だ

さ
い
。ま
た
、上
司
や
人
事
担
当
者
は
、病
気
を
抱
え
た
従
業
員
に
対
し
て
は
、本
人
か
ら
の
申
し

出
を
待
つ
の
で
は
な
く
、自
分
か
ら
調
子
を
尋
ね
る
よ
う
に
心
が
け
ま
し
ょ
う
。

就
労
に
影
響
す
る
代
表
的
な
症
状

全
身
的
な
疲
れ
や
す
さ
、だ
る
さ
や
体
力
の
低
下

関
節
リ
ウ
マ
チ
や
筋
炎
、血
管
炎
な
ど
の
免
疫
系
の
病
気
や
、心
不
全
な
ど
の
循
環
器
系
の
病
気
、慢
性

閉
塞
性
肺
疾
患
な
ど
の
呼
吸
器
系
の
病
気
な
ど
、色
々
な
病
気
の
症
状
に
見
ら
れ
ま
す
。

が
ん
は
、そ
れ
自
体
が
身
体
の
変
化
を
引
き
起
こ
し
、そ
れ
が
極
度
の
疲
労
感
と
な
る
こ
と
が
あ
り
ま

す
。疲
労
感
は
抗
が
ん
剤
の
副
作
用
の
代
表
的
な
も
の
で
も
あ
り
ま
す
。

全
身
倦
怠
感
は
、メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
の
症
状
と
し
て
も
出
現
し
ま
す
。仕
事
と
治
療
の
両
立
は
、本

人
に
も
ス
ト
レ
ス
が
か
か
り
、メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
に
陥
る
方
も
い
ま
す
。ま
た
、色
々
な
病
気
に
診
断

さ
れ
た
こ
と
そ
の
も
の
も
大
き
な
ス
ト
レ
ス
で
す
。疲
れ
や
す
さ
を
訴
え
て
く
る
方
に
は
、メ
ン
タ
ル
ヘ

ル
ス
の
点
か
ら
も
フ
ォ
ロ
ー
が
必
要
で
し
ょ
う
。

消
耗
性
疾
患
の
場
合
に
は
、体
重
が
減
少
す
る
、筋
力
が
低
下
す
る
こ
と
に
よ
り
、体
力
が
低
下
し
て
疲

れ
や
す
く
な
り
ま
す
。

集
中
力
や
活
力
の
低
下

病
気
そ
の
も
の
に
よ
っ
て
出
現
す
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
が
、倦
怠
感
や
痛
み
、発
熱
な
ど
の
二
次
的
な

影
響
で
生
じ
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。集
中
力
や
活
力
は
、個
人
差
が
大
き
い
の
で
、以
前
の
本
人
の
状
況
と

比
較
を
す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。

倦
怠
感
と
同
様
に
、集
中
力
や
活
力
の
低
下
は
、メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
不
調
の
症
状
と
し
て
も
出
現
し
ま

す
の
で
、病
気
そ
の
も
の
状
態
へ
の
フ
ォ
ロ
ー
だ
け
で
は
な
く
、メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
の
点
か
ら
も
フ
ォ

ロ
ー
が
必
要
で
し
ょ
う
。

全
身
や
局
所
の
慢
性
的
な
痛
み

関
節
リ
ウ
マ
チ
や
血
管
炎
、筋
炎
、線
維
筋
痛
症
な
ど
の
病
気
で
出
現
し
ま
す
。症
状
の
出
方
も
、慢
性

的
に
痛
み
を
有
す
る
場
合
も
あ
れ
ば
、環
境
の
変
化
や
ス
ト
レ
ス
に
よ
り
症
状
が
出
現
す
る
場
合
も
あ
り

ま
す
。ま
た
、痛
み
は
睡
眠
障
害
の
原
因
に
も
な
り
ま
す
の
で
、二
次
的
に
不
眠
に
つ
な
が
る
こ
と
も
あ
り

ま
す
。

症
状
全
般
の
大
き
な
変
動

疾
患
に
よ
っ
て
は
、こ
れ
ら
の
症
状
が
、突
然
、な
ん
の
前
触
れ
も
な
く
、出
現
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

そ
の
た
め
、前
日
ま
で
は
元
気
に
仕
事
を
し
て
い
た
の
に
、朝
に
な
っ
て
、突
然
、欠
勤
の
連
絡
が
入
る
と

い
う
こ
と
が
あ
り
得
ま
す
。ま
た
、一
度
、不
安
定
に
な
る
と
、し
ば
ら
く
症
状
が
不
安
定
な
状
況
が
続
く

と
い
う
こ
と
も
あ
り
ま
す
。症
状
が
不
安
定
に
な
っ
た
ら
で
き
る
だ
け
早
め
に
本
人
と
相
談
を
し
て
、勤

怠
が
不
安
定
に
な
る
こ
と
を
見
越
し
て
、仕
事
の
状
況
を
把
握
し
て
、対
応
で
き
る
よ
う
に
し
て
い
る
と

い
い
で
し
ょ
う
。

全
身
的
な
疲
れ
や
す
さ
や
体
力
の
低
下

全
身
や
関
節
な
ど
の
局
所
の
痛
み

集
中
力
や
活
力
の
低
下

症
状
全
般
の
大
き
な
変
動

代
表
的
な
症
状
と
対
応
方
法

就
労
に
影
響
す
る

Ⅱ
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定
期
的
に

話
し
合
い
を

し
よ
う

治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援
を
円
滑
に
進
め
る
上
で
、

産
業
保
健
職
、人
事
担
当
者
、上
司
の
協
力
が
不
可
欠
で
す
。

そ
の
た
め
の
ポ
イ
ン
ト
は
ど
の
よ
う
な
も
の
で
し
ょ
う
か
？

　
治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援
を
円
滑
に
行
う
た
め
に
は
、産
業
保
健
職
、人
事
担
当
者
、上
司
の
協

力
が
不
可
欠
で
す
。そ
の
た
め
の
ポ
イ
ン
ト
を
健
康
面
、仕
事
面
、本
人
希
望
の
面
か
ら
ま
と
め
ま

し
た
。企
業
ご
と
に
、産
業
保
健
職
、人
事
担
当
者
、上
司
の
役
割
は
異
な
る
と
思
い
ま
す
の
で
、誰

が
ど
の
役
割
を
担
う
の
か
、本
人
も
交
え
て
、こ
の
ポ
イ
ン
ト
を
参
考
に
定
期
的
な
話
し
合
い
の

場
を
持
ち
ま
し
ょ
う
。

健
康
面
に
つ
い
て

01

通
院
の
状
況
に
つ
い
て
の
情
報
共
有
が
で
き
て
い
る

po
in
t

01

日
常
の
セ
ル
フ
ケ
ア
（
服
薬
を
含
む
）
の
状
況
に
つ
い
て
の
情
報

共
有
が
で
き
て
い
る

体
調
の
変
化
が
起
こ
り
や
す
い
時
期
や
状
況
に
つ
い
て
情
報
共

有
が
で
き
て
い
る

急
な
体
調
不
良
時
必
要
な
配
慮
を
整
理
す
る
た
め
に
は
、定
期
的
な
通
院
の
頻
度
や
服

薬
の
状
況
、副
作
用
な
ど
の
情
報
を
共
有
す
る
こ
と
が
大
切
で
す
。ま
た
、こ
れ
ま
で
の

経
験
な
ど
を
基
に
、体
調
不
良
が
起
こ
り
や
す
い
時
期
や
状
況
を
確
認
し
て
お
く
と
よ

い
で
し
ょ
う
。

キ
ャ
リ
ア
・
ア
ッ
プ
の
た
め
の
研
修
制
度
が
整
っ
て
い
る

po
in
t

02
主
治
医
と
の
情
報
共
有
が
で
き
て
い
る

po
in
t

04po
in
t

02 po
in
t

03

仕
事
上
の
職
務
要
求（
作
業
手
順
や
一
連
続
作
業
時
間
）が
明
確

化
さ
れ
て
い
る

仕
事
上
必
要
と
な
る
実
務
指
導
体
制
や
研
修
制
度
が
整
っ
て

い
る 生
産
性
高
く
職
務
を
遂
行
す
る
た
め
に
は
、疾
患
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
、本
人
の
職

務
能
力
と
職
務
要
求
の
バ
ラ
ン
ス
を
整
え
る
こ
と
が
重
要
で
す
。そ
の
た
め
に
は
、仕

事
の
職
務
要
求
を
明
確
に
し
、そ
の
職
務
要
求
に
応
え
る
た
め
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
や
指
導

体
制（
O
JT
を
含
む
）、
研
修
制
度
を
整
え
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。特
に
納
期
管
理

の
バ
ッ
フ
ァ（
時
間
的
余
裕
）な
ど
を
明
確
に
し
て
お
く
と
、急
な
体
調
不
良
時
に
備
え

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。ま
た
繁
忙
期
な
ど
の
職
務
要
求
が
高
ま
る
職
場
で
は
、そ
の
際

の
業
務
支
援
体
制
な
ど
の
整
備
を
進
め
、見
通
し
の
あ
る
働
き
方
が
で
き
る
よ
う
に
な

り
ま
す
。両
立
支
援
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
同
僚
の
負
担
が
で
き
る
だ
け
生
じ
な
い
よ
う

に
、体
制
を
整
備
す
る
よ
う
に
心
が
け
ま
し
ょ
う
。

po
in
t

01

繁
忙
期
や
業
務
が
集
中
す
る
時
期
の
業
務
支
援
体
制
が
整
っ
て

い
る

po
in
t

03po
in
t

02

就
労
に
関
す
る
希
望
や
改
善
提
案
な
ど
を
定
期
的
に
確
認
す
る

体
制
が
整
っ
て
い
る

ど
の
よ
う
な
仕
事
を
し
た
い
の
か
、ま
ず
は
本
人
の
希
望
を
確
認
し
ま
し
ょ
う
。そ
の
う

え
で
、今
後
の
病
状
の
見
通
し
を
踏
ま
え
て
、ど
の
よ
う
な
キ
ャ
リ
ア
を
構
築
し
て
い
く

か
、一
緒
に
考
え
ま
し
ょ
う
。

本
人
の
で
き
な
い
こ
と
に
着
目
す
る
の
で
は
な
く
、で
き
る
こ
と
に
着
目
し
ま
し
ょ
う
。

本
人
が
抱
い
て
い
る
希
望
を
上
司
が
聞
い
た
り
、改
善
提
案
な
ど
の
主
体
的
な
取
り
組

み
を
促
し
た
り
こ
と
は
、就
労
に
対
す
る
意
欲
を
高
め
ま
す
。就
労
に
対
す
る
意
欲
を
高

め
る
こ
と
に
よ
り
、本
人
が
持
っ
て
い
る
職
務
遂
行
能
力
を
最
大
限
に
引
き
出
す
こ
と

が
で
き
ま
す
。ま
た
、キ
ャ
リ
ア・
ア
ッ
プ
の
道
筋
を
示
す
こ
と
で
、就
労
継
続
に
対
す
る

モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
に
つ
な
が
り
ま
す
。

po
in
t

01仕
事
面
に
つ
い
て

02

本
人
の
希
望
に
つ
い
て

03

円
滑
に
す
す
め
る
た
め
の
ポ
イ
ン
ト

治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援
を

Ⅲ
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合
理
的
配
慮
に
つ
い
て
知
っ
て
お
き
ま
し
ょ
う

平
成
28
年
４
月
か
ら

「
合
理
的
配
慮
指
針
」の
運
用
が
開
始
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
は
、ど
の
よ
う
な
内
容
な
の
で
し
ょ
う
か
？

知
っ
て

お
き
ま
し
ょ
う

Ⅳ 　
合

理
的

配
慮

の
提

供
は

、個
々

の
障

害
者

※
1 の

障
害

の
状

態
や

、職
場

の
状

況
に

応
じ

て
提

供
さ

れ
る

も
の

で
す

。し
た

が
っ

て
、合

理
的

配
慮

の
提

供
に

あ
た

っ
て

は
、障

害
者

と
事

業
主

が
し

っ
か

り
と

話
し

合
っ

た
上

で
、障

害
者

が
働

き
や

す
い

職
場

環
境

を
作

る
た

め
に

、事
業

主
に

と
っ

て「
過

重
な

」負
担

に
な

ら
な

い
よ

う
に

配
慮

し
つ

つ
、双

方
が

納
得

で
き

る
形

で
、ど

の
よ

う
な

措
置

を
講

ず
る

か
を

決
定

し
ま

し
ょ

う
。

合
理
的
配
慮
の
提
供
を
ど
の
よ
う
に
行
う
か

※
1　

こ
こ

で
の

障
害

者
と

は
、身

体
障

害
、知

的
障

害
、精

神
障

害（
発

達
障

害
を

含
む

）そ
の

他
の

心
身

の
機

能
の

障
害

が
あ

る
た

め
、長

期
に

わ
た

り
、職

業
生

活
に

相
当

の
制

限
を

受
け

、又
は

職
業

生
活

を
営

む
こ

と
が

著
し

く
困

難
な

方
が

該
当

し
ま

す
。障

害
者

手
帳

等
の

有
無

は
問

い
ま

せ
ん

。そ
の

た
め

、こ
の

対
象

に
は

、何
か

し
ら

の
両

立
支

援
が

必
要

な
者

が
含

ま
れ

ま
す

。障
害

者
差

別
解

消
法

」の
中

で
は

、“
法

が
対

象
と

す
る

障
害

者
は

、い
わ

ゆ
る

障
害

者
手

帳
の

所
持

者
に

限
ら

れ
な

い
”と

し
て

お
り

、様
々

な
社

会
障

壁
に

よ
っ

て
障

害
が

も
た

ら
さ

れ
て

い
る

方
も

、合
理

的
配

慮
の

対
象

で
あ

る
と

考
え

ら
れ

て
い

ま
す

。
※

2　
ht
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合
理

的
配

慮
と

は
？

 ：
 障

害
を

持
つ

労
働

者
が

、障
害

で
な

い
労

働
者

と
の

均
等

な
機

会
・

待
遇

の
確

保
を

得
る

た
め

に
、障

害
者

の
有

す
る

能
力

の
発

揮
に

支
障

と
な

っ
て

い
る

こ
と

や
、障

害
の

特
性

に
対

応
し

て
行

わ
れ

る
必

要
な

配
慮

の
こ

と
。 

障
害
者
と
事
業
主
の
話
し
合
い
の
場
を
持
ち
ま
し
ょ
う
。

A 　
合

理
的

配
慮

を
実

施
す

る
上

で
の

参
考

資
料

と
し

て
、合

理
的

配
慮

指
針

に
基

づ
い

て
具

体
的

な
事

例
が

掲
載

さ
れ

た
事

例
集

が
あ

り
ま

す
※

2 。
難

病
に

関
す

る
事

例
と

し
て

は
、「

出
退

勤
時

刻・
休

憩
に

関
し

、通
院・

体
調

に
配

慮
す

る
こ

と
」、「

本
人

の
負

担
の

程
度

に
応

じ
、業

務
量

を
調

整
す

る
こ

と
」、「

本
人

の
プ

ラ
イ

バ
シ

ー
に

配
慮

し
た

上
で

、他
の

労
働

者
に

対
し

、障
害

の
内

容
や

必
要

な
配

慮
等

を
説

明
す

る
こ

と
」な

ど
に

つ
い

て
の

具
体

的
な

事
例

が
掲

載
さ

れ
て

い
ま

す
。地

域
障

害
者

職
業

セ
ン

タ
ー

も
、具

体
的

な
相

談
に

対
応

を
し

て
く

れ
ま

す
。地

域
障

害
者

職
業

セ
ン

タ
ー

は
、

多
く

の
相

談
事

例
の

蓄
積

が
あ

り
ま

す
。そ

の
た

め
、自

社
で

行
っ

て
い

る
対

応
が

、一
般

的
に

十
分

な
の

か
、不

十
分

な
の

か
評

価
得

す
る

た
め

に
も

、相
談

す
る

こ
と

を
お

勧
め

し
ま

す
。

事
例
集
や
地
域
障
害
者
職
業
セ
ン
タ
ー
を
活
用
し
ま
し
ょ
う
。

B

　
合

理
的

配
慮

を
行

う
に

は
、患

者
本

人
、患

者
本

人
の

体
調

を
把

握
し

て
い

る
産

業
保

健
職

、社
内

制
度

を
理

解
し

て
い

る
人

事
担

当
者

、上
司

の
間

で
の

定
期

的
な

情
報

交
換

が
不

可
欠

で
す

。主
治

医
か

ら
の

治
療

の
情

報
も

不
可

欠
で

し
ょ

う
。一

度
は

、産
業

保
健

職
や

衛
生

管
理

者
、人

事
担

当
者

が
、受

診
に

同
行

す
る

と
い

う
こ

と
も

検
討

し
、主

治
医

と
顔

の
見

え
る

関
係

を
構

築
し

て
お

く
と

よ
い

で
し

ょ
う

。同
行

す
る

際
に

は
、事

前
に

、患
者

本
人

を
通

じ
て

、主
治

医
の

承
諾

を
と

り
ま

し
ょ

う
。こ

の
よ

う
に

、関
係

者
が

協
力

し
て

対
応

す
る

こ
と

が
大

切
で

す
。

関
係
者
間
で
定
期
的
な
情
報
交
換
を
行
い
ま
し
ょ
う
。

C 　
現

在
の

職
場

の
雰

囲
気

が
、当

事
者

が
自

分
の

病
気

の
こ

と
を

申
し

出
が

し
や

す
い

か
ど

う
か

、今
一

度
振

り
返

っ
て

み
ま

し
ょ

う
。当

事
者

が
自

分
の

病
気

の
こ

と
を

申
し

出
が

し
や

す
い

職
場

風
土

を
醸

成
す

る
た

め
に

は
、一

緒
に

働
く

同
僚

の
協

力
的

な
姿

勢
が

不
可

欠
で

す
。そ

の
た

め
に

、同
僚

に
対

し
て

、ど
の

よ
う

な
配

慮
が

、ど
う

し
て

必
要

な
の

か
、を

説
明

す
る

こ
と

が
と

て
も

重
要

で
す

。

相
互
協
力
的
な
職
場
風
土
を
つ
く
り
ま
し
ょ
う
。

D

情
報

通
信

技
術

(IC
T 

=
 In

fo
rm

at
io

n 
an

d 
C

om
m

un
ic

at
io

n 
Te

ch
no

lo
gy

)の
進

歩
に

よ
り

、今
は

在
宅

で
で

き
る

仕
事

の
幅

が
広

が
っ

て
い

ま
す

。テ
レ

ワ
ー

ク
と

は
、I

C
Tを

活
用

し
た

、場
所

や
時

間
に

と
ら

わ
れ

な
い

柔
軟

な
働

き
方

の
こ

と
で

す
。仕

事
と

治
療

の
両

立
支

援
に

お
い

て
も

、テ
レ

ワ
ー

ク
へ

の
関

心
が

高
ま

っ
て

い
ま

す
。

以
前

で
あ

れ
ば

、神
経

変
性

疾
患

や
膠

原
病

の
病

状
が

進
行

し
た

こ
と

に
よ

り
、通

勤
が

で
き

な
く

な
っ

た
場

合
に

は
、就

労
の

継
続

を
断

念
せ

ざ
る

を
得

ま
せ

ん
で

し
た

。し
か

し
、テ

レ
ワ

ー
ク

を
う

ま
く

活
用

す
る

こ
と

で
、通

勤
の

制
約

が
な

く
な

り
、通

勤
が

で
き

な
く

て
も

、就
労

を
継

続
す

る
こ

と
が

技
術

的
に

は
可

能
に

な
っ

て
い

ま
す

。も
ち

ろ
ん

、テ
レ

ワ
ー

ク
は

、育
児

や
介

護
と

の
両

立
支

援
に

も
使

え
ま

す
。誰

も
が

働
き

や
す

い
職

場
を

構
築

す
る

た
め

の
有

用
な

ツ
ー

ル
と

し
て

、テ
レ

ワ
ー

ク
は

大
き

な
可

能
性

を
持

っ
て

い
ま

す
。

両
立
支
援
と
テ
レ
ワ
ー
ク

9
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実
行
し
て

み
て

く
だ
さ
い

理
解
を

深
め
る
こ
と
が

大
事
で
す

C
O

LU
M

N

具
体
的
な
対
応
方
法

治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援
の
た
め
の
具
体
的
な
配
慮
と
し
て
、

ど
の
よ
う
な
も
の
が
あ
る
で
し
ょ
う
か
？

具
体
的
な
事
例
を
考
え
て
み
ま
し
ょ
う
。

一
般
労
働
者
を
対
象
に
実
施
し
た
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
調
査
で
は
、仕
事
の
裁
量
度
が
高
く
、同
僚
や
上
司
か
ら
の
支
援

が
得
ら
れ
や
す
い
職
場
環
境
で
働
く
一
般
労
働
者
は
、同
じ
職
場
で
、難
病
や
が
ん
治
療
を
し
な
が
ら
働
い
て
い
る
同

僚
が
、低
時
間
勤
務
や
時
短
勤
務
な
ど
の
制
約
の
あ
る
働
き
方
を
す
る
こ
と
を
受
け
入
れ
て
い
ま
し
た
。両
立
支
援
が

必
要
な
労
働
者
を
職
場
に
受
け
入
れ
る
場
合
に
は
、人
事
担
当
者
や
産
業
保
健
職
は
、本
人
の
要
因（
治
療
状
況
、体
調
、

仕
事
の
技
術
な
ど
）だ
け
で
は
な
く
、受
け
入
れ
る
職
場
の
職
場
環
境
に
も
関
心
を
持
つ
必
要
が
あ
り
ま
す
。

両
立
支
援
を
受
け
入
れ
や
す
い
職
場
環
境

Ⅴ

（（
症
状
の
説
明
））

　
両
立
支
援
が
必
要
な
労
働
者
の
多
く
に
見
ら
れ
る
症
状
と
し
て「
疲
れ
や
す
さ
」が
あ
り
ま
す
。一

時
的
に
疲
労
を
回
復
す
る
た
め
に
、場
合
に
よ
っ
て
は
、昼
休
み
な
ど
の
休
憩
時
間
に
健
康
管
理
室

や
休
養
室
を
活
用
し
や
す
く
す
る
よ
う
な
配
慮
が
な
さ
れ
る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。ま
た
、勤
務
時
間

中
に
服
薬
が
必
要
な
場
合
に
も
、一
時
的
に
職
場
を
離
れ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
な
配
慮
が
必
要
で

し
ょ
う
。勤
務
中
の
休
憩
へ
の
配
慮

01 　
両
立
支
援
の
必
要
な
労
働
者
の
多
く
は
月
に
1回
程
度
の
通
院
を
行
っ
て
い
ま
す
。両
立
支
援

が
必
要
な
患
者
の
多
く
は
専
門
外
来
の
あ
る
規
模
の
大
き
な
病
院
に
通
院
し
て
い
る
た
め
、休
日

を
使
っ
た
通
院
が
難
し
い
こ
と
が
多
い
で
す
。ま
た
、検
査
な
ど
を
定
期
的
に
行
う
こ
と
が
多
い

た
め
、通
院
時
間
も
長
く
な
り
ま
す
。そ
の
た
め
、有
給
休
暇
を
使
い
切
っ
て
し
ま
う
こ
と
も
あ
る

か
も
し
れ
ま
せ
ん
。ま
ず
は
、定
期
的
な
通
院
が
必
要
な
こ
と
を
上
司
や
同
僚
に
理
解
を
し
て
も

ら
い
、通
院
し
や
す
い
環
境
を
つ
く
る
こ
と
が
大
切
で
す
。

通
院
へ
の
配
慮

　
ち
ょ
っ
と
し
た
レ
イ
ア
ウ
ト
の
変
更
で
、両
立
支
援
が
必
要
な
労
働
者
に
と
っ
て
働
き
や
す
く

な
る
も
の
で
す
。消
化
器
系
の
疾
患
で
あ
れ
ば
、ト
イ
レ
に
行
く
頻
度
が
多
く
な
っ
て
し
ま
う
傾
向

が
あ
り
ま
す
。そ
の
よ
う
な
方
に
対
し
て
は
、ト
イ
レ
に
行
き
や
す
い
場
所
に
、全
身
性
エ
リ
テ
マ

ト
ー
デ
ス
の
方
で
あ
れ
ば
、直
射
日
光
の
当
た
り
づ
ら
い
場
所
に
、席
を
変
更
し
て
も
よ
い
で
し
ょ

う
。ま
た
、神
経
難
病
や
筋
骨
格
系
の
疾
患
の
方
で
、階
段
の
上
り
下
り
が
負
担
に
な
る
方
に
対
し

て
は
、エ
レ
ベ
ー
タ
ー
の
活
用
を
勧
め
た
り
、駐
車
場
の
場
所
を
執
務
場
所
の
近
く
に
配
慮
し
た

り
、で
き
る
だ
け
勤
務
時
間
中
の
移
動
距
離
が
短
く
な
る
よ
う
に
配
慮
し
て
も
よ
い
で
し
ょ
う
。

02

執
務
場
所
な
ど
へ
の
配
慮

03

　
こ
こ
で
は
、代
表
的
な
対
応
方
法
で
あ
る
、勤
務
中
の
休
憩
へ
の
配
慮
、通
院
へ
の
配
慮
、勤
務

時
間
中
の
服
薬
や
自
己
管
理
、治
療
等
へ
の
配
慮
に
つ
い
て
説
明
を
し
ま
し
た
。こ
の
よ
う
な
配

慮
が
効
果
的
に
実
施
さ
れ
る
た
め
に
は
、会
社
・
職
場
へ
の
病
名
の
申
告
、同
僚
の
理
解
な
ど
い
く

つ
か
の
課
題
を
解
決
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す（

図
1）
。上
司
や
人
事
担
当
者
は
、こ
れ
ら
の
課
題
を
念

頭
に
お
き
、両
立
支
援
が
必
要
な
労
働
者
が
必
要
な
配
慮
を
受
け
ら
れ
る
よ
う
な
職
場
環
境
を
醸

成
す
る
よ
う
に
、心
が
け
ま
し
ょ
う
。

［
図
1　
職
場
で
両
立
支
援
を
受
け
入
れ
る
上
で
の
課
題
］

（（
職
場
の
要
因
））

（（
主
治
医
の
要
因
））

（（
本
人
の
体
調
））

症
状
・
職
場
へ
の

病
名
の
申
告

就
業
上
の
配
慮

上
司
の
理
解

同
僚
の
理
解

職
場
の
風
土

産
業
保
健
職
の

意
識

自
分
の
症
状
に

つ
い
て
の
説
明
・

言
語
化
能
力

主
治
医
の
患
者
の

就
労
へ
の
関
心

症
状

発
病
の

タ
イ
ミ
ン
グ

11
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迷
っ
た
と
き
は

コ
チ
ラ

情
報
収
集
・
相
談

～
両
立
支
援
に
関
係
す
る
機
関
・
職
種
～

従
業
員
の
治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援
に
つ
い
て
、対
応
に
苦
慮
し
た
と
き
、

ど
こ
に
相
談
を
す
れ
ば
よ
い
の
で
し
ょ
う
か
？

Ⅵ

　
従
業
員
の
治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援
に
つ
い
て
、主
治
医
と
連
携
す
る
の
は
も
ち
ろ
ん
で
す

が
、そ
れ
以
外
に
も
、知
見
を
蓄
積
し
て
い
る
機
関
が
あ
り
ま
す
。産
業
保
健
職
や
人
事
担
当
者

も
、そ
れ
ら
の
機
関
に
つ
い
て
一
定
の
知
識
を
持
っ
て
お
く
と
、就
労
支
援
に
つ
い
て
の
情
報
収

集
や
相
談
を
よ
り
効
果
的
に
行
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
医
療
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
は
、保
健
医
療
機
関
に
お
い
て
、社
会
福
祉
の
立
場
か
ら
患
者
さ

ん
や
そ
の
家
族
の
方
々
の
抱
え
る
経
済
的
・
心
理
的
・
社
会
的
問
題
の
解
決
、調
整
を
援
助
し
、社

会
復
帰
の
促
進
を
図
る
業
務
を
行
い
ま
す
。医
療
機
関
の
医
療
相
談
窓
口
に
在
籍
し
て
、患
者
さ

ん
か
ら
の
相
談
対
応
を
し
て
い
る
こ
と
が
多
い
で
す
。具
体
的
に
は
、

を
行
っ
て
い
ま
す
。こ
れ
ら
の
活
動
の
中
に
、就
労
支
援
も
含
ま
れ
て
い
ま
す
。

医
療
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー

01

　
社
会
保
険
労
務
士
は
、「
障
害
者
雇
用
安
定
助
成
金（
障
害
・
治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援
制
度
助

成
コ
ー
ス
）」
な
ど
の
治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援
に
関
す
る
助
成
金
の
利
用
や
、障
害
年
金
の
申
請

に
つ
い
て
相
談
に
乗
っ
て
く
れ
ま
す
。障
害
年
金
は
、働
き
な
が
ら
で
も
受
給
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。病
状
が
悪
化
し
、雇
用
形
態
の
変
更（
正
社
員
か
ら
パ
ー
ト
社
員
な
ど
）に
よ
り
給
与
水
準

が
下
が
っ
た
場
合
で
も
、事
例
に
よ
っ
て
は
、障
害
年
金
を
受
給
し
な
が
ら
働
く
と
い
う
こ
と
も

可
能
で
す
。大
手
の
企
業
で
あ
れ
ば
、人
事
部
が
同
様
の
情
報
を
持
っ
て
い
ま
す
。仕
事
と
治
療
の

両
立
支
援
を
行
う
た
め
に
、こ
の
よ
う
な
公
的
な
支
援
の
活
用
も
検
討
し
て
も
よ
い
で
し
ょ
う
。

社
会
保
険
労
務
士

04

　
全
国
47
都
道
府
県
に
設
置
さ
れ
て
い
て
、職
場
の
健
康
管
理
へ
の
啓
発
を
行
っ
て
い
ま
す
。治
療

と
仕
事
の
両
立
支
援
に
つ
い
て
は
、個
別
訪
問
支
援
、事
業
者
啓
発
セ
ミ
ナ
ー
、個
別
調
整
支
援
、窓

口
で
の
相
談
対
応
を
行
っ
て
い
ま
す
。

産
業
保
健
総
合
支
援
セ
ン
タ
ー
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●
個
別
訪
問
支
援
と
は
、こ
れ
か
ら
両
立
支
援
に
取
り
組
む
企
業
等
の
依
頼
を
受
け
て
、両
立
支
援

促
進
員（
社
会
保
険
労
務
士
、医
療
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
、保
健
師
等
の
専
門
家
）が
事
業
場
を

訪
問
し
、治
療
と
職
業
生
活
の
両
立
支
援
に
関
す
る
制
度
導
入
の
支
援
や
管
理
監
督
者
、社
員
等

を
対
象
と
し
た
意
識
啓
発
を
図
る
教
育
を
実
施
し
ま
す
。

●
個
別
調
整
支
援
と
は
、両
立
支
援
促
進
員
が
、事
業
場
に
出
向
い
て
個
別
の
患
者（
社
員
）に
係
る

健
康
管
理
に
つ
い
て
、事
業
者
と
患
者（
社
員
）の
間
の
仕
事
と
治
療
の
両
立
に
関
す
る
調
整
支
援

を
行
い
、両
立
支
援
プ
ラ
ン・
職
場
復
帰
支
援
プ
ラ
ン
の
作
成
を
助
言
、支
援
し
ま
す
。こ
の
支
援

は
、患
者（
社
員
）又
は
患
者（
社
員
）か
ら
主
治
医
の
意
見
書
が
提
出
さ
れ
た
企
業
担
当
者
や
産
業

保
健
ス
タ
ッ
フ
等
か
ら
の
申
出
に
よ
り
実
施
し
ま
す
。支
援
の
実
施
に
当
た
っ
て
は
、本
人
の
同

意
が
必
要
に
な
り
ま
す
。
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職
場
で
治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援
が
必
要
な
労
働
者
が
生
じ
た
際
に
、相
談
に
乗
っ
て
く
れ
る
機

関
で
す
。独
立
行
政
法
人
高
齢・
障
害・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構
に
よ
り
運
営
を
さ
れ
て
い
て
、各
都
道

府
県
に
1ヵ
所
あ
り
ま
す
。雇
用
管
理
に
際
し
て
の
課
題
や
、困
っ
て
い
る
こ
と
が
あ
る
事
業
主
の
方

に
対
し
て
、障
害
者
職
業
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
が
具
体
的
な
解
決
策
を
提
示
し
て
く
れ
ま
す
。地
域
障
害
者

職
業
セ
ン
タ
ー
は
、こ
れ
ま
で
に
身
体
、知
的
、精
神
障
害
者
に
関
す
る
就
労
支
援
で
の
ノ
ウ
ハ
ウ
の

蓄
積
が
あ
り
、障
害
者
に
限
ら
ず
、治
療
と
仕
事
の
両
立
支
援
が
必
要
な
労
働
者
に
つ
い
て
も
、そ
の

ノ
ウ
ハ
ウ
に
基
づ
い
た
提
案
を
し
て
く
れ
ま
す
。今
後
、合
理
的
配
慮
を
行
っ
て
い
く
上
で
、自
社
で

行
っ
て
い
る
配
慮
が
、社
会
的
に
適
切
な
の
か
ど
う
か
を
意
識
す
る
こ
と
は
重
要

で
す
。そ
の
た
め
、こ
の
よ
う
な
地
域
障
害
者
職
業
セ
ン
タ
ー
か
ら
意
見
を
も
ら
う

こ
と
に
よ
り
、配
慮
の
適
切
性
を
考
え
る
上
で
の
参
考
と
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

地
域
障
害
者
職
業
セ
ン
タ
ー

03

①
療
養
中
の
心
理
的
・
社
会
的
問
題
の

　
解
決
、
調
整
援
助

②
退
院
援
助

③
社
会
復
帰
援
助

④
受
診
・
受
療
援
助

⑤
経
済
的
問
題
の
解
決
、
調
整
援
助

⑥
地
域
活
動
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